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第１章　序
１−１.背景と目的
　明治維新後、1871年の廃藩置県制度に伴って全国に建設された府県庁舎は、初期の頃は城郭を庁
舎として利用した後、県政のシンボルとして新築の庁舎が建設されるようになった。その建築形態
は当時の先端技術である西欧様式の模倣であったが、次第に帝冠様式など日本独自のシンボル性を
追求するようになった。また、後にモダニズムが世間を席巻するころには、丹下健三の香川県庁舎
を模した建築形態が時代の潮流となった。このように都道府県庁舎は時代の先駆けとなる建築技術
、様式を採用しており、すなわち都道府県庁舎の建築形態は時代の社会背景を反映する鏡のような
側面をもっていると言える。
　また、近年庁舎を巡る社会的要求として地方政治の透明性という名の下に、地域開放が多く謳わ
れるが、市役所や町役場と違い、一般市民の利用頻度が高くない都道府県庁舎においてはその必要
性、建築的手法が必ずしも同じであるとは一概に言えない。
　そこで、本研究では、戦後に新改築された都道府県庁舎を対象に、建築構成の変遷や、庁舎が都
市に対して果たすことができる役割を明らかにし、今後の都道府県庁舎整備の展望を示すことを目
的とする
図１−１.西洋様式の京都府庁舎 図１−２.帝冠様式の愛知県庁舎
写真出典：wikipedia
写真出典：http://www.masuda21.com/machidashi.html
　　　　　http://fudousan-yamanashi.com/?p=1250
http://www.itoki.jp/solution/g-building/case/index.html
写真出典：http://www.yomiuri.co.jp/
図１−４.充実した市庁舎のエントランス空間
図１−３.モダニズムの香川県庁舎
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１−２.既往研究と本論文の位置づけ
都道府県庁舎を横断的に調査した研究としては、石田潤一郎によるものが代表的にあるが、戦前の
ものが中心であり、戦後の庁舎については概観するに留まっている。
以下に、いくつかの既往研究を紹介する。
・石田 潤一郎:「都道府県庁舎―その建築史的考察」,思文閣出版,1993.2.25
廃藩置県後から戦前までの全国の都道府県庁舎について横断的にその歴史的背景や、経緯、資金調達の方法
等、建築史的側面から調査、分析を行ったもの。
・中尾 雄介：丹下健三の都市計画における設計手法に関する研究 : ピロティ・コア・広場及び軸を視点と
した設計手法の分析,日本建築学会学術講演梗概集. F-2, 建築歴史・意匠 2005, 743-744, 2005-07-31
丹下健三による庁舎を対象として、都市軸や広場の計画など、都市的な視点から分析を行ったもの。
・酒井 直哉他 ：「一団地の官公庁施設の建設に関する法律」における官庁街計画の完成度に関する研究,
日本建築学会学術講演梗概集 2014(都市計画), 369-370, 2014-09-12
都道府県庁舎を官庁街という側面から捉え、その建設に関する法律で指定された地区を中心にその計画時と
現在の状態を比較し、その完成度から社会的需要や今後の官庁街のあり方について述べる。
・巌佐 朋広、松浦 健治郎、浦山 益郎：街路のアイキャッチに配置された戦前の都道府県庁舎の配置計画
に関する研究,日本建築学会東海支部研究報告集 (46), 621-624, 2008-02-16
都道府県庁舎の配置計画について、直行する前面道路と歩道からの延長線との関係性から庁舎の対称性につ
いて分析を行う。
・村山 道隆、小西 敏正：近代建築の動態保存に関する用途変更と構法の研究 : ,学術講演梗概集. E-1, 
建築計画I, 各種建物・地域施設, 設計方法, 構法計画, 人間工学, 計画基礎 2007, 719-720, 2007-07-31
戦前に建てられた都道府県庁舎の保存計画に関する研究。構法的な側面から保存方法や、その後の用途変更
について分析を行う。
上記のように、戦後の庁舎について個別的に建築計画的観点から分析したもの、建築家に焦点を合
わせた意匠論的観点から分析したもの、官庁街の形成に関するものは多数見られるが、横断的にか
つ建築的側面と都市的側面の両方からアプローチしているものは管見の限りなく、その点に置いて
本論文の独自性は担保される。
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図１−５.論文構成
表１−１.論文構成
本論文は以下のような構成となっている。
第１章　序
第２章　建築構成からみる都道府県庁舎
第３章　都市的役割からみる都道府県庁舎
第４章　近年の都道府県庁舎整備
第５章　結
図１−５に論文構成を、表１−１に本論文での用語の定義を示す。
第１章．序
第２章．建築構成からみる都道府県庁舎 第３章．都市的役割からみる都道府県庁舎
第４章．近年の庁舎整備
研究の背景と目的
２−１. 分析手法
２−２. 建築規模の変遷
２−３. 設計意図の変遷
４−１. 対象事例と整備概要
４−２. ヒヤリング調査
３−１. 都道府県庁舎の立地について
３−２. 立地条件の類型化
３−３. 庁舎移転と跡地活用
３−４. 景観計画について
用語の定義既往研究と本論文の位置づけ
第５章．結
研究のまとめ 今後の展望
本庁舎 知事部局が所在する建物を本庁とする。
本庁舎以外に行政部署が所在する建物。尚、議会棟、分室は除く。
１〜５階建ての建物
６〜15 階建ての建物
16 階以上の建物
分庁舎
低層
中高層
超高層
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２−１.分析方法
２-２.建築規模の変遷
２-３.設計意図の変遷
第２章
建築構成からみる都道府県庁舎
12第２章　建築構成からみる都道府県庁舎
第２章　建築構成からみる都道府県庁舎
２−１.分析方法
表２−１.建築的基礎情報
床面積 階数 低層 中高層 超高層
北海道 1968 久米建築事務所 55,652㎡ 12 1 2 0
青森県 1961 谷口吉郎 27,168㎡ 8 0 3 0
岩手県 1965 山下設計 37,412㎡ 12 0 0 0
宮城県 1989 三菱地所 72,472㎡ 18 0 0 0
秋田県 1959 建設省営繕課 27,927㎡ 7 0 2 0
山形県 1975 山下設計 51,614㎡ 16 0 0 0
福島県 1954 山下設計 21,958㎡ 5 0 1 0
茨城県 1999 松田平田設計 81,394㎡ 25 0 0 0
栃木県 2007 日本設計 65,650㎡ 15 2 0 0
群馬県 1999 佐藤総合計画 83,503㎡ 33 0 0 0
埼玉県 1955 共同建築研究所 26,037㎡ 5 3 1 0
千葉県 1996 松田平田設計 34,458㎡ 20 0 2 0
東京都 1991 丹下健三 195,567㎡ 45 0 0 1
神奈川県 1928 小尾嘉郎原案・県 37,038㎡ 5 0 3 0
新潟県 1985 日建設計 45,498㎡ 18 0 0 0
富山県 1935 県（顧問：大熊喜邦） 10,005㎡ 5 2 0 0
石川県 2002 山下設計 68,975㎡ 19 0 0 0
福井県 1981 日建設計 43,173㎡ 11 0 0 0
山梨県 1963 明石信道 10,414㎡ 8 2 1 0
長野県 1968 建設省営繕局 49,139㎡ 10 2 0 0
岐阜県 1966 日建設計 43,530㎡ 12 1 0 0
静岡県 1970 日建設計 25,159㎡ 16 1 1 0
愛知県 1938 西村好時・渡辺仁・県 33,705㎡ 6 0 1 0
三重県 1964 東畑建築事務所 29,467㎡ 8 1 0 0
滋賀県 1939 佐藤功一・国枝博 15,540㎡ 4 2 2 0
京都府 1990 岡田新一 14,612㎡ 6 1 1 0
大阪府 1925 平林金吾・岡本碧・府 28,746㎡ 6 0 3 0
兵庫県 1964 兵庫県建築部 24,905㎡ 13 1 2 0
奈良県 1965 建設省近畿地建 17,440㎡ 6 1 1 0
和歌山県 1938 県（顧問：内田祥三） 11,552㎡ 4 0 3 0
鳥取県 1962 建設省営繕局 23,532㎡ 7 0 1 0
島根県 1959 建設省営繕局 20,856㎡ 6 4 1 0
岡山県 1957 前川国男 25,717㎡ 9 3 0 0
広島県 1956 日建設計 33,296㎡ 6 3 1 1
山口県 1984 日建設計 72,000㎡ 15 1 0 0
徳島県 1986 日本設計 54,135㎡ 11 0 0 0
香川県 2000 丹下健三 41,464㎡ 21 0 2 0
愛媛県 1929 木子七郎 20,398㎡ 4 0 2 0
高知県 1962 岸田建築研究所 23,694㎡ 6 1 1 0
福岡県 1981 黒川紀章 77,082㎡ 11 0 0 0
佐賀県 1991 安井建築設計事務所 37,227㎡ 12 1 0 0
長崎県 1953 日建設計 14,468㎡ 6 1 3 0
熊本県 1967 久米建築事務所 45,105㎡ 13 0 1 0
大分県 1962 建設省九州地建 29,488㎡ 9 0 1 1
宮崎県 1931 置塩章 9,694㎡ 3 5 5 0
鹿児島県 1996 佐藤総合計画 78,622㎡ 18 0 0 0
沖縄県 1990 黒川紀章 78,243㎡ 14 0 0 0
分庁舎棟数
設計者
本庁舎
建設年
都道府県
名
本庁舎
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
25
26
25
27
28
29
30
31
32
33
34
35
36
37
38
39
40
41
42
43
44
45
46
47
No
床面積 階数 低層 中高層 超高層
分庁舎棟数
設計者
本庁舎
建設年
都道府県
名
本庁舎
No
　本研究では各都道府県庁舎の基礎的な建築情報の収集を行うために、石田潤一郎の書籍「都道府県庁
舎−その建築史的考察」を中心とし、その他新建築等の建築雑誌、設計事務所のホームページを参照した。
また、その一覧を表２−１に示す。
　
　本研究では建築構成として行政からの庁舎整備の立場として床面積や分庁舎の有無等、建築規模の変
遷を、また、設計者からの立場としてその言説から設計意図の変遷を辿る。それぞれの分析方法の詳細
は該当する小章で述べる。
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第２章　建築構成からみる都道府県庁舎
２−２.建築規模の変遷
図２−１.建築的基礎情報
表２−２. 本庁面積と建設年代（数字は事例数）
表２−３. 類型化と建設年代（数字は事例数）
本庁舎規模
分庁舎有無
類型化
【低層分庁型】
低層
分庁方式 本庁方式 分庁方式 本庁方式 分庁方式
中高層 超高層
【中高層本庁型】【中高層分庁型】 【超高層本庁型】【超高層分庁型】
　建築規模の変遷の分析方法として、基本データをもとに本庁舎を低層、中高層、超高層の３つに、また、
分庁舎の有無によって分庁方式と本庁方式の２つに分類分けを行った（図２−１参照）。
　分類結果として【低層分庁型】【中高層分庁型】【中高層本庁型】【超高層分庁型】【超高層本庁型】の
５つの類型化が得られた。また、それらの年代変化を示すために、それぞれに対して本庁舎の建設年を
10 年区切りで分けた。その結果として、表２−２と表２−３にそれぞれ年代毎の本庁舎の床面積、類型化
の事例数を示す。
　次項より各年代ごとの考察を行う。
1
1
1
1920
30,000～45,000 ㎡
45,000～60,000 ㎡
60,000～75,000 ㎡
75,000～90,000 ㎡
90,000 ㎡～
～15,000 ㎡
15,000～30,000 ㎡ 2
3
1930 1940
1
5
1
1950
3
2
7
1
1960
1
1
1970
1
2
2
1
1980
1
4
2
1
1990
2
1
2000
低層分庁型 2 4 2
中高層本庁型 2 3 1
2中高層分庁型 1 1 5 11
超高層本庁型 1 2 3 1
超高層分庁型 1 1 2 2
1920 1930 1940 1950 1960 1970 1980 1990 2000
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表２−４. 戦前事例基礎情報
図２−２. 戦前事例類型化
【戦前】
　戦前に建てられた庁舎を現在も本庁舎としている府県は８事例であった。本庁舎の床面積はほとんどが
30,000 ㎡以下であり、いずれの府県も複数棟の分庁舎を抱えている。特に、宮崎県では 10 棟以上の分庁舎
に機能が分散し、住民サービスや職員の働き方という点では決して優れているとは言えない。今後、戦前庁
舎の保存とともに行政機能の集約が求められる。
　また、大阪府では 1988 年に新府庁舎を中心とする官庁街のコンペティションが行われ、黒川紀章建築都
市設計事務所が最優秀賞を獲得し、新庁舎を建設したが、新本庁舎を建設する前に財政難から計画が中止さ
れてしまった。結果として貸しオフィスを含め、複数の分庁舎に分散してしまっている。
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分庁舎 類型化 本庁舎面積
低層分庁型
中高層本庁型
中高層分庁型
超高層本庁型
超高層分庁型
本庁舎規模
超高層
本庁方式
分庁方式
中高層
本庁方式
分庁方式
分庁方式中高層
神奈川
滋賀
和歌山　
愛媛　富山
宮崎
愛知 大阪
床面積 階 低層 中高 超高
神奈川県 1928 小尾嘉郎原案・県 37,038㎡ 5 0 3 0
富山県 1935 県（顧問：大熊喜邦） 10,005㎡ 5 2 0 0
滋賀県 1939 佐藤功一・国枝博 15,540㎡ 4 2 2 0
和歌山県 1938 県（顧問：内田祥三） 11,552㎡ 4 0 3 0
宮崎県 1931 置塩章 9,694㎡ 3 5 5 0
愛媛県 1929 木子七郎 20,398㎡ 4 0 2 0
愛知県 1938 西村好時・渡辺仁・県 33,705㎡ 6 0 1 0
大阪府 1925 平林金吾・岡本碧・府 28,746㎡ 6 0 3 0
設計者
低層分庁型
中高層分庁型
都道府県
名
本庁舎
建設年
本庁舎 分庁舎棟数
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床面積 階 低層 中高 超高
福島県 1954 山下設計 21,958㎡ 5 0 1 0
埼玉県 1955 共同建築研究所 26,037㎡ 5 3 1 0
秋田県 1959 建設省営繕課 27,927㎡ 7 0 2 0
島根県 1959 建設省営繕局 20,856㎡ 6 4 1 0
岡山県 1957 前川国男 25,717㎡ 9 3 0 0
広島県 1956 日建設計 33,296㎡ 6 3 1 1
長崎県 1953 日建設計 14,468㎡ 6 1 3 0
中高層分庁型
都道府県
名
本庁舎
建設年
設計者
本庁舎 分庁舎棟数
低層分庁型
表２−５.1950年代事例基礎情報
図２−３. 1950年代事例類型化
【1950 年代】
　1950 年代に建設され現在も本庁舎として機能しているのは８事例であった。この時代もまだ面積規模は
30,000 ㎡以下が多く、いずれも事例も分庁舎を抱えている。しかし、建物規模は６階建て以上の中高層の
ものが主流となった。現在は本庁舎として機能していないために記載はしていないが、著名な作品として丹
下健三の香川県庁舎はこの時代に建てられた。また、同じく丹下健三の作品として丸の内に建設された旧東
京都庁舎もこの時代であるが、のちに建替えられている。また、第５章で取り上げる長崎県庁舎はこの時代
区分に含まれる。
長崎 広島
岡山　秋田
島根
福島　埼玉
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【1960 年代】
　この年代に建設され、現在も本庁舎として機能しているものは 13 事例であり、時代区分としては最も多い。
建物規模はいずれも中高層であるが、分庁舎を有するものとそうでないものに分かれた。分庁舎の規模をみ
ると、本庁舎と同規模の建物や、大分県のように超高層の分庁舎を建設している事例もあり、必ずしも本庁
舎が最も目に付く建物であるとは限らないと分かる。また、岐阜県庁は現在老朽化と狭隘化を理由に建替え
の検討を行っており、本庁型ではあるが、必ずしも現在の要求に応えられているとは言えず、今後建替え需
要が高まると予想される。
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本庁舎規模
超高層
本庁方式
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青森　三重
奈良　鳥取
高知　大分
兵庫　
山梨
北海道　
長野　熊本
岩手　岐阜
床面積 階 低層 中高 超高
青森県 1961 谷口吉郎 27,168㎡ 8 0 3 0
山梨県 1963 明石信道 10,414㎡ 8 2 1 0
三重県 1964 東畑建築事務所 29,467㎡ 8 1 0 0
兵庫県 1964 兵庫県建築部 24,905㎡ 13 1 2 0
奈良県 1965 建設省近畿地建 17,440㎡ 6 1 1 0
高知県 1962 岸田建築研究所 23,694㎡ 6 1 1 0
北海道 1968 久米建築事務所 55,652㎡ 12 1 2 0
中高層分庁型
都道府県
名
本庁舎
建設年
設計者
本庁舎 分庁舎棟数
床面積 階 低層 中高 超高
長野県 1968 建設省営繕局 49,139㎡ 10 2 0 0
鳥取県 1962 建設省営繕局 23,532㎡ 7 0 1 0
熊本県 1967 久米建築事務所 45,105㎡ 13 0 1 0
大分県 1962 建設省九州地建 29,488㎡ 9 0 1 1
岐阜県 1966 日建設計 43,530㎡ 12 0 0 0
岩手県 1965 山下設計 37,412㎡ 12 0 0 0
中高層本庁型
都道府県
名
本庁舎
建設年
設計者
本庁舎 分庁舎棟数
表２−６. 1960年代事例基礎情報
図２−4. 1960年代事例類型化
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【1970 年代】
　この年代は 1960 年代の建設ラッシュの反動からか極端に建設数が少ないが、いずれの事例も超高層建築
である。日本において 15 階建て以上のオフィスは 1964 年に建設された 17 階建てのホテルニューオータニ
本館などあったが、公共建築としての超高層としては 1970 年代の静岡県庁が先駆けとも言える。しかし、
現在の耐震基準に満たないということから、後に大規模な耐震改修が行われている。
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超高層分庁型
本庁舎規模
超高層
本庁方式
分庁方式
中高層
本庁方式
分庁方式
分庁方式中高層
静岡
山形
床面積 階 低層 中高 超高
静岡県 1970 日建設計 25,159㎡ 16 1 1 0
山形県 1975 山下設計 51,614㎡ 16 0 0 0
超高層分庁型
超高層本庁型
都道府県
名
本庁舎
建設年
設計者
本庁舎 分庁舎棟数
表２−７. 1970年代事例基礎情報
図２−５. 1970年代事例類型化
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床面積 階 低層 中高 超高
福井県 1981 日建設計 43,173㎡ 11 0 0 0
徳島県 1986 日本設計 54,135㎡ 11 0 0 0
福岡県 1981 黒川紀章 77,082㎡ 11 0 0 0
山口県 1984 日建設計 72,000㎡ 15 1 0 0
宮城県 1989 三菱地所 72,472㎡ 18 0 0 0
新潟県 1985 日建設計 45,498㎡ 18 0 0 0
中高層本庁型
超高層分庁型
超高層本庁型
都道府県
名
本庁舎
建設年
設計者
本庁舎 分庁舎棟数
表２−８. 1980年代事例基礎情報
図２−６. 1980年代事例類型化
【1980 年代】
　1980 年代なると福井や徳島、福岡のように中高層ながら面積規模が大きく、機能を集約した本庁型や、
超高層においても分庁舎を有しないものが主流となっている。山口が唯一分庁舎を有しているが、戦前庁舎
を保存し、一部を庁舎機能として残しているものであることを考慮すると、この時代に計画された庁舎の床
面積で現在の要求を満たす事が出来ていると言える。
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山口
福井 福岡徳島
新潟 宮城
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【1990 年代】
　1990 年代に建設された庁舎はほとんどが 80,000 ㎡以上の床面積を有しており、最も規模の拡大化が進ん
だ時代であったと言える。また、規模の拡大化によって、沖縄を除くすべての事例が超高層建築となったいる。
　超高層庁舎で唯一東京都庁舎は超高層の分庁舎を有しているが、都政規模は他と比較できないほど大規模
なため、同等に扱うのは難しい。
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低層分庁型
中高層本庁型
中高層分庁型
超高層本庁型
超高層分庁型
本庁舎規模
超高層
本庁方式
分庁方式
中高層
本庁方式
分庁方式
分庁方式中高層
千葉
群馬　茨城
鹿児島
東京
沖縄
床面積 階 低層 中高 超高
沖縄県 1990 黒川紀章 78,243㎡ 14 0 0 0
千葉県 1996 松田平田設計 34,458㎡ 20 0 2 0
東京都 1991 丹下健三 195,567㎡ 45 0 0 1
茨城県 1999 松田平田設計 81,394㎡ 25 0 0 0
群馬県 1999 佐藤総合計画 83,503㎡ 33 0 0 0
鹿児島県 1996 佐藤総合計画 78,622㎡ 18 0 0 0
中高層本庁型
超高層分庁型
超高層本庁型
都道府県
名
本庁舎
建設年
設計者
本庁舎 分庁舎棟数
表２−９. 1990年代事例基礎情報
図２−７. 1990年代事例類型化
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【2000 年代】
　2010 年代以降に新築された本庁舎はなかったために、2000 年代が最も最近の都道府県庁舎の整備年代と
言える。この年代では 1990 年代と対照的に超高層ではあるが面積規模はやや縮小している。また、香川県
や栃木県のように旧庁舎の隣に超高層庁舎を新築する事例もある。それらは旧庁舎のデザインや外装材、プ
ロポーションを踏襲し、地区の景観向上を目指している。
石川
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床面積 階 低層 中高 超高
栃木県 2007 日本設計 65,650㎡ 15 2 0 0
香川県 2000 丹下健三 41,464㎡ 21 0 2 0
石川県 2002 山下設計 68,975㎡ 19 0 0 0
超高層分庁型
超高層本庁型
都道府県
名
本庁舎
建設年
設計者
本庁舎 分庁舎棟数
表２−10. 2000年代事例基礎情報
図２−８. 2000年代事例類型化
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第２章　建築構成からみる都道府県庁舎
２−３.設計意図の変遷
　設計者からの視点として都道府県庁舎を見るために書籍による分析、考察を行う。手法としてはまず、都
道府県庁舎に限らず、市庁舎や町役場等を含めた庁舎全体の設計指針として 1991 年建築思潮研究所出版の
『建築設計資料 35 庁舎』を参照し、その概要をまとめる。その後、都道府県庁舎に事例を絞り、建築雑誌、
または設計社のホームページから設計者の言説を抽出し、その設計意図を探る。
＊１　新たなニーズ
・都市環境の向上及び地域の活性化に積極的に寄与する施設とする。このため、豊かな創造性と高度な技術
力を活かした存在感、風格等を有する施設等とするとともに、歴史的に価値のある建物等については、その
保存活用を考慮する。
・長期的な経済性を保持した施設とする。このため、施設のライフサイクルコストを勘定のうえ、長期的な
視点に基づき建設し、維持管理するものとする。
＊２　具体的施策
・長期的経済性を有する良質な庁舎の検討
・高度情報化に対応した設計手法の確立
・室内環境システムの確立
・施設管理システムの構築
『建築設計資料 35 庁舎』より
国際化
都市化
高齢化
経済の低成長
成熟化
高度情報化
科学技術の進歩
市民意識の向上・多様化
行政需要の多様化・複雑化
親しみやすさ
便利
安全
従来の官公庁施設の理念 官公庁施設を取り巻く新たな動向 新しい官公庁施設のあり方
官公庁施設に求めら
れる新たな視点
具体的施策
＊1
＊2
図２−９. 官公庁施設のあり方
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わが国の社会経済の変化の捉え方
【地域との関わり】
⑴アイデンティティー
　①シンボル性・風格　　　　　
　②地域性・文化性
　③都市景観への寄与
⑵サービス機能の多様性
　①交流の場の創出
　
　②施設機能の多様化
【機能性・快適性】
⑶フレキシビリティと耐用性
　①行政需要の変化と多様化への対応
　②高度情報化と技術変化への対応
⑷快適性
　①室内環境の向上
　②生活空間の導入
【経済性・質の向上】
⑸経済性と品質
①経済性・効率性の確保
②品質の向上
・存在感のある庁舎
・愛着の持たれる建築・空間
・地域の個性と文化の表出
・周辺環境・街並との調和
・親和性のある内外部空間
・外部空間の広場機能としての活用
・他施設との連携による交流の多様化
・行政機能の複合化
・公共的施設との連携・複合化
・執務空間のゆとりと融通性
・機能変化に対する建築・設備的対応性
・施設機能の変化による柔軟性
・高度情報化に対応した OA 化、インテリジェント化
・技術の変化と高度化に対する建築・設備的対応性
・室内環境要素の総合的コントロール
・個別的環境コントロール
・OA 化インテリジェント化に対応した設備システム
・執務空間のトータルデザイン
・ゆとりとくつろぎ空間の確保
・執務空間と生活空間の調和と融合
・施設管理体制のシステム化
・施設管理手法の合理化と高度化（ファシリティマネジメントの導入）
・建築技術レベルの統合的な向上
・品質の評価基準・管理手法お確立
・適正な設計者の選定
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図２−10. 文章の趣旨と分類
表２−11.抽出元一覧
　戦後から現在までの建築雑誌『新建築』『建築文化』『公共建築』から都道府県庁舎の設計 17 事例、設計
会社のホームページから２事例を抽出し、それぞれ『新建築』から 69 篇、『建築文化』から 10 篇、『公共建築』
から４篇、ホームページから 6篇の文章を抽出した。
　また抽出した文章を指示内容から【広場】【エントランス・市民空間】【執務空間】【配置計画】【全体計画】
の５つに分類し、それぞれの趣旨を抜き出す。またそれらを年代ごとに並べたものを図３にまとめる。また、
抽出元の一覧を表に示す。
　次項より各分類毎に考察を行う。
設計年 記載No 都道府県名
1 広島県 1956 建築文化1956.10
11 宮城県 1989 新建築1989
2 東京都 1958 新建築1958.6
12 沖縄県 1990 新建築1990.10
3 奈良県 1965 新建築1965.5
13 東京都 1991 新建築1991.6
4 岩手県 1965 建築文化1965.7
14 千葉県 1996 設計社HP
5 神奈川県 1966 新建築1966.9
15 鹿児島県 1996 新建築1997.3
6 静岡県 1970 新建築1970.8
16 茨城県 1999 新建築1999.8
7 福井県 1981 新建築1982.4
17 群馬県 1999 新建築2013.10
8 山口県 1984 公共建築1985
18 香川県 2000 新建築2000.6
9 新潟県 1985 新建築1985.9
19 栃木県 2007 設計社HP
10 徳島県 1988 建築文化1988.12
文章
趣旨
分類
主アプローチ道路に平行し、周辺街区に
軸性が合致する「都市軸」と、桜島への
ビスタ方向に合致する「景観軸」という
２軸が都市文脈から導きだされた。 都市軸による
配置計画
【配置計画】
事例
No.15
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【広場】
広場についての記述は 14 篇を収集した。1950 年代や 1960 年代では広場という表現ではなく庭園計画と表
記されていることが多いがどの年代でも「周辺との調和」や「隣接公園との連続性」に留意して計画が行わ
れている。1980 年代後半頃には「原風景の再現」や「植栽や歴史による地域性の表現」など地域の固有性
というキーワードが語られている。また、1990 年代では「広場を街に開く」や「オープンスペースの創出」
など都市的な視点から広場を捉えるようになっている。
図２−11. 広場の趣旨年表
表２−12.広場の言説一覧
1950 年代 1960 年代 1970 年代 1980 年代 1990 年代 2000 年代
隣接公園との連続性
既存の樹木に合わせた造園計画
広場を街に開く
原風景の再現
オープンスペースと自然の多様性の創出
開放性の向上
原風景の継承と広場と一体的な公園
地域の歴史と植栽を表現
県民に親しみのある庭園計画
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【エントランス・市民空間】
県民スペースの必要性について初めて言及されたのは 1965 年の岩手県庁で、日常的な利用と言うよりは小
中学生の見学施設としてであった。その後 1980 年代前半頃からエントランス空間を大きくとり、「外部空間
との連続性」や「広場の眺望場所」として計画するようになった。「県民の交流場所」として言及されるよ
うになったのは 1996 年の千葉県庁舎で、その後、市民空間を「象徴的な空間」や、「全体の空間構成の骨格」
として捉える言及が多くなる。
図２−12. エントランス・市民空間の趣旨年表
表２−13.エントランス・市民空間の言説一覧
1950 年代 1960 年代 1970 年代 1980 年代 1990 年代 2000 年代
県民スペースの確保の必要性 外部空間との連続性
市民機能の集約と広場の眺望場所としての空間
空間の演出
旧庁舎のインテリアを継承
素材や伝統工芸、地元産の建材使用による地域性の演出
文化交流の拠点として
象徴的な空間と位置づける
外部と連続した空間構成の骨格としての県民ホール
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【執務空間】
庁舎の基本機能でもある執務空間については初期の頃から環境の側面から言及されている。1950 年代には
単純な「南面採光」という説明であったが、1980 年頃から自然通風の取り入れ方や二重ガラスなど「環境
性能の向上」という説明がされるようになり、1990 年代からは超高層の吹き抜けを利用した建物全体にお
ける風の流れについての言及がなされている。また、「執務空間の柔軟性」という言説は初期の頃から一貫
してあり、常に業務の変化や建築の長寿命化を基本として設計が行われていることが分かる。また、1999
年の群馬県庁舎ではオフィスにおける「コミュニケーションの活性化」という言説があり、県職員の働き方
についての考察が行われているのも特徴的である。
図２−13. 執務空間の趣旨年表
1950 年代 1960 年代 1970 年代 1980 年代 1990 年代 2000 年代
南面採光の追求 可動間仕切りによる柔軟性
用途の変化に順応する
明快な動線計画と業務内容の変化に対応した柔軟性のある空間
積極的な自然採光の取り入れ
環境性能の向上
建築、設備の柔軟性
コミュニケーションの活性化
熱環境の軽減
表２−14.執務空間の言説一覧
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【配置計画】
配置計画については７篇を収集した。1950 年代では「拡張の余地を残す」という表現であったが、1960 年代、
1980 年代前半では周辺や広場との調和を図るという表現がされている。また、行政、議会、警察の「機能
の独立性」について複数例、同時期に言及されているのも特徴的である。1990 年代後半や 2000 年代では「都
市軸」や「広場を中心とした配置計画」など、広場が都市的な視点から捉えられるようになったことと合わ
せて、配置計画についても同様のことが言える。
図２−14. 配置計画の趣旨年表
1950 年代 1960 年代 1970 年代 1980 年代 1990 年代 2000 年代
拡張の余地を残す 景観との調和 景観と調和したオープンスペースの確保
機能の独立性と広場による調和
機能の独立性と一体性
都市軸による配置計画
広場を中心とした配置計画
表２−15.配置計画の言説一覧
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【外装材】
コンクリート仕上げを主とし、城壁というイメージが追求された奈良県庁舎と旧庁舎との調和を目的としタ
イル仕上げとした神奈川県庁舎は 1960 年代のほぼ同時期であるがそのスタンスは対象的である。1970 年に
建設された静岡県庁舎は隣に戦前庁舎を有しているが、超高層庁舎として維持管理費の低減を掲げコンク
リートの仕上げとなっている。その後 1980 年代からは再び「旧庁舎の継承」や「風格と落ち着き」、「心象空間」
と言った表現でタイル仕上げが多くなる。一方、1990年代からはガラスや金属パネルの使用が進み、「現代生」
や「歴史と未来の共生」というような表現が行われた。また、2000 年に入ってからは茨城県庁舎の「地場
産材料の使用」や、内装材ではあるが栃木県庁舎の地場産の石材の使用など、地域性の表現が進んでいる。
図２−15. 外装材の趣旨年表
1950 年代 1960 年代 1970 年代 1980 年代 1990 年代 2000 年代
城壁のイメージを追求
戦前庁舎との調和
維持管理費に軽減
象徴的な心象空間の創出
旧庁舎の継承
風格と落ち着き
歴史と未来の共生
自然素材と工業製品の対比
地場産材の使用と耐久性の向上
ガラスによる現代性
表２−16.外装材の言説一覧
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【全体計画】
　設計のコンセプトや建物全体に共通するテーマなどを対象とし、計 26 篇を収集した。1950 年代から 1970
年代にかけては「モダニズムの排除」や「都市の中のオフィス像の具体化」、「現代建築と歴史との調和」など、
庁舎としての建築像が模索されていた。1980 年代以降は「省エネルギー」や「地域の環境への適応」、「環
境配慮」、「建築と自然の共生」など環境問題への言及が主流となった。また、1980 年代以降「防災機能の強化」
や、「高度情報化への挑戦」や、「高機能建築としての庁舎」など災害時の拠点として庁舎が捉えられるよう
になった。また、庁舎のイメージという観点では 1980 年代には「新しい象徴として」や「県の顔として」
など建築自体が主体であったが、1990 年代後半では「開かれた庁舎建築」や「都市の中のボイド」のよう
に建築と都市が一体となることが主題に置かれるようになった。
1950 年代 1960 年代 1970 年代 1980 年代 1990 年代 2000 年代
モダニズムの排除
都市の中におけるオフィス像の具体化
現代建築と歴史的敷地との調和
超高層庁舎の先駆けとして低コストの追求
地域全体の風致の維持を重視
街との調和
県の顔としての庁舎
新しい象徴として
高度情報化への建築的挑戦
歴史伝統による地域性
自然との共生
既存庁舎との調和
高機能建築としての庁舎
開かれた庁舎建築の志向
建築と自然の共生
旧庁舎の踏襲
県産材や伝統工芸による地域性
地域の環境に適応
防災拠点としての機能強化
経済的な維持管理
建築の長寿命化
環境配慮と快適性、省エネルギー省エネルギー、省電力化
防災機能の強化
都市の中のボイド
図２−16. 全体計画の趣旨年表
表２−16.全体計画の言説一覧
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事例 No 文章 趣旨
表２−17.全体計画の言説一覧
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第３章　都市的役割からみる都道府県庁舎
３−１.都道府県庁舎の立地について
　都道府県庁舎の立地に関して松浦らが行った一連の研究 * によると、府県庁舎を中心とする官庁街は、
廃藩置県後、まとまった敷地を必要としたため城郭周辺に立地する場合が多かった。一方で、宮城や愛知、
熊本など旧陸軍の師団司令部が設置された都市では城郭周辺ではなく、少し離れた旧武家地や寺社地に
立地することが多かった。しかし、その中でも愛知県や大阪府のように陸軍施設の縮小に伴って城郭周
辺に再び立地した例もある（図３−１）。
参考論文
松浦 健治郎他：官庁街の変遷と都市デザイン手法に関する研究 , 日本建築学会学術講演梗概集 . F-1, 
都市計画 , 建築経済・住宅問題 2003, 99-100, 2003-07-30 
明治・大正期に建設された府県庁舎を対象とし、現在と当時の地図を比較しその立地の変化や、周辺状
況等から庁舎を中心とした官庁街の成り立ちについて分析を行う。本論文では一連の研究のうち、特に「明
治・大正期における官公庁施設設置の特徴〜近世城下町を基盤とする府県庁舎所在都市を対象として」
を参考にした。
図３−１.立地変化系図
城郭周辺
旧武家屋地等
福井県等多数
東京都
石川県等
宮城県
熊本県
郊外
新都心移
転愛
知
県
近世城下町を基盤とする都市
移
転 郊外
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　先に挙げた松浦らは明治・大正期に官庁街を形成した 39 道府県庁舎を城郭地区と主要街路、商業地区
に着目して立地特性の類型化を行った。本論文では松浦らの研究による【城郭地区立地型】【主要街路沿
い立地型】【商業地区裏手立地型】【戦災復興移転型】を引用した。以下にその詳細を示す。
A【城郭地区立地型】
近世城下町型の都市で、廃藩置県後、城郭もしくはその周辺に軍施設が立地せず官庁街が形成された場合。
B【主要街路沿い立地型】
近世城下町以外の都市、もしくは城郭に官庁街が形成されなかった地区で、主要道路沿いに立地している場合。
C【商業地区裏手立地型】
近世城下町以外の都市、もしくは城郭に官庁街が形成されなかった地区で、主要道路から商業地区を挟んで裏手に
立地している場合。
D【戦災復興移転型】
戦後の戦災復興事業で庁舎を移転した事例。
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３−２.立地条件の類型化
静岡県庁 1939 年
滋賀県庁 1946 年 香川県庁 1958 年
千葉県庁 1961 年
写真出典：国土地理院
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また、本研究では戦災復興事業以降に移転した事例について以下のような類型化を行う。
E【移転郊外立地型】
戦災復興以降に庁舎を移転した事例で、市街地の縁辺部に立地した場合。
F【移転市街地立地型】
戦後に庁舎を移転した事例で、既成の市街地内に立地した場合。
移転先が郊外か市街地内かどうかは、移転当時の航空写真を国土地理院から参照し検討を行った。以下
に航空写真を記載する。
移転郊外立地型 (岐阜県、石川県、秋田県、山形県）
写真出典：国土地理院
岐阜県庁 1969 年
山形県庁 1975 年 秋田県庁 1962 年
石川県庁 2002 年
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移転市街地立地型 (熊本県、鹿児島県、茨城県、東京都、新潟県、福岡県）
写真出典：国土地理院
茨城県庁 1998 年
新潟県庁 1981 年
福岡県庁 1981 年
鹿児島県庁 1992 年
東京都庁 1992 年
熊本県庁 1964 年
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　以下に類型化と敷地面積の一覧を示す。
　石川県庁は周辺は田園地帯であったために、移転郊外立地型に分類分けをしたが、その立地は都心部
としない港湾部を結ぶ幹線道路上であるため、その他の郊外型とは別に扱う事もできる。
また、敷地面積は国土地理院の地図データを CAD ソフトを用いて算出した。敷地範囲は基本的には庁舎
が含まれる街区を境界として計測したが、分庁舎が同一敷地外にある場合や、他の建物がある場合など
あるために多少の誤差はあるものとして分析を行う。
表３−２.敷地面積と立地条件一覧
No. 都道府県名 敷地面積 立地条件 No. 都道府県名 敷地面積 立地条件
1 北海道 58256 C 25 滋賀県 24826 C
2 青森県 26987 C 26 京都府 41253 C
3 岩手県 20895 A 27 大阪府 32584 A
4 宮城県 39128 C 28 兵庫県 22968 B
5 秋田県 46643 E 29 奈良県 24865 C
6 山形県 102220 E 30 和歌山県 20305 A
7 福島県 54612 A 31 鳥取県 33614 A
8 茨城県 157110 F 32 島根県 33486 A
9 栃木県 35477 C 33 岡山県 21016 D
10 群馬県 52232 A 34 広島県 41735 A
11 埼玉県 55142 C 35 山口県 78488 C
12 千葉県 20213 B 36 徳島県 34465 A
13 東京都 51647 F 37 香川県 34927 D
14 神奈川県 21281 B 38 愛媛県 29178 A
15 新潟県 102670 F 39 高知県 38936 A
16 富山県 37538 D 40 福岡県 81362 F
17 石川県 85782 E 41 佐賀県 22819 A
18 福井県 30894 A 42 長崎県 13587 B
19 山梨県 25153 A 43 熊本県 59187 F
20 長野県 32629 C 44 大分県 31946 A
21 岐阜県 78134 E 45 宮崎県 34738 C
22 静岡県 16786 A 46 鹿児島県 94288 F
23 愛知県 32715 A 47 沖縄県 44503 C
24 三重県 27604 D
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　以下に類型化ごとの平均敷地面積を示す。
平均敷地面積が最も大きいものは【移転市街地内立地】であった。対して最も小さいものは【主要街道
沿い立地型】であった。移転事例とそうでないものを比較すると、移転なしが 30,908 ㎡に対して、移転
ありが84,619㎡であった。敷地面積の算出方法が誤差を含んでいる事を考慮してもその差は歴然であり、
庁舎移転の背景には敷地面積の拡大があることは確実に言える。また、移転事例では平均敷地面積は、
市街地立地型の方が大きいという結果が出たが、茨城県庁の 157,110 ㎡が突出して大きく、それを除い
た平均は 77,830 ㎡であり、移転郊外立地型とほぼ同じであった。
表３−３.立地条件と平均敷地面積
A【城郭地区立地型】 32,491㎡
立地条件 平均敷地面積事例No
B【主要街路沿い立地型】 19,512㎡
C【商業地区裏手立地型】 41,358㎡
D【戦災復興移転型】 30,271㎡
E【移転郊外立地型】 78,195㎡
F【移転市街地立地型】 91,044㎡
No.3,7,10,16,18,19,2
2,23,27,30,31,32,34,
36,38,39,41,44
No.12,14,28,42
No.1,2,4,9,11,20,25,2
6,29,35,45,47
No.5,6,17,21
No.8,13,15,40,43,46
No.16,24,33,37,
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　先の敷地類型化の項で庁舎移転の要因として敷地面積の拡大化があることを示したが、その他の要因
についての考察を行う。佐々木信夫による東京都庁舎移転についての論考 * では、移転の最大の要因と
して東京の多心型都市構造へのシフトを挙げている。
　また、稲村らの山形県庁舎の移転と企業立地に関する研究 * によると、県庁舎の郊外移転によって政
治党本部や外郭団体、建設関係の事務所など多数の企業が新庁舎周辺に新たに立地することを明らかに
している（図３−１）。これらより、庁舎移転の要因として都市構造の変革、また、都市域の拡大が考え
られる。
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３−３.庁舎移転と跡地活用について
参考論文
佐々木 信夫 : 都庁移転の決定プロセス : 政治ドラマとしての都庁移転 , 日本建築学会建築雑誌 106
(1317), 40-41, 1991-09-20
GDP 第７位の東京の庁舎移転にかかる決議を都市計画的側面と、政治的な側面から取り上げ、その経緯
について考察を行う。施設の狭隘化が進む都庁舎の建替えにあたって、90年間に渡って都政の中心であっ
た丸の内から、西東京のベッドタウン化によって人口増大と新都心となった新宿、どちらに新都庁舎を
置くかは、都市的な問題だけでなく、政治的な問題も多く孕んでいた。
参考論文
稲村 肇他 : 行政機関の移転が都市機能立地に与える影響 : 山形市を例にして , 土木計画学研究・論文
集 16, 265-272, 1999
庁舎の老朽化、業務増加による施設の狭隘化、駐車場の確保のために 1975 年に都心から同市郊外へ約
3km へ移転した山形県庁舎を対象として、その周辺での企業や外郭団体の立地変化について 1975 年、
1980 年、1985 年、1990 年、1997 年の住宅詳細図を用いて調査を行う。結果として、庁舎移転直後に政
党本部、外郭団体、次に建設関連会社、保険会社などが移転を行い、ある程度の都市化が進んだ段階で
事業サービスが立地した。
図３−１.秋田県庁の周辺変化
写真出典：国土地理院
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　一方で移転によるデメリットとしては、旧庁舎周辺の昼間人口の減少が考えられる。先に挙げたように、
都道府県庁舎は城郭周辺や主要街道沿いに立地したために、自ずと街の中心に位置することが多い。また、
特に地方都市では、何千人規模で働く県職員のオフィスは自治体内で最大規模となることが多い。
下記の写真は群馬県庁舎最上階の展望台からの景色であるが、33 階建ての県庁舎は街中でひときわ大き
く、その立地が地元商店街や地元経済に与える影響力は大きいと考えられる。また、郊外への移転の場合、
道路の拡張や公共交通機関の整備等、インフラ整備への費用が必要とされることもデメリットとして挙
げられる。
移転前 移転後
5 秋田県 1959 A E 取り壊し 空地（かつては産業会館）
6 山形県 1975 C E 保存 郷土館、資料館として使用
8 茨城県 1999 A F 保存 三の丸庁舎として使用
13 東京都 1991 A F 取り壊し 東京国際フォーラム
15 新潟県 1985 C F 取り壊し 新潟市庁舎
17 石川県 2002 A E 一部保存 レストランや会議場として使用
21 岐阜県 1966 C E 一部保存 閉鎖中（2013年まで総合庁舎として使用）
40 福岡県 1981 C F 取り壊し アクロス福岡
43 熊本県 1967 C F 取り壊し 交通センター
46 鹿児島県 1996 A F 一部保存 かごしま県民交流センター
現在の用途旧庁舎の状態
立地条件
No. 都道府県名 移転年
以下の表に移転した事例の前後の立地条件、旧庁舎の状態、現在の跡地の用途をまとめる。
次に旧庁舎の跡地活用についてみると、旧庁舎を保存しているものは２事例（山形、茨城）、取り壊し、
もしくは一部保存し、別施設を建設したものは６事例（東京、新潟など）、現在空地や建物を閉鎖してい
るものは２事例（秋田、岐阜）であった。また、それぞれの機能を見ると、県庁の分庁舎や市役所など
行政機能を残しているものが２事例（茨城、新潟）、戦前庁舎を活用した資料館やカフェ、レストランと
しているものが２事例（山形、石川）、大規模な会議場やコンサートホールなど積極的な集客施設として
いるものが３事例（東京、福岡、鹿児島）、交通インフラの拠点としているものが１事例（熊本）であった。
図３−２.群馬県庁舎からの景色
表３−４.跡地活用一覧
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　それぞれの活用方法について詳しく考察を行う。
【跡地に大規模な施設を建設】
　この活用方法には東京都、福岡県、鹿児島県が当てはまる。東京都では丸の内の跡地に東京国際フォー
ラムを建設しているが、これは都庁舎の移転時にはすでに跡地に大規模なホールを建設することが決定
していた。その後、国際コンペディションによってラファエル・ヴィニオリの設計案が採用された。福岡
県庁跡地にはアクロス福岡という大規模ホールが建設された。設計はエミリオ・アンバースによるもので、
隣接する公園と一体化した屋上庭園を持つ。立地は天神という市内の中心商業地区内にあり、利便性、
集客性ともに一等地である。鹿児島県庁舎後にはかごしま県民交流センターが日建設計による設計のも
と建設され、こちらも大規模なホールを有する。また、パスポート窓口が併設されており、県庁の窓口
機能を一部残している。
　都道府県庁跡地に集客性の高い施設を計画することは、その恵まれた立地を活かす上で有効であると
言える。また、一般市民の利用頻度がさほど高くない県庁に比べて、市民からすると望まれる施設とな
り得るとも考えられる。しかし、新築の公共施設を新築させる財政的な余裕が必然的に求められるのも
事実である。今後人口減少が予想される地方都市において同様の計画が実行可能かどうかは慎重な判断
が求められる。
写真出典：http://showcase.city.fukuoka.lg.jp/
　　　　　http://heritager.com/?p=27308
https://ja.wikipedia.org/
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【現在空地や閉鎖中】
　この事例には秋田県と岐阜県が当てはまる。秋田県庁跡地はかつて産業会館が建設されていたが、閉
鎖され、現在では空地となっている。県のホームページ上で確認すると、現在は営利目的でないイベン
ト等を目的として無料で貸し出しを行っている。また、岐阜県庁では旧庁舎を 2013 年までは分庁舎とし
て使用していたが、現在は耐震性の問題から庁舎としての使用をやめ、閉鎖中である。
　先に示した通り庁舎移転の要因として都市域の拡大を示したが、秋田県庁の場合、県庁舎だけでなく
官庁街そのものを郊外に移転をし、郊外部に新たな都市を形成した。結果として、庁舎の郊外化が市内
の空洞化を引き起こす原因ともなり得ると考えられる。人口が増大していた 1970 年代ではあり得る選択
肢ではあったと考えられるが、今後人口減少社会において郊外へ移転する場合には慎重な立地判断が求
められる。また、現在閉鎖中の岐阜県庁舎は今後の活用方法の検討が求められる。
【旧庁舎の転用】
　この事例には山形県庁と石川県庁が当てはまる。山形県庁では旧庁舎をそのまま保存し、地域の郷土
品や歴史などの展示空間や、イベントホールとして活用している。一方、石川県庁では旧庁舎をそのま
ま保存するのではなく、一部を取り壊し、増築をすることで新たな価値を生み出している。その背景には、
庁舎の郊外移転によって、市内中心部の昼間人口減少の懸念があった。周辺には美術館や城郭などがあり、
歴史的、文化的に重要な場所であると同時にその高いポテンシャルを活かす跡地活用計画が進められた。
その結果として再整備事業のプロポーザルによって山下設計の案が採用され、現在のしいのき迎賓館と
して生まれ変わった。
写真出典：山下設計
写真出典：googlemap
写真出典：山形県庁公式 HP
写真出典：http://gipsypapa.exblog.jp/22892564/
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３−３.景観計画について
各庁舎の所在自治体の景観計画を参照し、都道府県庁舎と景観計画の関連性について分析を行う。
47 県庁所在自治体の内、景観計画を策定している自治体は 40 事例で、その中で、都道府県庁舎が含まれ
る範囲を重点地区に指定している自治体は 13 事例であった。表にその一覧を示す。
都道府県名 景観計画 重点地区 都道府県名 景観計画 重点地区 都道府県名 景観計画 重点地区
北海道 ◯ × 石川県 ◯ × 岡山県 ◯ ◯
青森県 × × 福井県 ◯ × 広島県 ◯ ×
岩手県 ◯ × 山梨県 ◯ × 山口県 ◯ ×
宮城県 ◯ ◯ 長野県 ◯ × 徳島県 ◯ ×
秋田県 ◯ × 岐阜県 ◯ × 香川県 ◯ ×
山形県 ◯ × 静岡県 ◯ ◯ 愛媛県 × ×
福島県 ◯ × 愛知県 ◯ × 高知県 ◯ ◯
茨城県 ◯ ◯ 三重県 ◯ × 福岡県 ◯ ×
栃木県 ◯ × 滋賀県 ◯ × 佐賀県 ◯ ◯
群馬県 ◯ × 京都府 ◯ ◯ 長崎県 ◯ ×
埼玉県 ◯ × 大阪府 ◯ × 熊本県 ◯ ◯
千葉県 ◯ × 兵庫県 ◯ × 大分県 ◯ ◯
東京都 ◯ ◯ 奈良県 ◯ ◯ 宮崎県 ◯ ×
神奈川県 ◯ ◯ 和歌山県 ◯ × 鹿児島県 ◯ ×
新潟県 ◯ × 鳥取県 ◯ ◯ 沖縄県 ◯ ×
富山県 ◯ × 島根県 ◯ × 合計 40 13
表３−５.景観計画有無の一覧
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　また、重点地区に指定された 13 事例について、その指示内容や指定範囲から類型化を行うと４つに分
けられた。以下にその概要と、景観計画の詳細を示す。
Ⅰ.【歴史的景観の保全】
城郭やお堀、歴史的建造物の景観の保存を目的としている事例。
高知県
神奈川県
佐賀県
写真出典：googlemap
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静岡県
京都府
奈良県
写真出典：googlemap
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Ⅱ.【自然景観の保全】
庭園からの眺望や山の稜線の景観を保全を目的としている事例。
鳥取県
大分県
岡山県
写真出典：googlemap
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熊本県
Ⅲ.【都心景観の創出】
商業核やビジネス核として賑わいのある景観の創出を目的としている事例。
宮城県
東京都
写真出典：googlemap
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Ⅳ.【庁舎景観の創出】
地域の新たな業務拠点として新しい時代を先導する個性豊かな景観の形成を目的とする事例。
茨城県
写真出典：googlemap
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C
F
F
B
A
C
C
A
A
A
A
F
A
No. 都道府県名 重点地区名 施策の分類 立地条件
4 宮城県 景観重点区域都心ビジネスゾーン Ⅲ
8 茨城県 県庁周辺地区 Ⅳ
13 東京都 新宿駅周辺地区超高層エリア Ⅲ
14 神奈川県 日本大通り特定地区　 Ⅰ
22 静岡県 駿府公園周辺地区 Ⅰ
26 京都府 旧市街地型美観地区 Ⅰ
29 奈良県 大宮通景観形成重点地区 Ⅰ
31 鳥取県 久松山山系景観形成重点区域 Ⅱ
33 岡山県 後楽園背景保全地区 Ⅱ
39 高知県 景観形成重点地区 Ⅰ
41 佐賀県 城内景観形成地区 Ⅰ
43 熊本県 水前寺周辺地区 Ⅱ
44 大分県 城址周辺地区 Ⅰ
　以下の表に重点地区の一覧とそれぞれの立地条件をまとめる。
立地条件と景観計画の施策分類を比較すると、立地条件が【城郭地区立地】のものは歴史的景観の保全、
もしくは自然景観の保全に多く含まれることが分かる。また、自然景観の保全では熊本県のように庁舎
を移転した事例もあった。景観計画の内容をみると、高さ制限を設けており、今後の庁舎更新の際には
超高層庁舎となる可能性は低いと言える。都心景観の創出では東京都のように新都心に移転した事例や
歴史的に商業地区であった宮城県が当てはまる。一方で、景観計画において庁舎を最も重要視している
のは茨城県であった。その立地は市街地内ではあるが移転事例であった。庁舎の移転を契機として新た
に地域の景観整備のきっかけ、基準としていることが分かる。
表３−６.重点地区施策類型の一覧
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第４章　近年の都道府県庁舎整備
４−１.対象事例と整備概要
　本研究では近年の庁舎整備事例として、現在県庁舎の整備を行っている青森県と長崎県を対象とし、
概要をまとめると共に、担当職員へのヒヤリング調査を行った。以下にそれぞれの整備概要を示す。
　【青森県庁】
青森県庁舎は谷口吉郎による基本設計、日建設計による実施設計を経て 1961 年に竣工した。今回の整備
では、老朽化による耐震不足を解消するため、８階建てから６階建てに減築を行い、軽量化によって最
小限の耐震壁増設に留めることで、工事費の削減に努めている。事業推進の根底には 2007 年に策定され
た「県有施設利活用方針」があり、県有施設の床総量をマネジメントし、必要最低限以上の床面積は保
有しないという理念があった。そのため、庁舎更新の検討時には新庁舎を新築する場合と、耐震改修の
費用を試算し、最終的な減築改修に至った。
建築概要
現状 改修後
22,735㎡ 19,776㎡
地下１階地上８階 地下１階地上６階
谷口吉郎 日建設計
表４−１.青森県庁建築概要
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平成 19 年３月「青森県県有施設活用方針」一部抜粋
１.指針の目的
　本方針は、ファシリティマネジメントの考え方に基づき、県有施設の利活用に関する基本的な考え方
や具体的な取組方策を定め、全庁的な共通認識のもとで利用調整を行い、施設の保有総量縮小、施設の
共同利用等による集約化、施設の計画的な保全等を進めることにより、県有施設の有効な利活用を推進
することを目的とする。
２.取り組みの推進方向
⑴保有総量縮小の推進　
　現在の遊休施設及び人口の減少や行政改革の推進により将来的な利用が見込めない施設について、多
様な手法を活用し積極的な売却等を行うことにより、県有施設の保有総量縮小を推進する。
(2) 効率的利用の推進
　施設を適正に管理するとともに、利用状況の検証と施設間の利用調整を図り、共同利用等による集約
化などの効率的利用を推進する。新たな行政ニーズに対応するための施設の新設が必要となった場合や
著しい機能低下による建替が必要になった場合の対応は、既存施設の転用を最初に検討する。
⑶長寿命化の推進
　将来に渡り長く利用する施設については、施設全体に係る財政負担を長期的な視点で縮減するための
適切な保全措置を講じて長寿命化を推進する。
３.具体的な取り組み方策
⑴資産戦略及び中期実施計画の策定
　施設評価制度 ( 施設アセスメント ) により得られた施設の性能と LCC シ ミュレーションの結果を踏ま
えつつ、全庁的な利用調整を図った上で、向こう 30 年間の財政負担を考慮した県有施設全体の活用方
向を定める「資産戦略」及び当該「資産戦略」を踏まえて 5年間の個別施設の具体的な活用計画を定める「中
期実施計画」を策定し、これに基づき個別に維持、再生、転用、 建替、売却等の措置を講じる。
図４−１.施設アセスメントから資産戦略への流れ
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(2) 積極的な売却等の実施
　県が利用しない施設については、一般競争入札により売却することを基本とし、県における売却窓口
の一本化を図り、県民に対しては積極的な情報提供を行うとともに、宅地建物取引業者への取引の媒介
委託等の売却促進の取組を積極的に行う。
⑶利用空間の最適化と余裕スペースの有効活用
　行政財産である庁舎等の余裕部分を貸付すること等を内容とする地方自治法の改正が行われた。この
ことを踏まえ、施設の有効活用の観点から、執務室の規模適正化を図るとともに、庁舎等の余裕スペー
スの貸付等を促進する。
⑷適正な維持保全
　県が長期に利用する施設については、施設の機能の維持及び性能の確保を図るため、長期的な視点で
計画的に保全措置を講じる。また、施設の日常的な維持管理については、業務の標準化や統一化及び施 
設関連情報の共有と一元管理を進め、より適正で効率的な業務改善の取組を進める。
図４−２.売却等処理の流れ
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平成 20 年３月「青森県県有施長寿命化方針」一部抜粋
１.指針の目的
　本指針は、県有施設の長寿命化を図るため、目標とする使用年数、維持すべき性能水準及 び維持管理
業務に係る技術的事項について、あるべき状態とその実現方法を長期的視点か ら明らかにし、その取り
組みを推進することを目的とする。
２.長寿命化に向けた取り組み
⑴保全の計画的実施　
　施設の機能や性能を良好に保つため、事後的な保全から予防的な保全に転換し、計画的に保全を実施
する。このため、長寿命化する施設は、施設の状況を把握し長期保全計画書を作成する。
(2) 適切な維持管理のための技術的支援等
　本県の県有施設の維持管理は施設ごとに実施されている。その業務は、建物の点検、設備機器の運転・
保守、清掃、警備、小破修繕など多岐にわたるため、保全情報システムの 整備、県有施設保全マニュア
ルの作成等により施設管理者を支援する体系が必要である。
また、必要に応じて技術者不在の施設に対する相談、修繕工事の積算・発注等の支援を行う。
⑶県有施設長寿命化設計基準
　長寿命化のための改修工事等を適切に実施するための具体的な基準を「県有施設長寿命化設計基準」
として整備する。
図４−１.維持保全計画書
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【長崎県】
長崎県庁舎は日建設計による設計で 1953 年に竣工した。県庁内では新庁舎建設の検討委員会が 1971 年
と 1984 年に設立されたが、いずれも凍結していた。しかし、九州新幹線の長崎延伸が決定した 2007 年
に再び委員会が設立され、実行に移された。現在の出島付近の歴史的な敷地から、新長崎駅前の埋立地
に移転が行われ、全国で最も新幹線駅に、また、海に近い庁舎として、諸島への連絡船との乗り継ぎや、
観光情報の発信拠点としてなどソフト面も重視した整備が行われている。
建築概要
現状 新築
35,114㎡ 46,140㎡
地上５階 地上８階
日建設計 日建設計
表４−２.長崎県庁建築概要
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第４章　近年の都道府県庁舎整備
４−２.ヒヤリング調査
ヒヤリング調査概要
2014 年 12 月９日
於　青森県庁　
青森県総務部行政経営管理課
於　長崎県庁　
長崎県総務部県庁舎建設課建設班
2014 年 12 月 14 日
青森県庁 長崎県庁
　ヒヤリング調査の概要を以下の表に示す。
　また、それぞれのヒヤリングの質疑内容を以下にまとめる。
【青森県庁】
Q 　県庁改修工事にあたって検討委員会等は設立したか
A 　立て替えではないので別枠で委員会は設立していない。FM 事業に引き続き、行政経営管理課ないで
検討を行った。
技術的な検討については平成 24 年度に一般財団法人建築保全センターに委託した。
Q  検討のプロセスについて。減築に至までの経緯について
A　上位計画として県有施設活用方針があり、出発点としてはこの方針に沿って整備を行えるかの検討を
行った。具体的には長寿命化を行った場合にどれほど延長することができるか、またその場合コストが
いくら掛かるかを試算し、その結果と新築を建てた場合の試算を比較して減築改修に至った。
Q　県職員、県議員、市民の反応はどうだったか
A  県職員：現在冷房がないことなど、設備的な問題の解決を低コストでできるというメリットがあり特
に批判はなかった。新しい庁舎で働きたいという声よりも現在の設備的な環境の改善を強く望む声が強
かった。
市民：市民が来庁することは殆ど無いため、改修について特に意見は寄せられていない。むしろ、立て
替えをするという決定をしていたら資金などのことで反対意見が挙っていたのではないか。
議員：改修について特に意見はなかった。
Q　FM 事業を進める際に重要なことは
A　一番は職員内での理解を得ること。行政管理課で事業内容を決めてもそれに他の課が従ってくれなけ
れば進めることはできない。また、同様にトップ（県知事）が事業に理解を示し、トップダウンで行う
必要性もある。職員の間でも危機感はあった。
表４−３.ヒヤリング調査概要
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Q　FM 事業を進める際に意見を伺った自治体はあるか
A　東京都から意見を伺い参考にした。
Q　他の都道府県レベルで庁舎の長寿命化を進めているところはあるか。
A　導入しようとしているところはあるが、具体的に進めているところはまだ無い。
Q　今まで県有施設では 30 年近くで立て替えが行われてきたが、その理由は
A　はっきりとしたことは言えないが、スクラップ & ビルドの時代的背景や感情的部分が多いのではない
か。あとは減価償却で耐用年数の半分を過ぎればあとは壊してもよいのでないかという風潮があった。
Q　長崎県のように庁舎更新を起爆剤として様々な事業を推進するという考え方もあるがそのような検討
は行っているか。
A　青森県では県庁以外の県有施設、特に市民利用がある施設では早急に立て替えが必要なものは無いの
で、特に計画はしていない。また、コンパクトシティの考え方や施設の集約という観点からいくと庁舎
以外の機能を付属することも考えられなくもないが、青森県の場合は上記のように立て替えが迫られて
はいないので、検討はしなかった。
Q　 長寿命化は延命でしかなく、今のうちに新築を建てておくという考え方もあると思うがどのように
考えるか。
A　仮に現時点でお金を掛けて新築を建てたとしても、維持費や設備改修などを考慮すると、トータルの
コストは改修の方が少なく済む
Q　市民の利用が少ない都道府県庁舎は郊外に移転して、その土地を他の用途に転用もしくは民間譲渡な
どについてどのように考えるか。
A　コンパクトシティの考えや新規にインフラを整備する必要があるのでコストを考えるとよほどの限り
郊外移転はない。人口が多い都道府県やインフラが整っている範囲内の移転であれば可能性はあるが、
青森市のように人口が 20〜50 万人規模の都市で移転するのはリスクが多い。また、３千人規模の職員が
移転すると地元商店街への影響が大きい。
Q　庁舎更新を行う際に多くの自治体では床面積を拡大しているが、青森県では減らすための工夫を行っ
ているのか。
A　執務空間の基準を定めたオフィススタンダードを設け、それに基づいて面積の再確認、再分配を行う
と。減らすことができると判明した。かつては総務省の定める面積基準を元に計画を行っていた。職員
数も減っている。
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【長崎県庁】
Q　プロポーザルで最優秀案の評価ポイントは何か
A　低層化することでコストの低減、フレキシビリティの高さなど未来志向を持つ提案であったこと。一
番発展性がある案を採用した。この敷地でしかできない庁舎を創りたかったので、独自性を重視した。
しかし、基本的には審査委員の判断が重視されるので必ずしも県の意向で決定している訳ではない。
Q　基本構想時には 16〜18 階の高層を計画していたが、低層案についてどのように感じたか。
A　基本構想は県職員で作成しており、敷地面積と必要床面積を考慮すると高層にならざるを得なかった。
しかし、新長崎駅の目の前で、景観が重視される敷地なだけに、高層でよいものか議論が残った上での
基本構想であった。その中低層案にチャレンジしていた日建設計の姿勢が評価された。
Q　コストのコントロールについて県庁内で留意していることはあるか
A　基本設計段階で床面積が基本構想時に計画した範囲に収まるように庁内で調整を行う。部署ごとの必
要面積の割振りや、その他必要な床面積の算出、調整を行う。また、資材の高騰や建設費の高騰につい
ては状況に合わせてスライドする。
Q　地元企業、県産材の使用について具体的な計画があれば教えてください。
A　県内企業について：工事発注を細かく分割することで、WTO 政府調達協定の対象から外すことで県内
企業に限定して入札を行っている。
県産材について：上記のように WTO に当てはまらない工事では県産材の使用を義務化し、それ以外の工
事では極力使ってもらえるようにお願いをしている。具体的には外装の木材ルーバー、タイルやドアノ
ブなどに陶磁器の使用をお願いしている。
Q　海沿いに建つ都道府県庁舎は全国的にも珍しく、観光などの可能性を感じるが、具体的に計画してい
ることがあるか
A　イベントなどソフト的な計画は今のところないが、庁舎だけでなく、新幹線のターミナル駅でも海沿
いにあるのは全国で長崎が唯一であり、新駅の設計段階から景観を最も重視していた。
Q　庁舎更新の時期について決定をした要因は
A　平成１９年に新幹線の計画の決定、それを契機に駅周辺の計画、都市計画道路の計画が決まったこと
が一番の要因であった。
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Q　近年の都道府県庁舎の更新事例では青森県庁のような減築による長寿命化による計画があるが、ファ
シリティマネジメントの観点から検討は行っていたか。
A　平成２０年に庁舎の耐震性能について調査を行い、改修の可能性は検討したが、県有施設全体のファ
シリティマネジメントとまでは出来ていない。現在管財課で FM には取り組んでおり、これから新庁舎を
含めて行っていく。
Q　業務の IT 化に伴って必ずしもオフィスが一つの場所に集約している必要性がないとも考えられるが、
どのようにお考えでしょうか
A　庁舎の分散化の一番の問題は住民サービスの提供にある。県民の相談窓口は一つしか無いが、その対
応部署がほかの建物にあるというケースが多々有る。業務においてもテレビ会議は活用しているが、や
はり顔を見合わせて議論を行った方が効率が良い。また、会議室を持たない建物であると、特に知事や
副知事などスケジュールを合わせる事が難しい相手だと、職場と違う建物内で不用意な時間を過ごさな
ければならないなど、業務への支障が大きい。
Q　地元商店街からは移転について反対意見があったが、その具体的な理由としてはなにがあったか
A　一番言われたのは、今の敷地が長崎市の歴史的な場所であるから役所があるべきだという声であった。
しかし、やはり金銭的な理由も大きい。
Q　跡地利用に関して、日常的に人が集まるような状況を作るためには必ずしも市民ホールではなく、民
間に譲渡の可能性もあり得ると思うがどのように考えるか。
A　歴史的に重要な土地であるので、なかなか民間に譲渡というのは現実味がない。
Q　庁舎を郊外に移転する可能性はあったか
A　移転先を選定する際に候補地としての前提条件として県有地であることがあり、その中で候補として
諫早市があったが、市を跨ぐことに問題があり、結果的に市内に県有地がないことから駅前の埋立地に
なった。もし、市内の郊外に県有地があれば可能性はあったかもしれない。
Q　街に対して県庁舎が担っていける役割は何であると考えるか。
A　どんなに市民に開かれた庁舎や、美しい庁舎が完成しても、庁舎に来ることが目的になってはならな
い。来庁した人が街中に出て行きたくなるような、観光案内としてのソフト機能が重要である。
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５−１.まとめ
５-２.今後の都道府県庁舎整備における展望
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結
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第５章　結
５−１.まとめ
本研究では戦後に新改築された 47 都道府県庁舎を建築構成と都市的役割という二つの側面から分析を行
い、以下のことを明らかにした。
現在本庁舎として機能している建物は 1960 年代に建てられたものが最も多く、この頃から県民スペース
の必要性について語られるようになった。
超高層の庁舎が建設されるようになったのは 1970 年代からで、それ以降 1990 年代にかけて庁舎の床面
積は年々拡大していった。それに伴って、環境問題への対応や、周辺環境との調和といったことを主眼
において設計が行われた。
1980 年代には庁舎建築それ自体に設計のコンセプトが置かれていたが、次第に広場や都市の中における
庁舎像というのが追求されるようになった。また、伝統工芸の活用や地場産材の使用など、地域の固有
性を表現するようになった。
都市的役割という側面では、現在の都道府県庁舎の立地条件を類型化し、戦後に庁舎を移転した背景に
は敷地面積の拡大があることを示した。また、その他の要因として都市域の拡大があり、特に 1960 年代、
1970 年代ではその側面が顕著であった。しかし、それらの事例では旧庁舎の跡地は空地や閉鎖中であり、
庁舎移転が中心市街地衰退の一因となり得ることを示した。
また、近年の跡地活用事例では、旧庁舎を従来の博物館的な保存ではなく、増築部分を付加することで
新たな価値を創出し、庁舎移転による都心の沈滞化を防ぐ手法もある。
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県有施設全体のマネジメントの重要性、及び、庁舎更新の際には必ずしも面積拡大
だけが選択肢ではない事を考慮する必要がある。
今後都道府県庁舎の更新
事例は増加が予想される
年々、庁舎に対する要求
性能が向上していること
を考慮すると、その建設
費も増加する
1950 年代、1960 年代に
建設された庁舎が未だに
現役である
庁舎の分散化によって業
務への支障が常態化して
いる
第５章　結
５−２.今後の都道府県庁舎整備における展望
地方都市において庁舎の職員規模
は有数のものであり、立地が地域
の経済に与える影響は大きい 同時に市民利用度が必ずしも高く
ないことも考慮すべきである
街中にあることが望ましい
街中にある都道府県庁舎の意義として職員の執務空間としてだけでなく、来訪者に対して
観光情報を発信することや防災時の避難施設などソフトとしての機能を充実させることが
街に対して果たすことができる役割である。
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本庁舎
旧本庁舎
議事堂
警察本部
別館
別館西棟
01_ 北海道庁
都道府県人口 県庁所在地人口 都道府県面積
5,400,025人 1,942,643人 78,421.17k㎡
県政概要
代 新築・転用 竣工 構造階数 設計者 施工者 建築面積 述べ床面積
1 新築 1871 W1 開拓史 中川源左衛門 170㎡
2 新築 1873 W1 開拓史 560㎡ 1,180㎡
3 新築 1884 W2 開拓史 1,060㎡ 1,520㎡
4 脇本陣 1886 W1
5 新築 1888 B2 北海道庁営繕課 直営 1,650㎡ 4,920㎡
6 新築 1968 SRC12+U3 久米建築事務所 伊東組 3,585㎡ 55,652㎡
建築概要
低層 中高層 超高層 運営方式 立地条件 景観計画 重点地区 施策の分類
1 2 0 中高層分庁型 商業地区裏手立地型 ◯ × ̶
分庁舎 類型化
周辺図　S=1/5000
基本情報
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南棟
東棟
西棟
議会棟
警察本部
北棟
02_ 青森県庁
周辺図　S=1/5000
基本情報
都道府県人口 県庁所在地人口 都道府県面積
1,321,863人 290,646人 9,645.40k㎡
県政概要
代 新築・転用 竣工 構造階数 設計者 施工者 建築面積 述べ床面積
1 弘前城 1871
2 津軽承昭邸 1871
3 津軽藩仮屋 1871
4 新築 1882 W2 1,090㎡ 1,790㎡
5 新築 1948 W2
6 新築 1961 SRC6+U1 谷口吉郎 大林組 27,168㎡
建築概要
低層 中高層 超高層 運営方式 立地条件 景観計画 重点地区 施策の分類
0 3 0 中高層分庁型 商業地区裏手立地型 × × ̶
分庁舎 類型化
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02_ 青森県庁
平面図 S=1/300
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議会棟
本庁舎
03_ 岩手県庁
周辺図　S=1/5000
基本情報
都道府県人口 県庁所在地人口 都道府県面積
1,284,384人 300,116人 15,275.01k㎡
県政概要
代 新築・転用 竣工 構造階数 設計者 施工者 建築面積 述べ床面積
1 盛岡城二の丸 1870
2 南部利恭邸 1871
3 1876
4 新築 1903 W2 小原益知 直営 2,250㎡ 4,490㎡
5 新築 1965 SRC12 山下寿朗設計事務所 鹿島建設 5,690㎡ 37,412㎡
建築概要
低層 中高層 超高層 運営方式 立地条件 景観計画 重点地区 施策の分類
0 0 0 中高層本庁型 城郭地区立地型 ◯ × ̶
分庁舎 類型化
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03_ 岩手県庁
平面図 S=1/200
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警察本部
本庁舎
04_ 宮城県庁
周辺図　S=1/5000
基本情報
都道府県人口 県庁所在地人口 都道府県面積
2,327,993人 1,073,242人 7,282.14k㎡
県政概要
代 新築・転用 竣工 構造階数 設計者 施工者 建築面積 述べ床面積
1 藩校 1871
2 新築 1931 RC3+U1 佐藤功一 大林組 2,530㎡ 9,910㎡
3 新築 1989 SRC18+U2 三菱地所 大林組他 11,447㎡ 72,472㎡
建築概要
低層 中高層 超高層 運営方式 立地条件 景観計画 重点地区 施策の分類
0 0 0 超高層本庁型 商業地区裏手立地型 ◯ ◯ 都心景観の創出
分庁舎 類型化
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04_ 宮城県庁
平面図 S=1/200
77 資料編
本庁舎
議事堂
警察本部合同庁舎
05_ 秋田県庁
周辺図　S=1/5000
基本情報
都道府県人口 県庁所在地人口 都道府県面積
1,037,060人 318,700人 11,637.54k㎡
県政概要
代 新築・転用 竣工 構造階数 設計者 施工者 建築面積 述べ床面積
1 渋江邸 1871
2 久保田邸 1872
3 藩校 1873
4 渋江邸 1873
5 佐竹邸 1873
6 新築 1879 W2 890㎡ 1,750㎡
7 新築 1939 W2 県営繕課 堀井永助 15,020㎡
8 新築 1959 RC6+U1 建設省営繕課 竹中工務店 6,648㎡ 27,927㎡
建築概要
低層 中高層 超高層 運営方式 立地条件 景観計画 重点地区 施策の分類
0 2 0 中高層分庁型 移転郊外立地 ◯ × ̶
分庁舎 類型化
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05_ 秋田県庁
平面図 S=1/800
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警察本部
本庁舎
06_ 山形県庁
周辺図　S=1/5000
基本情報
都道府県人口 県庁所在地人口 都道府県面積
1,130,659人 253,335人 9,323.15k㎡
県政概要
代 新築・転用 竣工 構造階数 設計者 施工者 建築面積 述べ床面積
1 水野家 1871
2 新築 1877 W3 1,260㎡ 1,590㎡
3 新築 1916 B3 田原新之助 分割請け負い 2,779㎡ 6,600㎡
4 新築 1975 SRC16+U2 山下設計 大成ほか 11,183㎡ 51,614㎡
建築概要
低層 中高層 超高層 運営方式 立地条件 景観計画 重点地区 施策の分類
0 0 0 超高層本庁型 移転郊外立地 ◯ × ̶
分庁舎 類型化
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本庁舎西庁舎
07_ 福島県庁
周辺図　S=1/5000
基本情報
都道府県人口 県庁所在地人口 都道府県面積
1,936,630人 283,145人 13,783.75k㎡
県政概要
代 新築・転用 竣工 構造階数 設計者 施工者 建築面積 述べ床面積
1 福島城 1869
2 新築 1880 W2 1,200㎡ 1,200㎡
3 新築 1907 W2 670㎡ 1,240㎡
4 新築 1940 RC1/W1 佐藤功一 竹中工務店 4,600㎡ 9,100㎡
5 新築 1954 RC5 山下寿朗設計事務所 竹中工務店 4,660㎡ 21,958㎡
建築概要
低層 中高層 超高層 運営方式 立地条件 景観計画 重点地区 施策の分類
0 1 0 低層分庁型 城郭地区立地型 ◯ × ̶
分庁舎 類型化
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07_ 福島県庁
平面図 S=1/400
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08_ 茨城県庁
警察本部
本庁舎
議事堂
周辺図　S=1/5000
基本情報
都道府県人口 県庁所在地人口 都道府県面積
2,921,184人 270,876人 6,096.93k㎡
県政概要
代 新築・転用 竣工 構造階数 設計者 施工者 建築面積 述べ床面積
1 水戸城 1871
2 新築 1915 W2/W1 1,550㎡ 1,850㎡
3 新築 1930 RC3+U1 置塩章 竹中工務店 2,552㎡ 10,306㎡
4 新築 1991 SRC/RC25+U3 松田平田設計 6,800㎡ 81,394㎡
建築概要
低層 中高層 超高層 運営方式 立地条件 景観計画 重点地区 施策の分類
0 0 0 超高層本庁型 移転市街地立地型 ◯ ◯ 庁舎景観の創出
分庁舎 類型化
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議事堂
警察本部
本庁舎
南館
昭和館
09_ 栃木県庁
周辺図　S=1/5000
基本情報
都道府県人口 県庁所在地人口 都道府県面積
1,980,960人 517,696人 6,408.09k㎡
県政概要
代 新築・転用 竣工 構造階数 設計者 施工者 建築面積 述べ床面積
1 定願寺 1871
2 新築 1872 W1 570㎡ 570㎡
3 新築 1884 W2/W1
4 新築 1890 W2+W1 片山東熊 1,750㎡ 2,080㎡
5 新築 1938 RC4+U1 佐藤功一 戸田組 3,347㎡ 15,228㎡
6 新築 2007 SRC/RC/15+U2 日本設計 戸田、清水、大林 14,344㎡ 65,650㎡
建築概要
低層 中高層 超高層 運営方式 立地条件 景観計画 重点地区 施策の分類
2 0 0 超高層分庁型 商業地区裏手立地型 ◯ × ̶
分庁舎 類型化
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警察本部
議事堂
本庁舎
昭和庁舎
10_ 群馬県庁
周辺図　S=1/5000
基本情報
都道府県人口 県庁所在地人口 都道府県面積
1,977,013人 335,327人 6,362.28k㎡
県政概要
代 新築・転用 竣工 構造階数 設計者 施工者 建築面積 述べ床面積
1 前橋城 1871
2 高崎城 1871
3 前橋城 1872
4 安国寺 1876
5 前橋城 1876
6 新築 1928 RC3 佐藤功一 清水組 1,914㎡ 5,973㎡
7 新築 1999 SRC/RC33 佐藤総合計画 83,503㎡
建築概要
低層 中高層 超高層 運営方式 立地条件 景観計画 重点地区 施策の分類
0 0 0 超高層本庁型 城郭地区立地型 ◯ × ̶
分庁舎 類型化
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10_ 群馬県庁
平面図 S=1/500
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第二庁舎
議事堂 本庁舎
第三庁舎
11_ 埼玉県庁
都道府県人口 県庁所在地人口 都道府県面積
7,237,734人 1,251,549人 3,797.75k㎡
県政概要
代 新築・転用 竣工 構造階数 設計者 施工者 建築面積 述べ床面積
1 北澤邸 1869
2 新築 1870 W1 1,170㎡ 1,170㎡
3 新築 1892 W2/W1 大迫直助 日本土木 1,050㎡ 1,450㎡
4 新築 1955 RC5 共同建築研究所 竹中工務店 26,037㎡
建築概要
低層 中高層 超高層 運営方式 立地条件 景観計画 重点地区 施策の分類
3 1 0 低層分庁型 商業地区裏手立地型 ◯ × ̶
分庁舎 類型化
周辺図　S=1/5000
基本情報
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本庁舎
議会棟
中庁舎
南庁舎別館
南庁舎
12_ 千葉県庁
都道府県人口 県庁所在地人口 都道府県面積
6,197,784人 965,679人 5,157.64k㎡
県政概要
代 新築・転用 竣工 構造階数 設計者 施工者 建築面積 述べ床面積
1 徳願寺 1871
2 千葉邸 1873
3 来迎寺 1874
4 新築 1874 W1 1,330㎡
5 新築 1912 B2+U1 矢橋賢吉・久野節 分割請け負い 2,280㎡ 5,830㎡
6 新築 1962 RC5 星野昌一・坪井善勝 大成建設 2,419㎡ 28,584㎡
7 新築 1996 SRC/RC20 松田平田設計 34,458㎡
建築概要
低層 中高層 超高層 運営方式 立地条件 景観計画 重点地区 施策の分類
0 2 0 超高層分庁型 主要街道沿い立地型 ◯ × ̶
分庁舎 類型化
周辺図　S=1/5000
基本情報
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都道府県人口 県庁所在地人口 都道府県面積
13,378,584人 2,190.90k㎡
県政概要
代 新築・転用 竣工 構造階数 設計者 施工者 建築面積 述べ床面積
1 郡山藩邸 1868
2 新築 1894 B2 妻木頼黄 分割請け負い 4,010㎡ 7,600㎡
3 新築 1957 SRC8+U2 丹下健三 戸田組 3,197㎡ 31,350㎡
4 新築 1991 SRC48/34/07+U3 丹下健三 大成ほか 27,485㎡ 195,567㎡
建築概要
低層 中高層 超高層 運営方式 立地条件 景観計画 重点地区 施策の分類
0 0 1 超高層分庁型 移転市街地立地型 ◯ ◯ 都心景観の創出
分庁舎 類型化
本庁舎
議会棟
第二庁舎
13_ 東京都庁
周辺図　S=1/5000
基本情報
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都道府県人口 県庁所在地人口 都道府県面積
9,098,984人 3,710,008人 2,415.81k㎡
県政概要
代 新築・転用 竣工 構造階数 設計者 施工者 建築面積 述べ床面積
1 奉公所 1868
2 横浜税関 1883
3 新築 1913 B3 片山東熊・木子幸三郎 直営 2,400㎡ 6,410㎡
4 新築 1928 RC5+U1 小尾嘉郎原案・県 大成建設 3,070㎡ 18,291㎡
5 新築 1966 SRC13+U1 板倉建築事務所 鹿島建設 2,927㎡ 37,038㎡
建築概要
低層 中高層 超高層 運営方式 立地条件 景観計画 重点地区 施策の分類
0 3 0 低層分庁型 主要街道沿い立地型 ◯ ◯ 歴史的景観の保全
分庁舎 類型化
本庁舎
新庁舎
第二分庁舎
14_ 神奈川県庁
周辺図　S=1/5000
基本情報
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都道府県人口 県庁所在地人口 都道府県面積
2,313,820人 808,143人 12,584.10k㎡
県政概要
代 新築・転用 竣工 構造階数 設計者 施工者 建築面積 述べ床面積
1 奉公所 1868
2 新築 1880 W2 990㎡ 1,990㎡
3 新築 1932 RC4 木子七郎 大林組 3,930㎡ 14,500㎡
4 新築 1985 SRC18 日建設計 鹿島ほか 23,684㎡ 45,498㎡
建築概要
低層 中高層 超高層 運営方式 立地条件 景観計画 重点地区 施策の分類
0 0 0 超高層本庁型 移転市街地立地型 ◯ × ̶
分庁舎 類型化
本庁舎 議事堂
警察本部
15_ 新潟県庁
周辺図　S=1/5000
基本情報
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都道府県人口 県庁所在地人口 都道府県面積
1,070,070人 418,863人 4,247.61k㎡
県政概要
代 新築・転用 竣工 構造階数 設計者 施工者 建築面積 述べ床面積
1 富山城 1871
2 物産陳列館 1899
3 新築 1900 W2 1,180㎡ 2,360㎡
4 新築 1935 RC4 県（顧問：大熊喜邦） 戸田組 3,570㎡ 13,500㎡
5 新築 1961 RC4 2,234㎡ 10,005㎡
建築概要
低層 中高層 超高層 運営方式 立地条件 景観計画 重点地区 施策の分類
2 0 0 低層分庁型 戦災復興移転型 ◯ × ̶
分庁舎 類型化
本庁舎議事堂
警察本部
南別館
東別館
16_ 富山県庁
周辺図　S=1/5000
基本情報
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本庁舎
議事堂
警察本部
17_ 石川県庁
周辺図　S=1/5000
基本情報
都道府県人口 県庁所在地人口 都道府県面積
1,155,450人 464,550人 4,186.15k㎡
県政概要
代 新築・転用 竣工 構造階数 設計者 施工者 建築面積 述べ床面積
1 金沢藩庁 1871
2 町奉公所 1872
3 藩営繕局 1873
4 新築 1880 w2/w1 1,190㎡ 1,610㎡
5 新築 1924 RC3 矢橋賢吉・県 大倉土木 2,840㎡ 8,580㎡
6 新築 2002 RC/SRC20+U2 山下設計 68,975㎡
建築概要
低層 中高層 超高層 運営方式 立地条件 景観計画 重点地区 施策の分類
0 0 0 超高層本庁型 移転郊外立地 ◯ × ̶
分庁舎 類型化
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本庁舎 議事堂
警察本部
18_ 福井県庁
周辺図　S=1/5000
基本情報
都道府県人口 県庁所在地人口 都道府県面積
789,633人 264,902人 4,190.43k㎡
県政概要
代 新築・転用 竣工 構造階数 設計者 施工者 建築面積 述べ床面積
1 阿部邸 1872
2 福井小学師範学校 1881
3 新築 1881 W2 940㎡
4 福井県師範学校 1899
5 新築 1923 RC2+U1 2,080㎡ 6,050㎡
6 新築 1981 SRC12+U3 日建設計 熊谷組 3,611㎡ 43,173㎡
建築概要
低層 中高層 超高層 運営方式 立地条件 景観計画 重点地区 施策の分類
0 0 0 中高層本庁型 城郭地区立地型 ◯ × ̶
分庁舎 類型化
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本庁舎
警察本部
分庁舎
20_ 長野県庁
周辺図　S=1/5000
基本情報
都道府県人口 県庁所在地人口 都道府県面積
2,108,441人 377,626人 13,561.56k㎡
県政概要
代 新築・転用 竣工 構造階数 設計者 施工者 建築面積 述べ床面積
1 西方寺 1871
2 新築 1874 W1+W2 820㎡ 960㎡
3 新築 1913 W2 県 2,412㎡ 4,700㎡
4 新築 1968 SRC10+U1 建設省営繕局 大成建設 7,297㎡ 49,139㎡
建築概要
低層 中高層 超高層 運営方式 立地条件 景観計画 重点地区 施策の分類
2 0 0 中高層分庁型 商業地区裏手立地型 ◯ × ̶
分庁舎 類型化
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20_ 長野県庁
平面図 S=1/400
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都道府県人口 県庁所在地人口 都道府県面積
1,416,500人 341,902人 4,017.38k㎡
県政概要
代 新築・転用 竣工 構造階数 設計者 施工者 建築面積 述べ床面積
1 大津代官役宅 1868
2 顕證寺 1868
3 円城寺 1869
4 新築 1888 B2 小原益知 日本土木 1,550㎡ 3,100㎡
5 新築 1939 RC4 佐藤功一・国枝博 大林組 3,590㎡ 15,540㎡
6 新築 1974 RC7 佐藤功一・国枝博 大林組 3,590㎡ 15,540㎡
建築概要
低層 中高層 超高層 運営方式 立地条件 景観計画 重点地区 施策の分類
2 2 0 低層分庁型 商業地区裏手立地型 ◯ × ̶
分庁舎 類型化
本庁舎
新館 東館
北新館
25_ 滋賀県庁
周辺図　S=1/5000
基本情報
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都道府県人口 県庁所在地人口 都道府県面積
2,613,594人 1,469,253人 4,612.20k㎡
県政概要
代 新築・転用 竣工 構造階数 設計者 施工者 建築面積 述べ床面積
1 東町奉公所 1868
2 京都守護職屋敷 1869
3 二条城 1871
4 京都中学校 1885
5 新築 1904 B２ 松室重光・一井九平 直営 2,840㎡ 4,720㎡
6 新築 1990 岡田新一 14,612㎡
建築概要
低層 中高層 超高層 運営方式 立地条件 景観計画 重点地区 施策の分類
1 1 0 中高層分庁型 商業地区裏手立地型 ◯ ◯ 歴史的景観の保全
分庁舎 類型化
旧庁舎
議事堂
警察本部
東別館
１号館
２号館
３号館
26_ 京都府庁
周辺図　S=1/5000
基本情報
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本庁舎
警察本部
６号館
別館
新別館
27_ 大阪府庁
都道府県人口 県庁所在地人口 都道府県面積
8,850,607人 2,686,246人 1,904.99k㎡
県政概要
代 新築・転用 竣工 構造階数 設計者 施工者 建築面積 述べ床面積
1 西町奉公所 1868
2 新築 1872 B2 キンドル 直営 1,370㎡ 2,740㎡
3 新築 1925 RC6+RC3 平林金吾・岡本碧・府 大林・清水 6,400㎡ 30,490㎡
4 新築 1997 S/RC10 黒川紀章 28,746㎡
建築概要
低層 中高層 超高層 運営方式 立地条件 景観計画 重点地区 施策の分類
0 3 0 中高層分庁型 城郭地区立地型 ◯ × ̶
分庁舎 類型化
周辺図　S=1/5000
基本情報
99 資料編
27_ 大阪府庁
平面図 S=1/500
障
が
い
福
祉
室
Ｅ
Ｖ
Ｅ
Ｖ
Ｅ
Ｖ
Ｅ
Ｖ
庁
舎
管
理
課
障
が
い
福
祉
室
地
域
生
活
支
援
課
障
が
い
福
祉
室
生
活
基
盤
推
進
課
女トイレ
男トイレ
Ｅ
Ｖ
医
療
相
談
住
宅
相
談
守
衛
室
証紙販売
案内
公
衆
電
話
障
が
い
福
祉
企
画
課
自
立
支
援
課
障
が
い
福
祉
室
ＡＴＭ
授乳室
文
化
財
保
護
課
分
室
100資料編
都道府県人口 県庁所在地人口 都道府県面積
5,541,205人 1,537,864人 8,400.90k㎡
県政概要
代 新築・転用 竣工 構造階数 設計者 施工者 建築面積 述べ床面積
1 勤番役所 1868
2 新築 1868 W1 島屋久五郎 2,620㎡ 2,620㎡
3 オランダ領事館 1873
4 新築 1895 W2+W1 山口半六 同和組 2,320㎡ 4,470㎡
5 新築 1964 SRC9 兵庫県建築部 竹中工務店 1,822㎡ 24,905㎡
建築概要
低層 中高層 超高層 運営方式 立地条件 景観計画 重点地区 施策の分類
1 2 0 中高層分庁型 主要街道沿い立地型 ◯ × ̶
分庁舎 類型化
本庁舎
警察本部
議事堂
２号館
３号館
28_ 兵庫県庁
周辺図　S=1/5000
基本情報
101 資料編
都道府県人口 県庁所在地人口 都道府県面積
1,376,466人 362,226人 3,690.94k㎡
県政概要
代 新築・転用 竣工 構造階数 設計者 施工者 建築面積 述べ床面積
1 一乗院 1871
2 享楽書院 1887
3 新築 1895 W2+W1 長野字平治 直営1 1,700㎡ 2,860㎡
4 新築 1965 RC6 建設省近畿地建 奥村組 7,799㎡ 17,440㎡
建築概要
低層 中高層 超高層 運営方式 立地条件 景観計画 重点地区 施策の分類
1 1 0 中高層分庁型 商業地区裏手立地型 ◯ ◯ 歴史的景観の保全
分庁舎 類型化
本庁舎
議事堂
警察本部
東棟
29_ 奈良県庁
周辺図　S=1/5000
基本情報
102資料編
本庁舎
南別館
警察本部
東別館
北別館
30_ 和歌山県庁
周辺図　S=1/5000
基本情報
都道府県人口 県庁所在地人口 都道府県面積
970,903人 364,092人 4,724.68k㎡
県政概要
代 新築・転用 竣工 構造階数 設計者 施工者 建築面積 述べ床面積
1 和歌山城 1871
2 新築 1876 W2+W1 1,290㎡ 1,390㎡
3 新築 1888 W2 鳥居菊助 日本土木
4 新築 1938 RC４ 県（顧問：内田祥三） 清水組 2,690㎡ 5,090㎡
5 新築 2007 RC10 梓・高松設計 清水組 11,552㎡
建築概要
低層 中高層 超高層 運営方式 立地条件 景観計画 重点地区 施策の分類
0 3 0 低層分庁型 城郭地区立地型 ◯ × ̶
分庁舎 類型化
103 資料編
本庁舎
議事堂
警察本部
第二庁舎
31_ 鳥取県庁
周辺図　S=1/5000
基本情報
都道府県人口 県庁所在地人口 都道府県面積
574,022人 193,395人 3,507.05k㎡
県政概要
代 新築・転用 竣工 構造階数 設計者 施工者 建築面積 述べ床面積
1 藩勘定所 1871
2 １の改築 1875 W1 1,310㎡ 1,310㎡
3 新築 1885 W2 塩川幸次郎
4 新築 1944 W2 住宅営団 矢柴組 2,690㎡ 5,090㎡
5 新築 1962 RC7 建設省営繕局 熊谷組 4,320㎡ 23,532㎡
建築概要
低層 中高層 超高層 運営方式 立地条件 景観計画 重点地区 施策の分類
0 1 0 中高層分庁型 城郭地区立地型 ◯ ◯ 自然景観の保全
分庁舎 類型化
104資料編
31_ 鳥取県庁
平面図 S=1/500
105 資料編
本庁舎
議事堂
警察本部
東庁舎
第三分庁舎
分庁舎
第二分庁舎
南庁舎
32_ 島根県庁
周辺図　S=1/5000
基本情報
代 新築・転用 竣工 構造階数 設計者 施工者 建築面積 述べ床面積
1 松平邸 1872
2 １の改築 1874 W1 1,110㎡ 1,110㎡
3 新築 1879 W2 360㎡ 720㎡
4 新築 1909 W2 県 2,150㎡ 4,100㎡
5 新築 1950 　　　 7,115㎡
6 新築 1959 RC6 建設省営繕局 大成建設 4,485㎡ 20,856㎡
建築概要
低層 中高層 超高層 運営方式 立地条件 景観計画 重点地区 施策の分類
4 1 0 中高層分庁型 城郭地区立地型 ◯ × ̶
分庁舎 類型化
都道府県人口 県庁所在地人口 都道府県面積
697,015人 206,393人 6,708.23k㎡
県政概要
106資料編
32_ 島根県庁
平面図 S=1/500
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本庁舎
議事堂
警察本部
西庁舎
南庁舎
33_ 岡山県庁
代 新築・転用 竣工 構造階数 設計者 施工者 建築面積 述べ床面積
1 岡山藩聴断局 1871
2 新築 1879 W2+W1 鹿島岩蔵 1,150㎡ 1,480㎡
3 新築 1957 RC9 前川国男 竹中工務店 3,725㎡ 25,717㎡
建築概要
低層 中高層 超高層 運営方式 立地条件 景観計画 重点地区 施策の分類
3 0 0 中高層分庁型 戦災復興移転型 ◯ ◯ 歴史的景観の保全
分庁舎 類型化
都道府県人口 県庁所在地人口 都道府県面積
1,924,556人 714,583人 7,114.62k㎡
県政概要
周辺図　S=1/5000
基本情報
108資料編
本庁舎
議事堂
警察本部
南館
北館
34_ 広島県庁
周辺図　S=1/5000
基本情報
代 新築・転用 竣工 構造階数 設計者 施工者 建築面積 述べ床面積
1 広島城本城 1871
2 広島城三の丸 1872
3 国泰寺 1873
4 仏護寺 1876
5 新築 1878 W2 1,300㎡ 2,000㎡
6 新築 1956 RC6+U1 日建設計 大成建設 6,973㎡ 33,296㎡
建築概要
低層 中高層 超高層 運営方式 立地条件 景観計画 重点地区 施策の分類
3 1 1 中高層分庁型 城郭地区立地型 ◯ × ̶
分庁舎 類型化
都道府県人口 県庁所在地人口 都道府県面積
2,833,673人 1,185,656人 8,479.38k㎡
県政概要
109 資料編
本庁舎
厚生館
議事堂
警察本部
旧庁舎
35_ 山口県庁
周辺図　S=1/5000
基本情報
代 新築・転用 竣工 構造階数 設計者 施工者 建築面積 述べ床面積
1 山口藩庁 1871
2 新築 1916 B2 武田五一・大熊喜邦 大岩組 3,230㎡ 6,280㎡
3 新築 1984 SRC15+U1 日建設計 大林組ほか 10,283㎡ 72,000㎡
建築概要
低層 中高層 超高層 運営方式 立地条件 景観計画 重点地区 施策の分類
1 0 0 超高層分庁型 商業地区裏手立地型 ◯ × ̶
分庁舎 類型化
都道府県人口 県庁所在地人口 都道府県面積
1,408,938人 194,803人 6,112.30k㎡
県政概要
110資料編
本庁舎
議事堂
警察本部
36_ 徳島県庁
周辺図　S=1/5000
基本情報
代 新築・転用 竣工 構造階数 設計者 施工者 建築面積 述べ床面積
1 蜂須賀邸 1871
2 新築 1930 RC3 県（顧問：佐野利器） 大林組 2,748㎡ 8,756㎡
3 新築 1986 SRC11 日本設計 大成ほか 5,537㎡ 54,135㎡
建築概要
低層 中高層 超高層 運営方式 立地条件 景観計画 重点地区 施策の分類
0 0 0 中高層本庁型 城郭地区立地型 ◯ × ̶
分庁舎 類型化
都道府県人口 県庁所在地人口 都道府県面積
763,873人 261,847人 4,146.93k㎡
県政概要
111 資料編
36_ 徳島県庁
平面図 S=1/800
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本館
警察本部
東館
37_ 香川県庁
周辺図　S=1/5000
基本情報
代 新築・転用 竣工 構造階数 設計者 施工者 建築面積 述べ床面積
1 藩庁舎 1871
2 松平邸 1871
3 松平邸 1876
4 洗願寺 1888
5 新築 1894 W2 2,130㎡ 4,260㎡
6 高松高等女学校 1945
7 新築 1948 W2/RC3
8 新築 1958 RC8+RC3 丹下健三 大林組 2,510㎡ 12,066㎡
9 新築 2000 SRC22 丹下健三 3,001㎡ 41,464㎡
建築概要
低層 中高層 超高層 運営方式 立地条件 景観計画 重点地区 施策の分類
0 2 0 超高層分庁型 戦災復興移転型 ◯ × ̶
分庁舎 類型化
都道府県人口 県庁所在地人口 都道府県面積
980,936人 420,758人 1,876.73k㎡
県政概要
113 資料編
本館
議事堂
第一別館
第二別館
38_ 愛媛県庁
周辺図　S=1/5000
基本情報
代 新築・転用 竣工 構造階数 設計者 施工者 建築面積 述べ床面積
1 松山城三の丸 1871
2 新築 1878 W1 1,880㎡ 1,880㎡
3 新築 1909 W2 270㎡ 540㎡
4 新築 1929 RC4 木子七郎 安藤組 2,080㎡ 8,740㎡
5 新築 1980 SRC11 1,651㎡ 20,398㎡
建築概要
低層 中高層 超高層 運営方式 立地条件 景観計画 重点地区 施策の分類
0 2 0 低層分庁型 城郭地区立地型 × × ̶
分庁舎 類型化
都道府県人口 県庁所在地人口 都道府県面積
1,395,609人 516,459人 5,676.10k㎡
県政概要
114資料編
本庁舎 議事堂
警察本部
北庁舎
西庁舎
39_ 高知県庁
周辺図　S=1/5000
基本情報
代 新築・転用 竣工 構造階数 設計者 施工者 建築面積 述べ床面積
1 高知城 1871
2 吸江病院 1884
3 新築 1920 B2 県（西村・八島震） 1,900㎡ 3,770㎡
4 新築 1962 RC6+U1 岸田建築研究所 清水建設 6,710㎡ 23,694㎡
建築概要
低層 中高層 超高層 運営方式 立地条件 景観計画 重点地区 施策の分類
1 1 0 中高層分庁型 城郭地区立地型 ◯ ◯ 歴史的景観の保全
分庁舎 類型化
都道府県人口 県庁所在地人口 都道府県面積
737,761人 339,034人 7,103.91k㎡
県政概要
115 資料編
本庁舎
議事堂
警察本部
40_ 福岡県庁
周辺図　S=1/5000
基本情報
都道府県人口 県庁所在地人口 都道府県面積
5,092,513人 1,519,349人 4,986.40k㎡
県政概要
代 新築・転用 竣工 構造階数 設計者 施工者 建築面積 述べ床面積
1 下名島町会所 1871
2 福岡城 1871
3 新築 1876 W1 2,460㎡ 2,460㎡
4 新築 1915 B2 大蔵省臨時建築部＋県 岩崎組 2,860㎡ 7,920㎡
5 新築 1981 SRC11+U3 黒川紀章 鹿島ほか 17,470㎡ 77,082㎡
建築概要
低層 中高層 超高層 運営方式 立地条件 景観計画 重点地区 施策の分類
0 0 0 中高層本庁型 移転市街地立地型 ◯ × ̶
分庁舎 類型化
116資料編
本館議事堂
行政新館
41_ 佐賀県庁
周辺図　S=1/5000
基本情報
都道府県人口 県庁所在地人口 都道府県面積
835,016人 235,358人 2,440.64k㎡
県政概要
代 新築・転用 竣工 構造階数 設計者 施工者 建築面積 述べ床面積
1 佐賀城 1871
2 佐賀中学校 1883
3 新築 1887 W2 永井市兵衛 1,030㎡ 2,000㎡
4 新築 1950 RC3 阿部美樹志+城富久治 大林 2,200㎡ 6,700㎡
5 新築 1991 SRC11+U3 2,156㎡ 37,227㎡
建築概要
低層 中高層 超高層 運営方式 立地条件 景観計画 重点地区 施策の分類
1 0 0 中高層分庁型 城郭地区立地型 ◯ ◯ 歴史的景観の保全
分庁舎 類型化
117 資料編
41_ 佐賀県庁
平面図 S=1/400
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本館
第三別館
第一別館
新別館
第二別館
42_ 長崎県庁
周辺図　S=1/5000
基本情報
都道府県人口 県庁所在地人口 都道府県面積
1,385,533人 433,514人 4,132.32k㎡
県政概要
代 新築・転用 竣工 構造階数 設計者 施工者 建築面積 述べ床面積
1 長崎奉公所 1868
2 新築 1874 W2 1,050㎡ 1,500㎡
3 新築 1876 W2 540㎡ 1,080㎡
4 新築 1911 B3 山田七五郎 直営 2,790㎡ 7,580㎡
5 新築 1947 W2
6 新築 1953 RC5 日建設計 清水 3,787㎡ 14,468㎡
建築概要
低層 中高層 超高層 運営方式 立地条件 景観計画 重点地区 施策の分類
1 3 0 中高層分庁型 主要街道沿い立地型 ◯ × ̶
分庁舎 類型化
119 資料編
本庁舎
議事堂
警察本部
43_ 熊本県庁
周辺図　S=1/5000
基本情報
都道府県人口 県庁所在地人口 都道府県面積
1,794,623人 740,204人 7,409.32k㎡
県政概要
代 新築・転用 竣工 構造階数 設計者 施工者 建築面積 述べ床面積
1 細川邸 1871
2 熊本城二の丸 1871
3 新築 1872 W1 1,000㎡ 1,000㎡
4 古城病院 1875
5 新築 1887 W2 船越欣哉
6 新築 1946 W2
7 新築 1967 SRC12+U2 久米建築事務所 鹿島建設 4,727㎡ 45,105㎡
建築概要
低層 中高層 超高層 運営方式 立地条件 景観計画 重点地区 施策の分類
0 1 0 中高層分庁型 移転市街地立地型 ◯ ◯ 自然景観の保全
分庁舎 類型化
120資料編
本館
新館
別館
44_ 大分県庁
周辺図　S=1/5000
基本情報
都道府県人口 県庁所在地人口 都道府県面積
1,171,702人 477,788人 6,340.61k㎡
県政概要
代 新築・転用 竣工 構造階数 設計者 施工者 建築面積 述べ床面積
1 本陣 1871
2 遊焉館 1872
3 府内城 1872
4 新築 1921 B2 清水組 2,200㎡ 4,860㎡
5 新築 1962 SRC9+U1 建設省九州地建 梅林建設 5,707㎡ 29,488㎡
6 新築 2003 SRC16
建築概要
低層 中高層 超高層 運営方式 立地条件 景観計画 重点地区 施策の分類
0 1 1 中高層分庁型 城郭地区立地型 ◯ ◯ 歴史的景観の保全
分庁舎 類型化
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本館
10号館
２号館
３号館
４号館
５号館
６号館
７号館
９号館
８号館
議事堂
45_ 宮崎県庁
周辺図　S=1/5000
基本情報
都道府県人口 県庁所在地人口 都道府県面積
1,113,974人 402,433人 7,735.31k㎡
県政概要
代 新築・転用 竣工 構造階数 設計者 施工者 建築面積 述べ床面積
1 日田代官手代所 1868
2 新築 1873 W1 820㎡ 820㎡
3 新築 1931 RC3+U1 置塩章 大林組 2,498㎡ 9,694㎡
建築概要
低層 中高層 超高層 運営方式 立地条件 景観計画 重点地区 施策の分類
5 5 0 低層分庁型 商業地区裏手立地型 ◯ × ̶
分庁舎 類型化
122資料編
本庁舎
議事堂
警察本部
46_ 鹿児島県庁
周辺図　S=1/5000
基本情報
都道府県人口 県庁所在地人口 都道府県面積
1,668,273人 606,750人 9,188.10k㎡
県政概要
代 新築・転用 竣工 構造階数 設計者 施工者 建築面積 述べ床面積
1 鶴丸城 1871
2 藩客屋 1871
3 軍務局 1872
4 新築 1879 W2 630㎡ 1,250㎡
5 新築 1925 RC2 曽繭中篠建築事務所 岩崎組 3,070㎡ 6,730㎡
6 新築 1996 SRC20 佐藤総合計画 78,622㎡
建築概要
低層 中高層 超高層 運営方式 立地条件 景観計画 重点地区 施策の分類
0 0 0 超高層本庁型 移転市街地立地型 ◯ × ̶
分庁舎 類型化
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本庁舎
議事堂
警察本部
47_ 沖縄県庁
周辺図　S=1/5000
基本情報
都道府県人口 県庁所在地人口 都道府県面積
1,422,534人 320,719人 2,281.00k㎡
県政概要
代 新築・転用 竣工 構造階数 設計者 施工者 建築面積 述べ床面積
1 薩摩藩役宅 1879
2 新築 1881 W1 1,110㎡ 1,110㎡
3 新築 1920 W2 中篠精一郎
4 新築 1953 RC4 松田平田設計 国場組 1,060㎡ 4,992㎡
5 新築 1990 SRC14+U2 黒川紀章 大成ほか 4,746㎡ 78,243㎡
建築概要
低層 中高層 超高層 運営方式 立地条件 景観計画 重点地区 施策の分類
0 0 0 中高層本庁型 商業地区裏手立地型 ◯ × ̶
分庁舎 類型化
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梗概
首都大学東京大学院建築学域
平成 27 年度修士論文梗概
14886417　宮下登麻
指導教員　鳥海基樹
戦後に新改築された 47 都道府県庁舎に関する研究
−建築構成や都市的役割に着目して−
第１章　序
１−１.研究の背景と目的
　明治維新後、1871 年の廃藩置県制度に伴って全国に建設された
府県庁舎は、初期の頃は城郭を庁舎として利用した後、県政のシン
ボルとして新築の庁舎が建設されるようになった。その建築形態は
当時の先端技術である西欧様式の模倣であったが、次第に帝冠様式
など日本独自のシンボル性を追求するようになった。また、後にモ
ダニズムが世間を席巻するころには、丹下健三の香川県庁舎を模し
た建築形態が時代の潮流となった。このように都道府県庁舎は時代
の先駆けとなる建築技術、様式を採用しており、すなわち都道府県
庁舎の建築形態は時代の社会背景を反映する鏡のような側面をもっ
ていると言える。
　また、近年庁舎を巡る社会的要求として地方政治の透明性という
名の下に、地域開放が多く謳われるが、市役所や町役場と違い、一
般市民の利用頻度が高くない都道府県庁舎においてはその必要性、
建築的手法が必ずしも同じであるとは一概に言えない。
　そこで、本研究では、戦後に新改築された都道府県庁舎を対象に、
建築構成の変遷や、庁舎が都市に対して果たすことができる役割を
明らかにし、今後の都道府県庁舎整備の展望を示すことを目的とす
る。
１−２.既往研究 *1 と本論文の位置づけ
　都道府県庁舎を横断的に調査した研究としては、石田潤一郎によ
るものが代表的にあるが、戦前のものが中心であり、戦後の庁舎に
ついては概観するに留まっている。また、戦後の庁舎について個別
的に建築計画的観点から分析したもの、建築家に焦点を合わせた意
匠論的観点から分析したもの、官庁街の形成に関するものは多数見
られるが、横断的にかつ建築的側面と都市的側面の両方からアプ
ローチしているものは管見の限りない。論文構成と本研究での言葉
の定義を図１、表１に示す。
２章 .建築構成からみる都道府県庁舎
２−１.分析手法
　各都道府県庁の基礎的な建築情報の収集は石田潤一郎の研究を中
心とし、それを補う形で各庁のホームページや設計事務所ホーム
ページ、建築雑誌などを参照した（表２）。分析方法は、年代ごと
の各庁舎の本庁舎の面積比較（表３）、本庁舎の規模と分庁舎の有
無による類型化（表４、図２）、また、設計者の言説を抽出し、空
間ごとに分類しその変化によって設計意図の変遷を分析する。
２−２.建築規模の変遷
　表３、４より各年代の本庁舎の規模、ならびに分庁舎の有無につ
いて考察を行う。また、本研究では戦後に新改築された庁舎を対象
とするため、戦前のものは概観するに留める。
【戦前】戦前に建てられた庁舎を現在も本庁舎としている府県は８
事例であった。本庁舎の床面積はほとんどが 30,000 ㎡以下であり、
いずれの府県も複数棟の分庁舎を抱えている。特に、宮崎県では
10 棟以上の分庁舎に機能が分散し、住民サービスや職員の働き方
という点では決して優れているとは言えない。今後、戦前庁舎の保
存とともに行政機能の集約が求められる。
【1950 年代】1950 年代に建設され現在も本庁舎として機能している
のは８事例である。この時代もまだ面積規模は 30,000 ㎡以下が多く、
いずれも分庁舎を抱えている。一方で、東京都のようにこの時代に本
庁舎を建設しながら、のちに建替えている例もある。また、現在新築
工事中の長崎県庁舎はこの年代に含まれる。
【1960 年代】現在、本庁舎として機能している庁舎はこの年代に建
設されたものが最も多い。分庁舎を有するものの方が多いが、岐阜
県や岩手県のようにこの本庁舎のみで運営している事例もある。し
かし、岐阜県庁は現在老朽化と狭隘化を理由に建替えの検討を行っ
ており、必ずしも現在の要求に応えられているとは言えない。
【1970 年代】この年代は 1960 年代の建設ラッシュの反動からか極
端に建設数が少ない。しかし、いずれの事例も超高層建築であり、
規模はさほど大きくないが、超高層庁舎の先駆けとも言える時代で
ある。
【1980 年代】1980 年代になると超高層庁舎の割合が多くなり、同時
に 60,000 ㎡以上の大規模な庁舎が建設されるようになった。しか
し一方では徳島や福岡など中高層ながら分庁舎を持たない大規模の
庁舎も建設されている。
【1990 年代】この年代は最も大規模な庁舎が建設されている。
75,000 ㎡以上のものが５事例あり、そのほとんどが超高層庁舎で
ある。
【2000 年代】この年代では 1990 年代と対照的に超高層ではあるが
図１ 論文構成
表１ 用語の定義
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第５章．結
研究のまとめ 今後の展望
本庁舎 知事部局が所在する建物を本庁とする。
本庁舎以外に行政部署が所在する建物。尚、議会棟、分室は除く。
１〜５階建ての建物
６〜15 階建ての建物
16 階以上の建物
分庁舎
低層
中高層
超高層
面積規模はやや縮小するようになる。また、香川県のように旧庁舎
を残しながらデザインを踏襲し、超高層庁舎を隣接させる例もある。
２−３.設計意図の変遷
　建築雑誌、または設計社のホームページから設計者の言説を抽出
し、その設計意図を探る。戦後から現在までの建築雑誌『新建築』『建
築文化』『公共建築』から都道府県庁舎の設計 17 事例、設計会社の
ホームページから２事例を抽出し、それぞれ『新建築』から 69 篇、『建
築文化』から 10 篇、『公共建築』から４篇、ホームページから 6 篇
の文章を抽出した。また抽出した文章を指示内容から【広場】【エ
ントランス・市民空間】【執務空間】【配置計画】【全体計画】の５
つに分類し、それぞれの趣旨を抜き出す。またそれらを年代ごとに
エントランス空間を大きくとり、「外部空間との連続性」や「広場
の眺望場所」として計画するようになった。「県民の交流場所」と
して言及されるようになったのは 1996 年の千葉県庁舎で、その後、
市民空間を「象徴的な空間」や、「全体の空間構成の骨格」として
捉える言及が多くなる。
【執務空間】庁舎の基本機能でもある執務空間については初期の頃
から環境の側面から言及されている。1950 年代には単純な「南面
採光」という説明であったが、1980 年頃から自然通風の取り入れ
方や二重ガラスなど「環境性能の向上」という説明がされるように
なり、1990 年代からは超高層の吹き抜けを利用した建物全体にお
ける風の流れについての言及がなされている。また、「執務空間の
柔軟性」という言説は初期の頃から一貫してあり、常に業務の変化
や建築の長寿命化を基本として設計が行われていることが分かる。
また、1999 年の群馬県庁舎ではオフィスにおける「コミュニケーショ
ンの活性化」という言説があり、県職員の働き方についての考察が
行われているのも特徴的である。
【配置計画】配置計画については７篇を収集した。1950 年代では「拡
張の余地を残す」という表現であったが、1960 年代、1980 年代前
半では周辺や広場との調和を図るという表現がされている。また、
行政、議会、警察の「機能の独立性」について複数例、同時期に言
及されているのも特徴的である。1990 年代後半や 2000 年代では「都
市軸」や「広場を中心とした配置計画」など、広場が都市的な視点
から捉えられるようになったことと合わせて、配置計画についても
同様のことが言える。
【外装材】コンクリート仕上げを主とし、城壁というイメージが追
ないが、コンパクトシティを進めることや、新規にインフラを整備
することを考慮すると、青森市のような規模の都市で庁舎移転をす
るのはリスクが大きすぎる。N: 現状の敷地では必要面積を確保す
るためには高層建築とならざるを得ず、移転は致し方なかった。敷
地選定については県有地の中で候補を挙げたが、市内では駅前の埋
立地、それ以外では諫早などの市外しかなく、必然的に決まった。
もし、市内の郊外にまとまった県有地があれば郊外へ移転も検討し
ていただろう。
【新庁舎に期待すること】A: 都道府県庁レベルでファシリティマネ
ジメントに取り組んでいる自治体はまだ少なく、それに基づいての
庁舎更新は全国でも初めての事例となるので、県有施設利活用方針
の象徴的な施設にしていきたい。N:どんなに市民に開かれた庁舎や、
美しい庁舎が完成しても、庁舎に来ることが目的になってはならな
い。来庁した人が街中に出て行きたくなるような、観光案内として
のソフト機能を重視していきたい。
　以下、個別的な質問と回答を示す。
【庁舎更新の際に床面積を減らせるとした根拠は何か】A:「県有施
設利活用方針」を定めた後に、執務空間の基準を定めたオフィスス
タンダードを設けた。それに基づいて面積の再確認、再分配を行う
と、床面積を減らすことができると判明した。
【庁舎更新を起爆剤として様々な事業を推進する、もしくは庁舎を
複合施設にするという検討はあったか】A: 青森県では県庁以外、
市民利用がある施設で早急に立て替えが必要なものはなかったので
行わなかった。しかし、コンパクトシティを進める上で、今後施設
の集約は検討すべき項目になるだろう。
【業務の IT 化によって必ずしもオフィスが集約している必要性がな
いとも思えるが、実際はどうか】N: 一番の問題は、相談に来た住
民を相談窓口と違う建物に案内せざるを得ない事。業務の上でも、
特に会議室を持たない建物の場合、出向かなければならないこと、
知事等スケジュールを合わせるのが難しい相手にレクチャーをする
際に、職場と違う建物で不用意な時間を過ごさなければならないこ
となど、業務への支障も大きい。
【庁舎開放のために工夫していることはあるか】N: 新庁舎では会議
室を低層部に設けて、土日は一般の方でも使用できるようにする予
定。セキュリティラインを基本設計時に考慮しなければならないた
め、おそらく都道府県庁舎では最初の例になるだろう。
５章　結
５−１.まとめ
　本研究では戦後に新改築された 47 都道府県庁舎を建築構成と都
市的役割という二つの側面から分析を行い、以下のことを明らかに
した。
・現在本庁舎として機能している建物は 1960 年代に建てられたも
のが最も多く、この頃から県民スペースの必要性について語られる
ようになった。
・超高層の庁舎が建設されるようになったのは 1970 年代からで、
それ以降 1990 年代にかけて庁舎の床面積は年々拡大していった。
それに伴って、環境問題への対応や、周辺環境との調和といったこ
とを主眼において設計が行われた。
・1980 年代には庁舎建築それ自体に設計のコンセプトが置かれてい
たが、次第に広場や都市の中における庁舎像というのが追求される
並べたものを図３にまとめる。また、抽出元の一覧を表５に示す。
【広場】広場についての記述は 14 篇を収集した。1950 年代や 1960
年代では広場という表現ではなく庭園計画と表記されていることが
多いがどの年代でも「周辺との調和」や「隣接公園との連続性」に
留意して計画が行われている。1980 年代後半頃には「原風景の再現」
や「植栽や歴史による地域性の表現」など地域の固有性というキー
ワードが語られている。また、1990 年代では「広場を街に開く」
や「オープンスペースの創出」など都市的な視点から広場を捉える
ようになっている。
【エントランス・市民空間】県民スペースの必要性について初めて
言及されたのは 1965 年の岩手県庁で、日常的な利用と言うよりは
小中学生の見学施設としてであった。その後 1980 年代前半頃から
求された奈良県庁舎と旧庁舎との調和を目的としタイル仕上げとし
た神奈川県庁舎は 1960 年代のほぼ同時期であるがそのスタンスは
対象的である。1970 年に建設された静岡県庁舎は隣に戦前庁舎を
有しているが、超高層庁舎として維持管理費の低減を掲げコンク
リートの仕上げとなっている。その後 1980 年代からは再び「旧庁
舎の継承」や「風格と落ち着き」、「心象空間」と言った表現でタイ
ル仕上げが多くなる。一方、1990 年代からはガラスや金属パネル
の使用が進み、「現代生」や「歴史と未来の共生」というような表
現が行われた。また、2000 年に入ってからは茨城県庁舎の「地場
産材料の使用」や、内装材ではあるが栃木県庁舎の地場産の石材の
使用など、地域性の表現が進んでいる。
【全体計画】設計のコンセプトや建物全体に共通するテーマなどを
対象とし、計26篇を収集した。1950年代から1970年代にかけては「モ
ダニズムの排除」や「都市の中のオフィス像の具体化」、「現代建築
と歴史との調和」など、庁舎としての建築像が模索されていた。
1980 年代以降は「省エネルギー」や「地域の環境への適応」、「環
希望の声が多かった。N: 移転することに関して、地元商店街から
は反対する意見が上がった。その理由としては昼間人口が減少する
ことで街が衰退してしまうというものもあるが、多くは現在の出島
の近くという歴史的な敷地には県を司る庁舎がふさわしいというも
のだった。県職員の声としては、新しいオフィスになることを機に、
オフィスレイアウトを工夫し働き方について見直したいという意見
が上がり、大学と協同してワークショップを開催し提言を行ってい
る。
【庁舎の移転について】A: 今回は庁舎を移転することは検討してい
境配慮」、「建築と自然の共生」など環境問題への言及が主流となっ
た。また、1980年代以降「防災機能の強化」や、「高度情報化への挑戦」
や、「高機能建築としての庁舎」など災害時の拠点として庁舎が捉
えられるようになった。また、庁舎のイメージという観点では
1980 年代には「新しい象徴として」や「県の顔として」など建築
自体が主体であったが、1990年代後半では「開かれた庁舎建築」や「都
市の中のボイド」のように建築と都市が一体となることが主題に置
かれるようになった。
３章　都市的役割からみる都道府県庁舎
３−１.都道府県庁舎の立地について
　都道府県庁舎の立地に関して松浦らが行った一連の研究 *2 による
と、府県庁舎を中心とする官庁街は、廃藩置県後、まとまった敷地
を必要としたため城郭周辺に立地する場合が多かった。一方で、宮
城や愛知、熊本など旧陸軍の師団司令部が設置された都市では城郭
周辺ではなく、少し離れた旧武家地や寺社地に立地することが多
かった。しかし、その中でも愛知県や大阪府のように陸軍施設の縮
小に伴って城郭周辺に再び立地した例もある（図４）。
３−２.立地条件の類型化
　先に挙げた松浦らは明治・大正期に官庁街を形成した 39 道府県
庁舎を城郭地区と主要街路、商業地区に着目して立地特性の類型化
を行った。本論文では松浦らの研究による【城郭地区立地型】【主
要街路沿い立地型】【商業地区裏手立地型】【戦災復興移転型】を引
用し、それらに加えて、復興事業以降に移転した事例で、移転後の
敷地が市街地の縁辺部の場合と市街地内の場合で類型化を行った
（表６）。ただし、熊本県庁舎は戦災復興時に移転を行ったが、それ
以降にも移転をしたため、後者の移転事例とした。それぞれの敷地
面積の平均は表７のようになった。【E】と【F】の平均面積はそれ
以外の倍以上であり、庁舎移転の要因は敷地面積の狭隘化によると
ころが大きいと考えられる。移転事例では平均敷地面積は、市街地
立地型の方が大きいという結果が出たが、茨城県庁の 157,110 ㎡が
突出して大きく、それを除いた平均は 77,830 ㎡であり、移転郊外
立地型とほぼ同じであった。
３−３.庁舎移転と跡地活用について
　先の敷地類型化の項で庁舎移転の要因として敷地面積の拡大化が
あることを示したが、その他の要因についての考察を行う。佐々木
信夫による東京都庁舎移転についての論考 *3 では、移転の最大の要
因として東京の多心型都市構造へのシフトを挙げている。また、稲
村らの山形県庁舎の移転と企業立地に関する研究 *4 によると、県庁
舎の郊外移転によって政治党本部や外郭団体、建設関係の事務所な
ど多数の企業が新庁舎周辺に新たに立地することを明らかにしてい
る（図５）。これらより、庁舎移転の要因として都市構造の変革、また、
都市域の拡大が考えられる。一方で移転によるデメリットとしては、
旧庁舎周辺の昼間人口の減少が考えられる。先に挙げたように、都
道府県庁舎は城郭周辺や主要街道沿いに立地したために、自ずと街
の中心に位置することが多い。また、特に地方都市では、何千人規
模で働く県職員のオフィスは自治体内で最大規模となることが多い
ことを考慮すると、その立地が地元商店街や地元経済に与える影響
力は大きいと考えられる。また、郊外への移転の場合、道路の拡張
や公共交通機関の整備等、インフラ整備への費用が必要とされるこ
ともデメリットとして挙げられる。
　表８に戦後に庁舎を移転した都県の一覧とその前後の立地類型
化、旧庁舎保存の有無、跡地の現在の状況を示す。移転先の立地条
件をみると、郊外に移転されたものは 1960 年代、1970 年代が中心で、
1980 年代以降では市街地内での移転が主流となっている。唯一
1980 年代以降で石川県庁は郊外移転しているが、市内中心部と市
内の港湾を結ぶ幹線道路の中間に移転しており、他の郊外移転事例
とは区別する。
　次に旧庁舎の跡地活用についてみると、旧庁舎を保存しているも
のは２事例（山形、茨城）、取り壊し、もしくは一部保存し、別施
設を建設したものは６事例（東京、新潟など）、現在空地や建物を
閉鎖しているものは２事例（秋田、岐阜）であった。また、それぞ
れの機能を見ると、県庁の分庁舎や市役所など行政機能を残してい
るものが２事例（茨城、新潟）、戦前庁舎を活用した資料館やカフェ、
レストランとしているものが２事例（山形、石川）、大規模な会議
場やコンサートホールなど積極的な集客施設としているものが３事
例（東京、福岡、鹿児島）、交通インフラの拠点としているものが
１事例（熊本）であった。庁舎移転のメリットとして都市域の拡大
を挙げたが、1950 年代、1960 年代に郊外移転をした２事例では現
状空地、閉鎖中であり、どちらも市内中心部に立地しながら有効的
な活用がなされておらず、庁舎移転が中心市街地衰退の一因となっ
ているとも考えられる。一方で、跡地に大規模な市民利用施設を建
設しているものは 3 事例あるが、いずれの都県も県政規模が他県よ
り大きく、財政的な余裕があればこその活用方法とも言える。また、
旧庁舎を活用する方法としては、山形県のように建物をそのまま転
用するものや、近年では石川県のように増築をして旧庁舎の価値を
高め、集客性を高める事例もある（図６）。
３−３.景観計画について
　各庁舎の所在自治体の景観計画を参照し、都道府県庁舎と景観計
画の関連性を分析する。47 県庁所在自治体の内、景観計画を策定
している自治体は 40 事例で、その中で、都道府県庁舎が含まれる
範囲を重点地区に指定している自治体は 13 事例であった（表９）。
この 13 事例について、景観計画の規制内容や指定範囲に着目して
類型化を行うと４つに分類することが出来た（表 10）。立地条件と
比較してみると、歴史的景観や自然景観の保全は城郭地区立地が最
も多い一方で、庁舎を新たな景観の中心と捉えている事例もあった。
４章　近年の都道府県庁舎整備
４−１.対象事例と整備概要
　本研究では近年の庁舎整備事例として、現在県庁舎の整備を行っ
ている青森県と長崎県を対象とし、概要をまとめると共に、担当職
員へのヒヤリング調査を行った。以下にそれぞれの整備概要を示す。
【青森県】青森県庁舎は谷口吉郎による基本設計、日建設計による
実施設計を経て 1961 年に竣工した。今回の整備では、老朽化によ
る耐震不足を解消するため、８階建てから６階建てに減築を行い、
軽量化によって最小限の耐震壁増設に留めることで、工事費の削減
に努めている。事業推進の根底には 2007 年に策定された「県有施
設利活用方針」があり、県有施設の床総量をマネジメントし、必要
最低限以上の床面積は保有しないという理念があった。そのため、
庁舎更新の検討時には新庁舎を新築する場合と、耐震改修の費用を
試算し、最終的な減築改修に至った。
【長崎県】長崎県庁舎は日建設計による設計で 1953 年に竣工した。
県庁内では新庁舎建設の検討委員会が 1971 年と 1984 年に設立され
たが、いずれも凍結していた。しかし、九州新幹線の長崎延伸が決
定した 2007 年に再び委員会が設立され、実行に移された。現在の
出島付近の歴史的な敷地から、新長崎駅前の埋立地に移転が行われ、
全国で最も新幹線駅に、また、海に近い庁舎として、諸島への連絡
船との乗り継ぎや、観光情報の発信拠点としてなどソフト面も重視
した整備が行われている。
４−２.ヒヤリング調査
　表 11 にヒヤリング調査の概要をまとめる。また、以下に質問と
それに対する返答を示す。（A: 青森県庁、N: 長崎県庁）
【市民、県職員の反応】A: 市民からの反応は特に上がっていない。
しかし、新築で建替えとなった場合にはおそらく反対意見が上がっ
ていただろう。また、県職員の声としては全庁的に県有施設の利活
用方針への理解があったため、特に新築を求める声は上がらなかっ
た。むしろ、現在冷房機能がないため、それが追加されることへの
ようになった。また、伝統工芸の活用や地場産材の使用など、地域
の固有性を表現するようになった。
・都市的役割という側面では、現在の都道府県庁舎の立地条件を類
型化し、戦後に庁舎を移転した背景には敷地面積の拡大があること
を示した。また、その他の要因として都市域の拡大があり、特に
1960 年代、1970 年代ではその側面が顕著であった。しかし、それ
らの事例では旧庁舎の跡地は空地や閉鎖中であり、庁舎移転が中心
市街地衰退の一因となり得ることを示した。
・また、近年の跡地活用事例では、旧庁舎を従来の博物館的な保存
ではなく、増築部分を付加することで新たな価値を創出し、庁舎移
転による都心の沈滞化を防ぐ手法もある。
５−２.今後の都道府県庁舎整備における展望
　以上の分析結果とヒヤリング調査を踏まえて、以下に今後の都道
府県庁舎整備における展望を述べる。
・1950 年代、1960 年代に建設された庁舎が未だ現役であること、
庁舎の分散化によって業務への支障が常態化していることを考える
と、今後都道府県庁舎の更新事例は増加すると考えられる。また、
年々、庁舎に対する要求性能が向上していることを考慮すると、そ
の建設費も高騰するであろう。然らば、県有施設全体のマネジメン
トの重要性、及び、庁舎更新の際には必ずしも面積拡大だけが選択
肢ではない事を考慮する必要がある。
・地方都市において庁舎の職員規模は有数のものであり、立地が地
域の経済に与える影響は大きく、そのことを考えると街中にあるこ
とが望ましいが、同時に市民利用度が必ずしも高くないことも考慮
すべきである。街中にある都道府県庁舎の意義として職員の執務空
間としてだけでなく、来訪者に対して観光情報を発信することや防
災時の避難施設などソフトとしての機能を充実させることが街に対
して果たすことができる役割であると言える。
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戦後に新改築された 47 都道府県庁舎に関する研究
−建築構成や都市的役割に着目して−
第１章　序
１−１.研究の背景と目的
　明治維新後、1871 年の廃藩置県制度に伴って全国に建設された
府県庁舎は、初期の頃は城郭を庁舎として利用した後、県政のシン
ボルとして新築の庁舎が建設されるようになった。その建築形態は
当時の先端技術である西欧様式の模倣であったが、次第に帝冠様式
など日本独自のシンボル性を追求するようになった。また、後にモ
ダニズムが世間を席巻するころには、丹下健三の香川県庁舎を模し
た建築形態が時代の潮流となった。このように都道府県庁舎は時代
の先駆けとなる建築技術、様式を採用しており、すなわち都道府県
庁舎の建築形態は時代の社会背景を反映する鏡のような側面をもっ
ていると言える。
　また、近年庁舎を巡る社会的要求として地方政治の透明性という
名の下に、地域開放が多く謳われるが、市役所や町役場と違い、一
般市民の利用頻度が高くない都道府県庁舎においてはその必要性、
建築的手法が必ずしも同じであるとは一概に言えない。
　そこで、本研究では、戦後に新改築された都道府県庁舎を対象に、
建築構成の変遷や、庁舎が都市に対して果たすことができる役割を
明らかにし、今後の都道府県庁舎整備の展望を示すことを目的とす
る。
１−２.既往研究 *1 と本論文の位置づけ
　都道府県庁舎を横断的に調査した研究としては、石田潤一郎によ
るものが代表的にあるが、戦前のものが中心であり、戦後の庁舎に
ついては概観するに留まっている。また、戦後の庁舎について個別
的に建築計画的観点から分析したもの、建築家に焦点を合わせた意
匠論的観点から分析したもの、官庁街の形成に関するものは多数見
られるが、横断的にかつ建築的側面と都市的側面の両方からアプ
ローチしているものは管見の限りない。論文構成と本研究での言葉
の定義を図１、表１に示す。
２章 .建築構成からみる都道府県庁舎
２−１.分析手法
　各都道府県庁の基礎的な建築情報の収集は石田潤一郎の研究を中
心とし、それを補う形で各庁のホームページや設計事務所ホーム
ページ、建築雑誌などを参照した（表２）。分析方法は、年代ごと
の各庁舎の本庁舎の面積比較（表３）、本庁舎の規模と分庁舎の有
無による類型化（表４、図２）、また、設計者の言説を抽出し、空
間ごとに分類しその変化によって設計意図の変遷を分析する。
２−２.建築規模の変遷
　表３、４より各年代の本庁舎の規模、ならびに分庁舎の有無につ
いて考察を行う。また、本研究では戦後に新改築された庁舎を対象
とするため、戦前のものは概観するに留める。
【戦前】戦前に建てられた庁舎を現在も本庁舎としている府県は８
事例であった。本庁舎の床面積はほとんどが 30,000 ㎡以下であり、
いずれの府県も複数棟の分庁舎を抱えている。特に、宮崎県では
10 棟以上の分庁舎に機能が分散し、住民サービスや職員の働き方
という点では決して優れているとは言えない。今後、戦前庁舎の保
存とともに行政機能の集約が求められる。
【1950 年代】1950 年代に建設され現在も本庁舎として機能している
のは８事例である。この時代もまだ面積規模は 30,000 ㎡以下が多く、
いずれも分庁舎を抱えている。一方で、東京都のようにこの時代に本
庁舎を建設しながら、のちに建替えている例もある。また、現在新築
工事中の長崎県庁舎はこの年代に含まれる。
【1960 年代】現在、本庁舎として機能している庁舎はこの年代に建
設されたものが最も多い。分庁舎を有するものの方が多いが、岐阜
県や岩手県のようにこの本庁舎のみで運営している事例もある。し
かし、岐阜県庁は現在老朽化と狭隘化を理由に建替えの検討を行っ
ており、必ずしも現在の要求に応えられているとは言えない。
【1970 年代】この年代は 1960 年代の建設ラッシュの反動からか極
端に建設数が少ない。しかし、いずれの事例も超高層建築であり、
規模はさほど大きくないが、超高層庁舎の先駆けとも言える時代で
ある。
【1980 年代】1980 年代になると超高層庁舎の割合が多くなり、同時
に 60,000 ㎡以上の大規模な庁舎が建設されるようになった。しか
し一方では徳島や福岡など中高層ながら分庁舎を持たない大規模の
庁舎も建設されている。
【1990 年代】この年代は最も大規模な庁舎が建設されている。
75,000 ㎡以上のものが５事例あり、そのほとんどが超高層庁舎で
ある。
【2000 年代】この年代では 1990 年代と対照的に超高層ではあるが
図１ 論文構成
表１ 用語の定義
第１章．序
第２章．建築構成からみる都道府県庁舎 第３章．都市的役割からみる都道府県庁舎
第４章．近年の庁舎整備
研究の背景と目的
２−１.分析手法
２−２.建築規模の変遷
２−３.設計意図の変遷
４−１.対象事例と整備概要
４−２.ヒヤリング調査
３−１.都道府県庁舎の立地について
３−２.立地条件の類型化
３−３.庁舎移転と跡地活用
３−４.景観計画について
用語の定義既往研究と本論文の位置づけ
第５章．結
研究のまとめ 今後の展望
本庁舎 知事部局が所在する建物を本庁とする。
本庁舎以外に行政部署が所在する建物。尚、議会棟、分室は除く。
１〜５階建ての建物
６〜15 階建ての建物
16 階以上の建物
分庁舎
低層
中高層
超高層
面積規模はやや縮小するようになる。また、香川県のように旧庁舎
を残しながらデザインを踏襲し、超高層庁舎を隣接させる例もある。
２−３.設計意図の変遷
　建築雑誌、または設計社のホームページから設計者の言説を抽出
し、その設計意図を探る。戦後から現在までの建築雑誌『新建築』『建
築文化』『公共建築』から都道府県庁舎の設計 17 事例、設計会社の
ホームページから２事例を抽出し、それぞれ『新建築』から 69 篇、『建
築文化』から 10 篇、『公共建築』から４篇、ホームページから 6 篇
の文章を抽出した。また抽出した文章を指示内容から【広場】【エ
ントランス・市民空間】【執務空間】【配置計画】【全体計画】の５
つに分類し、それぞれの趣旨を抜き出す。またそれらを年代ごとに
エントランス空間を大きくとり、「外部空間との連続性」や「広場
の眺望場所」として計画するようになった。「県民の交流場所」と
して言及されるようになったのは 1996 年の千葉県庁舎で、その後、
市民空間を「象徴的な空間」や、「全体の空間構成の骨格」として
捉える言及が多くなる。
【執務空間】庁舎の基本機能でもある執務空間については初期の頃
から環境の側面から言及されている。1950 年代には単純な「南面
採光」という説明であったが、1980 年頃から自然通風の取り入れ
方や二重ガラスなど「環境性能の向上」という説明がされるように
なり、1990 年代からは超高層の吹き抜けを利用した建物全体にお
ける風の流れについての言及がなされている。また、「執務空間の
柔軟性」という言説は初期の頃から一貫してあり、常に業務の変化
や建築の長寿命化を基本として設計が行われていることが分かる。
また、1999 年の群馬県庁舎ではオフィスにおける「コミュニケーショ
ンの活性化」という言説があり、県職員の働き方についての考察が
行われているのも特徴的である。
【配置計画】配置計画については７篇を収集した。1950 年代では「拡
張の余地を残す」という表現であったが、1960 年代、1980 年代前
半では周辺や広場との調和を図るという表現がされている。また、
行政、議会、警察の「機能の独立性」について複数例、同時期に言
及されているのも特徴的である。1990 年代後半や 2000 年代では「都
市軸」や「広場を中心とした配置計画」など、広場が都市的な視点
から捉えられるようになったことと合わせて、配置計画についても
同様のことが言える。
【外装材】コンクリート仕上げを主とし、城壁というイメージが追
ないが、コンパクトシティを進めることや、新規にインフラを整備
することを考慮すると、青森市のような規模の都市で庁舎移転をす
るのはリスクが大きすぎる。N: 現状の敷地では必要面積を確保す
るためには高層建築とならざるを得ず、移転は致し方なかった。敷
地選定については県有地の中で候補を挙げたが、市内では駅前の埋
立地、それ以外では諫早などの市外しかなく、必然的に決まった。
もし、市内の郊外にまとまった県有地があれば郊外へ移転も検討し
ていただろう。
【新庁舎に期待すること】A: 都道府県庁レベルでファシリティマネ
ジメントに取り組んでいる自治体はまだ少なく、それに基づいての
庁舎更新は全国でも初めての事例となるので、県有施設利活用方針
の象徴的な施設にしていきたい。N:どんなに市民に開かれた庁舎や、
美しい庁舎が完成しても、庁舎に来ることが目的になってはならな
い。来庁した人が街中に出て行きたくなるような、観光案内として
のソフト機能を重視していきたい。
　以下、個別的な質問と回答を示す。
【庁舎更新の際に床面積を減らせるとした根拠は何か】A:「県有施
設利活用方針」を定めた後に、執務空間の基準を定めたオフィスス
タンダードを設けた。それに基づいて面積の再確認、再分配を行う
と、床面積を減らすことができると判明した。
【庁舎更新を起爆剤として様々な事業を推進する、もしくは庁舎を
複合施設にするという検討はあったか】A: 青森県では県庁以外、
市民利用がある施設で早急に立て替えが必要なものはなかったので
行わなかった。しかし、コンパクトシティを進める上で、今後施設
の集約は検討すべき項目になるだろう。
【業務の IT 化によって必ずしもオフィスが集約している必要性がな
いとも思えるが、実際はどうか】N: 一番の問題は、相談に来た住
民を相談窓口と違う建物に案内せざるを得ない事。業務の上でも、
特に会議室を持たない建物の場合、出向かなければならないこと、
知事等スケジュールを合わせるのが難しい相手にレクチャーをする
際に、職場と違う建物で不用意な時間を過ごさなければならないこ
となど、業務への支障も大きい。
【庁舎開放のために工夫していることはあるか】N: 新庁舎では会議
室を低層部に設けて、土日は一般の方でも使用できるようにする予
定。セキュリティラインを基本設計時に考慮しなければならないた
め、おそらく都道府県庁舎では最初の例になるだろう。
５章　結
５−１.まとめ
　本研究では戦後に新改築された 47 都道府県庁舎を建築構成と都
市的役割という二つの側面から分析を行い、以下のことを明らかに
した。
・現在本庁舎として機能している建物は 1960 年代に建てられたも
のが最も多く、この頃から県民スペースの必要性について語られる
ようになった。
・超高層の庁舎が建設されるようになったのは 1970 年代からで、
それ以降 1990 年代にかけて庁舎の床面積は年々拡大していった。
それに伴って、環境問題への対応や、周辺環境との調和といったこ
とを主眼において設計が行われた。
・1980 年代には庁舎建築それ自体に設計のコンセプトが置かれてい
たが、次第に広場や都市の中における庁舎像というのが追求される
並べたものを図３にまとめる。また、抽出元の一覧を表５に示す。
【広場】広場についての記述は 14 篇を収集した。1950 年代や 1960
年代では広場という表現ではなく庭園計画と表記されていることが
多いがどの年代でも「周辺との調和」や「隣接公園との連続性」に
留意して計画が行われている。1980 年代後半頃には「原風景の再現」
や「植栽や歴史による地域性の表現」など地域の固有性というキー
ワードが語られている。また、1990 年代では「広場を街に開く」
や「オープンスペースの創出」など都市的な視点から広場を捉える
ようになっている。
【エントランス・市民空間】県民スペースの必要性について初めて
言及されたのは 1965 年の岩手県庁で、日常的な利用と言うよりは
小中学生の見学施設としてであった。その後 1980 年代前半頃から
求された奈良県庁舎と旧庁舎との調和を目的としタイル仕上げとし
た神奈川県庁舎は 1960 年代のほぼ同時期であるがそのスタンスは
対象的である。1970 年に建設された静岡県庁舎は隣に戦前庁舎を
有しているが、超高層庁舎として維持管理費の低減を掲げコンク
リートの仕上げとなっている。その後 1980 年代からは再び「旧庁
舎の継承」や「風格と落ち着き」、「心象空間」と言った表現でタイ
ル仕上げが多くなる。一方、1990 年代からはガラスや金属パネル
の使用が進み、「現代生」や「歴史と未来の共生」というような表
現が行われた。また、2000 年に入ってからは茨城県庁舎の「地場
産材料の使用」や、内装材ではあるが栃木県庁舎の地場産の石材の
使用など、地域性の表現が進んでいる。
【全体計画】設計のコンセプトや建物全体に共通するテーマなどを
対象とし、計26篇を収集した。1950年代から1970年代にかけては「モ
ダニズムの排除」や「都市の中のオフィス像の具体化」、「現代建築
と歴史との調和」など、庁舎としての建築像が模索されていた。
1980 年代以降は「省エネルギー」や「地域の環境への適応」、「環
希望の声が多かった。N: 移転することに関して、地元商店街から
は反対する意見が上がった。その理由としては昼間人口が減少する
ことで街が衰退してしまうというものもあるが、多くは現在の出島
の近くという歴史的な敷地には県を司る庁舎がふさわしいというも
のだった。県職員の声としては、新しいオフィスになることを機に、
オフィスレイアウトを工夫し働き方について見直したいという意見
が上がり、大学と協同してワークショップを開催し提言を行ってい
る。
【庁舎の移転について】A: 今回は庁舎を移転することは検討してい
境配慮」、「建築と自然の共生」など環境問題への言及が主流となっ
た。また、1980年代以降「防災機能の強化」や、「高度情報化への挑戦」
や、「高機能建築としての庁舎」など災害時の拠点として庁舎が捉
えられるようになった。また、庁舎のイメージという観点では
1980 年代には「新しい象徴として」や「県の顔として」など建築
自体が主体であったが、1990年代後半では「開かれた庁舎建築」や「都
市の中のボイド」のように建築と都市が一体となることが主題に置
かれるようになった。
３章　都市的役割からみる都道府県庁舎
３−１.都道府県庁舎の立地について
　都道府県庁舎の立地に関して松浦らが行った一連の研究 *2 による
と、府県庁舎を中心とする官庁街は、廃藩置県後、まとまった敷地
を必要としたため城郭周辺に立地する場合が多かった。一方で、宮
城や愛知、熊本など旧陸軍の師団司令部が設置された都市では城郭
周辺ではなく、少し離れた旧武家地や寺社地に立地することが多
かった。しかし、その中でも愛知県や大阪府のように陸軍施設の縮
小に伴って城郭周辺に再び立地した例もある（図４）。
３−２.立地条件の類型化
　先に挙げた松浦らは明治・大正期に官庁街を形成した 39 道府県
庁舎を城郭地区と主要街路、商業地区に着目して立地特性の類型化
を行った。本論文では松浦らの研究による【城郭地区立地型】【主
要街路沿い立地型】【商業地区裏手立地型】【戦災復興移転型】を引
用し、それらに加えて、復興事業以降に移転した事例で、移転後の
敷地が市街地の縁辺部の場合と市街地内の場合で類型化を行った
（表６）。ただし、熊本県庁舎は戦災復興時に移転を行ったが、それ
以降にも移転をしたため、後者の移転事例とした。それぞれの敷地
面積の平均は表７のようになった。【E】と【F】の平均面積はそれ
以外の倍以上であり、庁舎移転の要因は敷地面積の狭隘化によると
ころが大きいと考えられる。移転事例では平均敷地面積は、市街地
立地型の方が大きいという結果が出たが、茨城県庁の 157,110 ㎡が
突出して大きく、それを除いた平均は 77,830 ㎡であり、移転郊外
立地型とほぼ同じであった。
３−３.庁舎移転と跡地活用について
　先の敷地類型化の項で庁舎移転の要因として敷地面積の拡大化が
あることを示したが、その他の要因についての考察を行う。佐々木
信夫による東京都庁舎移転についての論考 *3 では、移転の最大の要
因として東京の多心型都市構造へのシフトを挙げている。また、稲
村らの山形県庁舎の移転と企業立地に関する研究 *4 によると、県庁
舎の郊外移転によって政治党本部や外郭団体、建設関係の事務所な
ど多数の企業が新庁舎周辺に新たに立地することを明らかにしてい
る（図５）。これらより、庁舎移転の要因として都市構造の変革、また、
都市域の拡大が考えられる。一方で移転によるデメリットとしては、
旧庁舎周辺の昼間人口の減少が考えられる。先に挙げたように、都
道府県庁舎は城郭周辺や主要街道沿いに立地したために、自ずと街
の中心に位置することが多い。また、特に地方都市では、何千人規
模で働く県職員のオフィスは自治体内で最大規模となることが多い
ことを考慮すると、その立地が地元商店街や地元経済に与える影響
力は大きいと考えられる。また、郊外への移転の場合、道路の拡張
や公共交通機関の整備等、インフラ整備への費用が必要とされるこ
ともデメリットとして挙げられる。
　表８に戦後に庁舎を移転した都県の一覧とその前後の立地類型
化、旧庁舎保存の有無、跡地の現在の状況を示す。移転先の立地条
件をみると、郊外に移転されたものは 1960 年代、1970 年代が中心で、
1980 年代以降では市街地内での移転が主流となっている。唯一
1980 年代以降で石川県庁は郊外移転しているが、市内中心部と市
内の港湾を結ぶ幹線道路の中間に移転しており、他の郊外移転事例
とは区別する。
　次に旧庁舎の跡地活用についてみると、旧庁舎を保存しているも
のは２事例（山形、茨城）、取り壊し、もしくは一部保存し、別施
設を建設したものは６事例（東京、新潟など）、現在空地や建物を
閉鎖しているものは２事例（秋田、岐阜）であった。また、それぞ
れの機能を見ると、県庁の分庁舎や市役所など行政機能を残してい
るものが２事例（茨城、新潟）、戦前庁舎を活用した資料館やカフェ、
レストランとしているものが２事例（山形、石川）、大規模な会議
場やコンサートホールなど積極的な集客施設としているものが３事
例（東京、福岡、鹿児島）、交通インフラの拠点としているものが
１事例（熊本）であった。庁舎移転のメリットとして都市域の拡大
を挙げたが、1950 年代、1960 年代に郊外移転をした２事例では現
状空地、閉鎖中であり、どちらも市内中心部に立地しながら有効的
な活用がなされておらず、庁舎移転が中心市街地衰退の一因となっ
ているとも考えられる。一方で、跡地に大規模な市民利用施設を建
設しているものは 3 事例あるが、いずれの都県も県政規模が他県よ
り大きく、財政的な余裕があればこその活用方法とも言える。また、
旧庁舎を活用する方法としては、山形県のように建物をそのまま転
用するものや、近年では石川県のように増築をして旧庁舎の価値を
高め、集客性を高める事例もある（図６）。
３−３.景観計画について
　各庁舎の所在自治体の景観計画を参照し、都道府県庁舎と景観計
画の関連性を分析する。47 県庁所在自治体の内、景観計画を策定
している自治体は 40 事例で、その中で、都道府県庁舎が含まれる
範囲を重点地区に指定している自治体は 13 事例であった（表９）。
この 13 事例について、景観計画の規制内容や指定範囲に着目して
類型化を行うと４つに分類することが出来た（表 10）。立地条件と
比較してみると、歴史的景観や自然景観の保全は城郭地区立地が最
も多い一方で、庁舎を新たな景観の中心と捉えている事例もあった。
４章　近年の都道府県庁舎整備
４−１.対象事例と整備概要
　本研究では近年の庁舎整備事例として、現在県庁舎の整備を行っ
ている青森県と長崎県を対象とし、概要をまとめると共に、担当職
員へのヒヤリング調査を行った。以下にそれぞれの整備概要を示す。
【青森県】青森県庁舎は谷口吉郎による基本設計、日建設計による
実施設計を経て 1961 年に竣工した。今回の整備では、老朽化によ
る耐震不足を解消するため、８階建てから６階建てに減築を行い、
軽量化によって最小限の耐震壁増設に留めることで、工事費の削減
に努めている。事業推進の根底には 2007 年に策定された「県有施
設利活用方針」があり、県有施設の床総量をマネジメントし、必要
最低限以上の床面積は保有しないという理念があった。そのため、
庁舎更新の検討時には新庁舎を新築する場合と、耐震改修の費用を
試算し、最終的な減築改修に至った。
【長崎県】長崎県庁舎は日建設計による設計で 1953 年に竣工した。
県庁内では新庁舎建設の検討委員会が 1971 年と 1984 年に設立され
たが、いずれも凍結していた。しかし、九州新幹線の長崎延伸が決
定した 2007 年に再び委員会が設立され、実行に移された。現在の
出島付近の歴史的な敷地から、新長崎駅前の埋立地に移転が行われ、
全国で最も新幹線駅に、また、海に近い庁舎として、諸島への連絡
船との乗り継ぎや、観光情報の発信拠点としてなどソフト面も重視
した整備が行われている。
４−２.ヒヤリング調査
　表 11 にヒヤリング調査の概要をまとめる。また、以下に質問と
それに対する返答を示す。（A: 青森県庁、N: 長崎県庁）
【市民、県職員の反応】A: 市民からの反応は特に上がっていない。
しかし、新築で建替えとなった場合にはおそらく反対意見が上がっ
ていただろう。また、県職員の声としては全庁的に県有施設の利活
用方針への理解があったため、特に新築を求める声は上がらなかっ
た。むしろ、現在冷房機能がないため、それが追加されることへの
ようになった。また、伝統工芸の活用や地場産材の使用など、地域
の固有性を表現するようになった。
・都市的役割という側面では、現在の都道府県庁舎の立地条件を類
型化し、戦後に庁舎を移転した背景には敷地面積の拡大があること
を示した。また、その他の要因として都市域の拡大があり、特に
1960 年代、1970 年代ではその側面が顕著であった。しかし、それ
らの事例では旧庁舎の跡地は空地や閉鎖中であり、庁舎移転が中心
市街地衰退の一因となり得ることを示した。
・また、近年の跡地活用事例では、旧庁舎を従来の博物館的な保存
ではなく、増築部分を付加することで新たな価値を創出し、庁舎移
転による都心の沈滞化を防ぐ手法もある。
５−２.今後の都道府県庁舎整備における展望
　以上の分析結果とヒヤリング調査を踏まえて、以下に今後の都道
府県庁舎整備における展望を述べる。
・1950 年代、1960 年代に建設された庁舎が未だ現役であること、
庁舎の分散化によって業務への支障が常態化していることを考える
と、今後都道府県庁舎の更新事例は増加すると考えられる。また、
年々、庁舎に対する要求性能が向上していることを考慮すると、そ
の建設費も高騰するであろう。然らば、県有施設全体のマネジメン
トの重要性、及び、庁舎更新の際には必ずしも面積拡大だけが選択
肢ではない事を考慮する必要がある。
・地方都市において庁舎の職員規模は有数のものであり、立地が地
域の経済に与える影響は大きく、そのことを考えると街中にあるこ
とが望ましいが、同時に市民利用度が必ずしも高くないことも考慮
すべきである。街中にある都道府県庁舎の意義として職員の執務空
間としてだけでなく、来訪者に対して観光情報を発信することや防
災時の避難施設などソフトとしての機能を充実させることが街に対
して果たすことができる役割であると言える。
第１章　序
１−１.研究の背景と目的
　明治維新後、1871 年の廃藩置県制度に伴って全国に建設された
府県庁舎は、初期の頃は城郭を庁舎として利用した後、県政のシン
ボルとして新築の庁舎が建設されるようになった。その建築形態は
当時の先端技術である西欧様式の模倣であったが、次第に帝冠様式
など日本独自のシンボル性を追求するようになった。また、後にモ
ダニズムが世間を席巻するころには、丹下健三の香川県庁舎を模し
た建築形態が時代の潮流となった。このように都道府県庁舎は時代
の先駆けとなる建築技術、様式を採用しており、すなわち都道府県
庁舎の建築形態は時代の社会背景を反映する鏡のような側面をもっ
ていると言える。
　また、近年庁舎を巡る社会的要求として地方政治の透明性という
名の下に、地域開放が多く謳われるが、市役所や町役場と違い、一
般市民の利用頻度が高くない都道府県庁舎においてはその必要性、
建築的手法が必ずしも同じであるとは一概に言えない。
　そこで、本研究では、戦後に新改築された都道府県庁舎を対象に、
建築構成の変遷や、庁舎が都市に対して果たすことができる役割を
明らかにし、今後の都道府県庁舎整備の展望を示すことを目的とす
る。
１−２.既往研究 *1 と本論文の位置づけ
　都道府県庁舎を横断的に調査した研究としては、石田潤一郎によ
るものが代表的にあるが、戦前のものが中心であり、戦後の庁舎に
ついては概観するに留まっている。また、戦後の庁舎について個別
的に建築計画的観点から分析したもの、建築家に焦点を合わせた意
匠論的観点から分析したもの、官庁街の形成に関するものは多数見
られるが、横断的にかつ建築的側面と都市的側面の両方からアプ
ローチしているものは管見の限りない。論文構成と本研究での言葉
の定義を図１、表１に示す。
２章 .建築構成からみる都道府県庁舎
２−１.分析手法
　各都道府県庁の基礎的な建築情報の収集は石田潤一郎の研究を中
心とし、それを補う形で各庁のホームペ ジや設計事務所ホーム
ページ、建築雑誌などを参照した（表２）。分析方法は、年代ごと
の各庁舎の本庁舎の面積比較（表３）、本庁舎の規模と分庁舎の有
無による類型化（表４、図２） また、設計者の言説を抽出し、空
間ごとに分類しその変化によって設計意図の変遷を分析する。
２−２.建築規模の変遷
　表３、４より各年代の本庁舎の規模、ならびに分庁舎の有無につ
いて考察を行う。また、本研究では戦後に新改築された庁舎を対象
とするため、戦前のものは概観するに留める。
【戦前】戦前に建てられた庁舎を現在も本庁舎としている府県は８
事例であった。本庁舎の床面積はほとんどが 30,000 ㎡以下であり、
いずれの府県も複数棟の分庁舎を抱えている。特に、宮崎県では
10 棟以上の分庁舎に機能が分散し、住民サービスや職員の働き方
という点では決して優れているとは言えない。今後、戦前庁舎の保
存とともに行政機能の集約が求められる。
【1950 年代】1950 年代に建設され現在も本庁舎として機能している
のは８事例である。この時代もまだ面積規模は 30,000 ㎡以下が多く、
いずれも分庁舎を抱えている。一方で、東京都のようにこの時代に本
庁舎を建設しながら、のちに建替えている例もある。また、現在新築
工事中の長崎県庁舎はこの年代に含まれる。
【1960 年代】現在、本庁舎として機能している庁舎はこの年代に建
設されたものが最も多い。分庁舎を有するものの方が多いが、岐阜
県や岩手県のようにこの本庁舎のみで運営している事例もある。し
かし、岐阜県庁は現在老朽化と狭隘化を理由に建替えの検討を行っ
ており、必ずしも現在の要求に応えられているとは言えない。
【1970 年代】この年代は 1960 年代の建設ラッシュの反動からか極
端に建設数が少ない。しかし、いずれの事例も超高層建築であり、
規模はさほど大きくないが、超高層庁舎の先駆けとも言える時代で
ある。
【1980 年代】1980 年代になると超高層庁舎の割合が多くなり、同時
に 60,000 ㎡以上の大規模な庁舎が建設されるようになった。しか
し一方では徳島や福岡など中高層ながら分庁舎を持たない大規模の
庁舎も建設されている。
【1990 年代】この年代は最も大規模な庁舎が建設されている。
75,000 ㎡以上のものが５事例あり、そのほとんどが超高層庁舎で
ある。
【2000 年代】この年代では 1990 年代と対照的に超高層ではあるが
図２ 類型化方法
表３ 本庁面積と建設年代（数字は事例数）
表４ 類型化と建設年代（数字は事例数）
表２ 建築的基礎情報
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床面積 階数 低層 中高層 超高層
北海道 1968 久米建築事務所 55,652㎡ 12 1 2 0
青森県 1961 谷口吉郎 27,168㎡ 8 0 3 0
岩手県 1965 山下設計 37,412㎡ 12 0 0 0
宮城県 1989 三菱地所 72,472㎡ 18 0 0 0
秋田県 1959 建設省営繕課 27,927㎡ 7 0 2 0
山形県 1975 山下設計 51,614㎡ 16 0 0 0
福島県 1954 山下設計 21,958㎡ 5 0 1 0
茨城県 1999 松田平田設計 81,394㎡ 25 0 0 0
栃木県 2007 日本設計 65,650㎡ 15 2 0 0
群馬県 1999 佐藤総合計画 83,503㎡ 33 0 0 0
埼玉県 1955 共同建築研究所 26,037㎡ 5 3 1 0
千葉県 1996 松田平田設計 34,458㎡ 20 0 2 0
東京都 1991 丹下健三 195,567㎡ 45 0 0 1
神奈川県 1928 小尾嘉郎原案・県 37,038㎡ 5 0 3 0
新潟県 1985 日建設計 45,498㎡ 18 0 0 0
富山県 1935 県（顧問：大熊喜邦） 10,005㎡ 5 2 0 0
石川県 2002 山下設計 68,975㎡ 19 0 0 0
福井県 1981 日建設計 43,173㎡ 11 0 0 0
山梨県 1963 明石信道 10,414㎡ 8 2 1 0
長野県 1968 建設省営繕局 49,139㎡ 10 2 0 0
岐阜県 1966 日建設計 43,530㎡ 12 1 0 0
静岡県 1970 日建設計 25,159㎡ 16 1 1 0
愛知県 1938 西村好時・渡辺仁・県 33,705㎡ 6 0 1 0
三重県 1964 東畑建築事務所 29,467㎡ 8 1 0 0
滋賀県 1939 佐藤功一・国枝博 15,540㎡ 4 2 2 0
京都府 1990 岡田新一 14,612㎡ 6 1 1 0
大阪府 1925 平林金吾・岡本碧・府 28,746㎡ 6 0 3 0
兵庫県 1964 兵庫県建築部 24,905㎡ 13 1 2 0
奈良県 1965 建設省近畿地建 17,440㎡ 6 1 1 0
和歌山県 1938 県（顧問：内田祥三） 11,552㎡ 4 0 3 0
鳥取県 1962 建設省営繕局 23,532㎡ 7 0 1 0
島根県 1959 建設省営繕局 20,856㎡ 6 4 1 0
岡山県 1957 前川国男 25,717㎡ 9 3 0 0
広島県 1956 日建設計 33,296㎡ 6 3 1 1
山口県 1984 日建設計 72,000㎡ 15 1 0 0
徳島県 1986 日本設計 54,135㎡ 11 0 0 0
香川県 2000 丹下健三 41,464㎡ 21 0 2 0
愛媛県 1929 木子七郎 20,398㎡ 4 0 2 0
高知県 1962 岸田建築研究所 23,694㎡ 6 1 1 0
福岡県 1981 黒川紀章 77,082㎡ 11 0 0 0
佐賀県 1991 安井建築設計事務所 37,227㎡ 12 1 0 0
長崎県 1953 日建設計 14,468㎡ 6 1 3 0
熊本県 1967 久米建築事務所 45,105㎡ 13 0 1 0
大分県 1962 建設省九州地建 29,488㎡ 9 0 1 1
宮崎県 1931 置塩章 9,694㎡ 3 5 5 0
鹿児島県 1996 佐藤総合計画 78,622㎡ 18 0 0 0
沖縄県 1990 黒川紀章 78,243㎡ 14 0 0 0
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面積規模はやや縮小するようになる。また、香川県のように旧庁舎
を残しながらデザインを踏襲し、超高層庁舎を隣接させる例もある。
２−３.設計意図の変遷
　建築雑誌、または設計社のホームページから設計者の言説を抽出
し、その設計意図を探る。戦後から現在までの建築雑誌『新建築』『
築文化』『公共建築』から都道府県庁舎の設計 17 事例、設計会社の
ホームページから２事例を抽出し、それぞれ『新建築』から 69 篇、『建
築文化』から 10 篇、『公共建築』から４篇、ホームページから 6 篇
の文章を抽出した。また抽出した文章を指示内容から【広場】 エ
ントラ ス・市民空間】【執務空間】【配置計画】【全体計画】の５
つに分類し、それぞれの趣旨を抜き出す。またそれらを年代ごとに
低層分庁型 2 4 2
中高層本庁型 2 3 1
2中高層分庁型 1 1 5 11
超高層本庁型 1 2 3 1
超高層分庁型 1 1 2 2
1920 1930 1940 1950 1960 1970 1980 1990 2000
エントランス空間を大きくとり、「外部空間との連続性」や「広場
の眺望場所」として計画するようになった。「県民の交流場所」と
して言及されるようになったのは 1996 年の千葉県庁舎で、その後、
市民空間を「象徴的な空間」や、「全体の空間構成の骨格」として
捉える言及が多くなる。
【執務空間】庁舎の基本機能でもある執務空間については初期の頃
から環境の側面から言及されている。1950 年代には単純な「南面
採光」という説明であったが、1980 年頃から自然通風の取り入れ
方や二重ガラスなど「環境性能の向上」という説明がされるように
なり、1990 年代からは超高層の吹き抜けを利用した建物全体にお
ける風の流れについての言及がなされている。また、「執務空間の
柔軟性」という言説は初期の頃から一貫してあり、常に業務の変化
や建築の長寿命化を基本として設計が行われていることが分かる。
また、1999 年の群馬県庁舎ではオフィスにおける「コミュニケーショ
ンの活性化」という言説があり、県職員の働き方についての考察が
行われているのも特徴的である。
【配置計画】配置計画については７篇を収集した。1950 年代では「拡
張の余地を残す」という表現であったが、1960 年代、1980 年代前
半では周辺や広場との調和を図るという表現がされている。また、
行政、議会、警察の「機能の独立性」について複数例、同時期に言
及されているのも特徴的である。1990 年代後半や 2000 年代では「都
市軸」や「広場を中心とした配置計画」など、広場が都市的な視点
から捉えられるようになったことと合わせて、配置計画についても
同様のことが言える。
【外装材】コンクリート仕上げを主とし、城壁というイメージが追
ないが、コンパクトシティを進めることや、新規にインフラを整備
することを考慮すると、青森市のような規模の都市で庁舎移転をす
るのはリスクが大きすぎる。N: 現状の敷地では必要面積を確保す
るためには高層建築とならざるを得ず、移転は致し方なかった。敷
地選定については県有地の中で候補を挙げたが、市内では駅前の埋
立地、それ以外では諫早などの市外しかなく、必然的に決まった。
もし、市内の郊外にまとまった県有地があれば郊外へ移転も検討し
ていただろう。
【新庁舎に期待すること】A: 都道府県庁レベルでファシリティマネ
ジメントに取り組んでいる自治体はまだ少なく、それに基づいての
庁舎更新は全国でも初めての事例となるので、県有施設利活用方針
の象徴的な施設にしていきたい。N:どんなに市民に開かれた庁舎や、
美しい庁舎が完成しても、庁舎に来ることが目的になってはならな
い。来庁した人が街中に出て行きたくなるような、観光案内として
のソフト機能を重視していきたい。
　以下、個別的な質問と回答を示す。
【庁舎更新の際に床面積を減らせるとした根拠は何か】A:「県有施
設利活用方針」を定めた後に、執務空間の基準を定めたオフィスス
タンダードを設けた。それに基づいて面積の再確認、再分配を行う
と、床面積を減らすことができると判明した。
【庁舎更新を起爆剤として様々な事業を推進する、もしくは庁舎を
複合施設にするという検討はあったか】A: 青森県では 庁以外、
市民利用がある施設で早急に立て替えが必要なものはなかったので
行わなかった。しかし、コンパクトシティを進める上で、今後施設
の集約は検討すべき項目になるだろう。
【業務の IT 化によって必ずしもオフィスが集約している必要性がな
いとも思えるが、実際はどうか】N: 一番の問題は、相談に来た住
民を相談窓口と違う建物に案内せざるを得ない事。業務の上でも、
特に会議室を持たない建物の場合、出向かなければならないこと、
知事等スケジュールを合わせるのが難しい相手にレクチャーをする
際に、職場と違う建物で不用意な時間を過ごさなければならないこ
となど、業務への支障も大きい。
【庁舎開放のために工夫していることはあるか】N: 新庁舎では会議
室を低層部に設けて、土日は一般の方でも使用できるようにする予
定。セキュリティラインを基本設計時に考慮しなければならないた
め、おそらく都道府県庁舎では最初の例になるだろう。
５章　結
５−１.まとめ
　本研究では戦後に新改築された 47 都道府県庁舎を建築構成と都
市的役割という二つの側面から分析を行い、以下のことを明らかに
した。
・現在本庁舎として機能している建物は 1960 年代に建てられたも
のが最も多く、この頃から県民スペースの必要性について語られる
ようになった。
・超高層の庁舎が建設されるようになったのは 1970 年代からで、
それ以降 1990 年代にかけて庁舎の床面積は年々拡大していった。
それに伴って、環境問題への対応や、周辺環境との調和といったこ
とを主眼において設計が行われた。
・1980 年代には庁舎建築それ自体に設計のコンセプトが置かれてい
たが、次第に広場や都市の中における庁舎像というのが追求される
並べたものを図３にまとめる。また、抽出元の一覧を表５に示す。
【広場】広場についての記述は 14 篇を収集した。1950 年代や 1960
年代では広場という表現ではなく庭園計画と表記されていることが
多いがどの年代でも「周辺との調和」や「隣接公園との連続性」に
留意して計画が行われている。1980 年代後半頃には「原風景の再現」
や「植栽や歴史による地域性の表現」など地域の固有性というキー
ワードが語られている。また、1990 年代では「広場を街に開く」
や「オープンスペースの創出」など都市的な視点から広場を捉える
ようになっている。
【エントランス・市民空間】県民スペースの必要性について初めて
言及されたのは 1965 年の岩手県庁で、日常的な利用と言うよりは
小中学生の見学施設としてであった。その後 1980 年代前半頃から
求された奈良県庁舎と旧庁舎との調和を目的としタイル仕上げとし
た神奈川県庁舎は 1960 年代のほぼ同時期であるがそのスタンスは
対象的である。1970 年に建設された静岡県庁舎は隣に戦前庁舎を
有しているが、超高層庁舎として維持管理費の低減を掲げコンク
リートの仕上げとなっている。その後 1980 年代からは再び「旧庁
舎の継承」や「風格と落ち着き」、「心象空間」と言った表現でタイ
ル仕上げが多くなる。一方、1990 年代からはガラスや金属パネル
の使用が進み、「現代生」や「歴史と未来の共生」というような表
現が行われた。また、2000 年に入ってからは茨城県庁舎の「地場
産材料の使用」や、内装材ではあるが栃木県庁舎の地場産の石材の
使用など、地域性の表現が進んでいる。
【全体計画】設計のコンセプトや建物全体に共通するテーマなどを
対象とし、計26篇を収集した。1950年代から1970年代にかけては「モ
ダニズムの排除」や「都市の中のオフィス像の具体化」、「現代建築
と歴史 の調和」など、庁舎としての建築像が模索されていた。
1980 年代以降は「省エネルギー」や「地域の環境への適応」、「環
希望の声が多かった。N: 移転することに関して、地元商店街から
は反対する意見が上がった。その理由としては昼間人口が減少する
ことで街が衰退してしまうというものもあるが、多くは現在の出島
の近くという歴史的な敷地には県を司る庁舎がふさわしいというも
のだった。県職員の声としては、新しいオフィスになることを機に、
オフィスレイアウトを工夫し働き方について見直したいという意見
が上がり、大学と協同してワークショップを開催し提言を行ってい
る。
【庁舎の移転について】A: 今回は庁舎を移転することは検討してい
境配慮」、「建築と自然の共生」など環境問題への言及が主流となっ
た。また、1980年代以降「防災機能の強化」や、「高度情報化への挑戦」
や、「高機能建築としての庁舎」など災害時の拠点として庁舎が捉
えられるようになった。また、庁舎のイメージという観点では
1980 年代には「新しい象徴として」や「県の顔として」など建築
自体が主体であったが、1990年代後半では「開かれた庁舎建築」や「都
市の中のボイド」のように建築と都市が一体となることが主題に置
かれるようになった。
３章　都市的役割からみる都道府県庁舎
３−１.都道府県庁舎の立地について
　都道府県庁舎の立地に関して松浦らが行った一連の研究 *2 による
と、府県庁舎を中心とする官庁街は、廃藩置県後、まとまった敷地
を必要としたため城郭周辺に立地する場合が多かった。一方で、宮
城や愛知、熊本など旧陸軍の師団司令部が設置された都市では城郭
周辺ではなく、少し離れた旧武家地や寺社地に立 することが多
かった。しかし、その中でも愛知県や大阪府のように陸軍施設の縮
小に伴って城郭周辺に再び立地した例もある（図４）。
３−２.立地条件の類型化
　先に挙げた松浦らは明治・大正期に官庁街を形成した 39 道府県
庁舎を城郭地区と主要街路、商業地区に着目して立地特性の類型化
を行った。本論文では松浦らの研究による【城郭地区立地型】【主
要街路沿い立地型】【商業地区裏手立地型】【戦災復興移転型】を引
用し、それらに加えて、復興事業以降に移転した事例で、移転後の
敷地が市街地の縁辺部の場合と市街地内の場合で類型化を行った
（表６）。ただし、熊本県庁舎は戦災復興時に移転を行ったが、それ
以降にも移転をしたため、後者の移転事例とした。それぞれの敷地
面積の平均は表７のようになった。【E】と F の平均面積はそれ
以外の倍以上であり、庁舎移転の要因は敷地面積の狭隘化によると
ころが大きいと考えられる。移転事例では平均敷地面積は、市街地
立地型の方が大きいという結果が出たが、茨城県庁の 157,110 ㎡が
突出して大きく、それを除いた平均は 77,830 ㎡であり、移転郊外
立地型とほぼ同じであった。
３−３.庁舎移転と跡地活用について
　先の敷地類型化の項で庁舎移転の要因として敷地面積の拡大化が
あることを示したが、その他の要因についての考察を行う。佐々木
信夫による東京都庁舎移転についての論考 *3 では、移転の最大の要
因として東京の多心型都市構造へのシフトを挙げている。また、稲
村らの山形県庁舎の移転と企業立地に関する研究 *4 によると、県庁
舎の郊外移転によって政治党本部や外郭団体、建設関係の事務所な
ど多数の企業が新庁舎周辺に新たに立地することを明らかにしてい
る（図５）。これらより、庁舎移転の要因として都市構造の変革、また、
都市域の拡大が考えられる。一方で移転によるデメリットとしては、
旧庁舎周辺の昼間人口の減少が考えられる。先に挙げたように、都
道府県庁舎は城郭周辺や主要街道沿いに立地したために、自ずと街
の中心に位置することが多い。また、特に地方都市では、何千人規
模で働く県職員のオフィスは自治体内で最大規模となることが多い
ことを考慮すると、その立地が地元商店街や地元経済に与える影響
力は大きいと考えられる。また、郊外への移転の場合、道路の拡張
や公共交通機関の整備等、インフラ整備への費用が必要とされるこ
ともデメリットとして挙げられる。
　表８に戦後 庁舎を移転した都県の一覧とその前後 立地類型
化、旧庁舎保存の有無、跡地の現在の状況を示す。移転先の立地条
件をみると、郊外に移転されたものは 1960 年代、1970 年代が中心で、
1980 年代以降では市街地内での移転が主流となっている。唯一
1980 年代以降で石川県庁は郊外移転しているが、市内中心部と市
内の港湾を結ぶ幹線道路の中間に移転しており、他の郊外移転事例
とは区別する。
　次に旧庁舎の跡地活用についてみると、旧庁舎を保存しているも
のは２事例（山形、茨城） 取り壊し、もしくは一部保存し、別施
設を建設したものは６事例（東京、新潟など）、現在空地や建物を
閉鎖しているものは２事例（秋田、岐阜）であった。また、それぞ
れの機能を見ると、県庁の分庁舎や市役所など行政機能を残してい
るものが２事例（茨城、新潟）戦前庁舎を活用した資料館やカフェ、
レストランとしているものが２事例（山形、石川） 大規模な会議
場やコンサートホールなど積極的な集客施設としているものが３事
例（東京、福岡、鹿児島）、交通インフラの拠点としているものが
１事例（熊本）であった。庁舎移転のメリットとして都市域の拡大
を挙げたが、1950 年代、1960 年代に郊外移転をした２事例では現
状空地、閉鎖中であり、どちらも市内中心部に立地しながら有効的
な活用がなされておらず、庁舎移転が中心市街地衰退の一因となっ
ているとも考えられる。一方で、跡地に大規模な市民利用施設を建
設しているものは 3 事例あるが、いずれの都県も県政規模が他県よ
り大きく、財政的な余裕があればこその活用方法とも言える。また、
旧庁舎を活用する方法としては、山形県のように建物をそのまま転
用するものや、近年では石川県のように増築をして旧庁舎の価値を
高め、集客性を高める事例もある（図６）。
３−３.景観計画について
　各庁舎の所在自治体の景観計画を参照し、都道府県庁舎と景観計
画の関連性を分析する。47 県庁所在自治体の内、景観計画を策定
している自治体は 40 事例で、その中で、都道府県庁舎が含まれる
範囲を重点地区に指定している自治体は 13 事例であった（表９）。
この 13 事例について、景観計画の規制内容や指定範囲に着目して
類型化を行うと４つに分類することが出来た（表 10）。立地条件と
比較してみると、歴史的景観や自然景観の保全は城郭地区立地が最
も多い一方で、庁舎を新たな景観の中心と捉えている事例もあった。
４章　近年の都道府県庁舎整備
４−１.対象事例と整備概要
　本研究では近年の庁舎整備事例として、現在県庁舎の整備を行っ
ている青森県と長崎県を対象とし、概要をまとめると共に、担当職
員へのヒヤリング調査を行った。以下にそれぞれの整備概要を示す。
【青森県】青森県庁舎は谷口吉郎による基本設計、日建設計による
実施設計を経て 1961 年に竣工した。今回の整備では、老朽化によ
る耐震不足を解消するため、８階建てから６階建てに減築を行い、
軽量化によって最小限の耐震壁増設に留めることで、工事費の削減
に努めている。事業推進の根底には 2007 年に策定された「県有施
設利活用方針」があり、県有施設の床総量をマネジメントし、必要
最低限以上の床面積は保有しないという理念があった。そのため、
庁舎更新の検討時には新庁舎を新築する場合と、耐震改修の費用を
試算し、最終的な減築改修に至った。
【長崎県】長崎県庁舎は日建設計による設計で 1953 年に竣工した。
県庁内では新庁舎建設の検討委員会が 1971 年と 1984 年に設立され
たが、いずれも凍結していた。しかし、九州新幹線の長崎延伸が決
定した 2007 年に再び委員会が設立され、実行に移された。現在の
出島付近の歴史的な敷地から、新長崎駅前の埋立地に移転が行われ、
全国で最も新幹線駅に、また、海に近い庁舎として、諸島への連絡
船との乗り継ぎや、観光情報の発信拠点としてなどソフト面も重視
した整備が行われている。
４−２.ヒヤリング調査
　表 11 にヒヤリング調査の概要をまとめる。また、以下に質問と
それに対する返答を示す。（A: 青森県庁、N: 長崎県庁）
【市民、県職員の反応】A: 市民からの反応は特に上がっていない。
しかし、新築で建替えとなった場合にはおそらく反対意見が上がっ
ていただろう。また、県職員の声としては全庁的に県有施設の利活
用方針への理解があったため、特に新築を求める声は上がらなかっ
た。むしろ、現在冷房機能がないため、それが追加されることへの
ようになった。また、伝統工芸の活用や地場産材の使用など、地域
の固有性を表現するようになった。
・都市的役割という側面では、現在の都道府県庁舎の立地条件を類
型化し、戦後に庁舎を移転した背景には敷地面積の拡大があること
を示した。また、その他の要因として都市域の拡大があり、特に
1960 年代、1970 年代ではその側面が顕著であった。しかし、それ
らの事例では旧庁舎の跡地は空地や閉鎖中であり、庁舎移転が中心
市街地衰退の一因となり得ることを示した。
・また、近年の跡地活用事例では、旧庁舎を従来の博物館的な保存
ではなく、増築部分を付加することで新たな価値を創出し、庁舎移
転による都心の沈滞化を防ぐ手法もある。
５−２.今後の都道府県庁舎整備における展望
　以上の分析結果とヒヤリング調査を踏まえて、以下に今後の都道
府県庁舎整備における展望を述べる。
・1950 年代、1960 年代に建設された庁舎が未だ現役であること、
庁舎の分散化によって業務への支障が常態化していることを考える
と、今後都道府県庁舎の更新事例は増加すると考えられる。また、
年々、庁舎に対する要求性能が向上していることを考慮すると、そ
の建設費も高騰するであろう。然らば、県有施設全体のマネジメン
トの重要性、及び、庁舎更新の際には必ずしも面積拡大だけが選択
肢ではない事を考慮する必要がある。
・地方都市において庁舎の職員規模は有数のものであり、立地が地
域の経済に与える影響は大きく、そのことを考えると街中にあるこ
とが望ましいが、同時に市民利用度が必ずしも高くないことも考慮
すべきである。街中にある都道府県庁舎の意義として職員の執務空
間としてだけでなく、来訪者に対して観光情報を発信することや防
災時の避難施設などソフトとしての機能を充実させることが街に対
して果たすことができる役割であると言える。
分庁舎 類型化 事例
低層分庁型
中高層本庁型
中高層分庁型
超高層本庁型
超高層分庁型
本庁舎規模
超高層
本庁方式
分庁方式
中高層
本庁方式
分庁方式
分庁方式中高層
福島、埼玉、神奈川、富山、
滋賀、和歌山、愛媛、宮崎
岩手、福井、岐阜、徳島、
福岡、沖縄
北海道、青森、秋田、山梨、長野、
愛知、三重、京都、大阪、兵庫、
奈良、鳥取、島根、岡山、広島、
高知、佐賀、長崎、大分
宮城、山形、茨城、群馬、新潟、
石川、鹿児島　
栃木、千葉、東京、静岡、山口、
香川
第１章　序
１−１.研究の背景と目的
　明治維新後、1871 年の廃藩置県制度に伴って全国に建設された
府県庁舎は、初期の頃は城郭を庁舎として利用した後、県政のシン
ボルとして新築の庁舎が建設されるようになった。その建築形態は
当時の先端技術である西欧様式の模倣であったが、次第に帝冠様式
など日本独自のシンボル性を追求するようになった。また、後にモ
ダニズムが世間を席巻するころには、丹下健三の香川県庁舎を模し
た建築形態が時代の潮流となった。このように都道府県庁舎は時代
の先駆けとなる建築技術、様式を採用しており、すなわち都道府県
庁舎の建築形態は時代の社会背景を反映する鏡のような側面をもっ
ていると言える。
　また、近年庁舎を巡る社会的要求として地方政治の透明性という
名の下に、地域開放が多く謳われるが、市役所や町役場と違い、一
般市民の利用頻度が高くない都道府県庁舎においてはその必要性、
建築的手法が必ずしも同じであるとは一概に言えない。
　そこで、本研究では、戦後に新改築された都道府県庁舎を対象に、
建築構成の変遷や、庁舎が都市に対して果たすことができる役割を
明らかにし、今後の都道府県庁舎整備の展望を示すことを目的とす
る。
１−２.既往研究 *1 と本論文の位置づけ
　都道府県庁舎を横断的に調査した研究としては、石田潤一郎によ
るものが代表的にあるが、戦前のものが中心であり、戦後の庁舎に
ついては概観するに留まっている。また、戦後の庁舎について個別
的に建築計画的観点から分析したもの、建築家に焦点を合わせた意
匠論的観点から分析したもの、官庁街の形成に関するものは多数見
られるが、横断的にかつ建築的側面と都市的側面の両方からアプ
ローチしているものは管見の限りない。論文構成と本研究での言葉
の定義を図１、表１に示す。
２章 .建築構成からみる都道府県庁舎
２−１.分析手法
　各都道府県庁の基礎的な建築情報の収集は石田潤一郎の研究を中
心とし、それを補う形で各庁のホームページや設計事務所ホーム
ページ、建築雑誌などを参照した（表２）。分析方法は、年代ごと
の各庁舎の本庁舎の面積比較（表３）、本庁舎の規模と分庁舎の有
無による類型化（表４、図２）、また、設計者の言説を抽出し、空
間ごとに分類しその変化によって設計意図の変遷を分析する。
２−２.建築規模の変遷
　表３、４より各年代の本庁舎の規模、ならびに分庁舎の有無につ
いて考察を行う。また、本研究では戦後に新改築された庁舎を対象
とするため、戦前のものは概観するに留める。
【戦前】戦前に建てられた庁舎を現在も本庁舎としている府県は８
事例であった。本庁舎の床面積はほとんどが 30,000 ㎡以下であり、
いずれの府県も複数棟の分庁舎を抱えている。特に、宮崎県では
10 棟以上の分庁舎に機能が分散し、住民サービスや職員の働き方
という点では決して優れているとは言えない。今後、戦前庁舎の保
存とともに行政機能の集約が求められる。
【1950 年代】1950 年代に建設され現在も本庁舎として機能している
のは８事例である。この時代もまだ面積規模は 30,000 ㎡以下が多く、
いずれも分庁舎を抱えている。一方で、東京都のようにこの時代に本
庁舎を建設しながら、のちに建替えている例もある。また、現在新築
工事中の長崎県庁舎はこの年代に含まれる。
【1960 年代】現在、本庁舎として機能している庁舎はこの年代に建
設されたものが最も多い。分庁舎を有するものの方が多いが、岐阜
県や岩手県のようにこの本庁舎のみで運営している事例もある。し
かし、岐阜県庁は現在老朽化と狭隘化を理由に建替えの検討を行っ
ており、必ずしも現在の要求に応えられているとは言えない。
【1970 年代】この年代は 1960 年代の建設ラッシュの反動からか極
端に建設数が少ない。しかし、いずれの事例も超高層建築であり、
規模はさほど大きくないが、超高層庁舎の先駆けとも言える時代で
ある。
【1980 年代】1980 年代になると超高層庁舎の割合が多くなり、同時
に 60,000 ㎡以上の大規模な庁舎が建設されるようになった。しか
し一方では徳島や福岡など中高層ながら分庁舎を持たない大規模の
庁舎も建設されている。
【1990 年代】この年代は最も大規模な庁舎が建設されている。
75,000 ㎡以上のものが５事例あり、そのほとんどが超高層庁舎で
ある。
【2000 年代】この年代では 1990 年代と対照的に超高層ではあるが
表５ 抽出元一覧図３ 言説趣旨年表
1950 年代
【広場】
【エントランス・
市民空間】
【執務空間】
【配置計画】
【外装材】
【全体計画】
1960 年代 1970 年代 1980 年代 1990 年代 2000 年代
隣接公園との連続性
南面採光の追求
拡張の余地を残す 景観との調和 景観と調和したオープンスペースの確保
機能の独立性と広場による調和
機能の独立性と一体性
都市軸による配置計画
広場を中心とした配置計画
可動間仕切りによる柔軟性
用途の変化に順応する
明快な動線計画と業務内容の変化に対応した柔軟性のある空間
積極的な自然採光の取り入れ
環境性能の向上
建築、設備の柔軟性
コミュニケーションの活性化
熱環境の軽減
既存の樹木に合わせた造園計画
県民スペースの確保の必要性
城壁のイメージを追求
戦前庁舎との調和
維持管理費に軽減
象徴的な心象空間の創出
旧庁舎の継承
風格と落ち着き
歴史と未来の共生
自然素材と工業製品の対比
地場産材の使用と耐久性の向上
ガラスによる現代性
外部空間との連続性
市民機能の集約と広場の眺望場所としての空間
空間の演出
旧庁舎のインテリアを継承
素材や伝統工芸、地元産の建材使用による地域性の演出
モダニズムの排除
都市の中におけるオフィス像の具体化
現代建築と歴史的敷地との調和
超高層庁舎の先駆けとして低コストの追求
地域全体の風致の維持を重視
街との調和
県の顔としての庁舎
新しい象徴として
高度情報化への建築的挑戦
歴史伝統による地域性
自然との共生
既存庁舎との調和
高機能建築としての庁舎
開かれた庁舎建築の志向
建築と自然の共生
旧庁舎の踏襲
県産材や伝統工芸による地域性
地域の環境に適応
防災拠点としての機能強化
経済的な維持管理
建築の長寿命化
環境配慮と快適性、省エネルギー省エネルギー、省電力化
防災機能の強化
都市の中のボイド
文化交流の拠点として
象徴的な空間と位置づける
外部と連続した空間構成の骨格としての県民ホール
広場を街に開く
原風景の再現 オープンスペースと自然の多様性の創出
開放性の向上
原風景の継承と広場と一体的な公園
地域の歴史と植栽を表現県民に親しみのある庭園計画
設計年 記載No 都道府県名 設計年 記載No 都道府県名
1 広島県 1956 建築文化1956.10 11 宮城県 1989 新建築1989
2 東京都 1958 新建築1958.6 12 沖縄県 1990 新建築1990.10
3 奈良県 1965 新建築1965.5 13 東京都 1991 新建築1991.6
4 岩手県 1965 建築文化1965.7 14 千葉県 1996 設計社HP
5 神奈川県 1966 新建築1966.9 15 鹿児島県 1996 新建築1997.3
6 静岡県 1970 新建築1970.8 16 茨城県 1999 新建築1999.8
7 福井県 1981 新建築1982.4 17 群馬県 1999 新建築2013.10
8 山口県 1984 公共建築1985 18 香川県 2000 新建築2000.6
9 新潟県 1985 新建築1985.9 19 栃木県 2007 設計社HP
10 徳島県 1988 建築文化1988.12
面積規模はやや縮小するようになる。また、香川県のように旧庁舎
を残しながらデザインを踏襲し、超高層庁舎を隣接させる例もある。
２−３.設計意図の変遷
　建築雑誌、または設計社のホームページから設計者の言説を抽出
し、その設計意図を探る。戦後から現在までの建築雑誌『新建築』『建
築文化』『公共建築』から都道府県庁舎の設計 17 事例、設計会社の
ホームページから２事例を抽出し、それぞれ『新建築』から 69 篇、『建
築文化』から 10 篇、『公共建築』から４篇、ホームページから 6 篇
の文章を抽出した。また抽出した文章を指示内容から【広場】【エ
ントランス・市民空間】【執務空間】【配置計画】【全体計画】の５
つに分類し、それぞれの趣旨を抜き出す。またそれらを年代ごとに
エントランス空間を大きくとり、「外部空間との連続性」や「広場
の眺望場所」として計画するようになった。「県民の交流場所」と
して言及されるようになったのは 1996 年の千葉県庁舎で、その後、
市民空間を「象徴的な空間」や、「全体の空間構成の骨格」として
捉える言及が多くなる。
【執務空間】庁舎の基本機能でもある執務空間については初期の頃
から環境の側面から言及されている。1950 年代には単純な「南面
採光」という説明であったが、1980 年頃から自然通風の取り入れ
方や二重ガラスなど「環境性能の向上」という説明がされるように
なり、1990 年代からは超高層の吹き抜けを利用した建物全体にお
ける風の流れについての言及がなされている。また、「執務空間の
柔軟性」という言説は初期の頃から一貫してあり、常に業務の変化
や建築の長寿命化を基本として設計が行われていることが分かる。
また、1999 年の群馬県庁舎ではオフィスにおける「コミュニケーショ
ンの活性化」という言説があり、県職員の働き方についての考察が
行われているのも特徴的である。
【配置計画】配置計画については７篇を収集した。1950 年代では「拡
張の余地を残す」という表現であったが、1960 年代、1980 年代前
半では周辺や広場との調和を図るという表現がされている。また、
行政、議会、警察の「機能の独立性」について複数例、同時期に言
及されているのも特徴的である。1990 年代後半や 2000 年代では「都
市軸」や「広場を中心とした配置計画」など、広場が都市的な視点
から捉えられるようになったことと合わせて、配置計画についても
同様のことが言える。
【外装材】コンクリート仕上げを主とし、城壁というイメージが追
ないが、コンパクトシティを進めることや、新規にインフラを整備
することを考慮すると、青森市のような規模の都市で庁舎移転をす
るのはリスクが大きすぎる。N: 現状の敷地では必要面積を確保す
るためには高層建築とならざるを得ず、移転は致し方なかった。敷
地選定については県有地の中で候補を挙げたが、市内では駅前の埋
立地、それ以外では諫早などの市外しかなく、必然的に決まった。
もし、市内の郊外にまとまった県有地があれば郊外へ移転も検討し
ていただろう。
【新庁舎に期待すること】A: 都道府県庁レベルでファシリティマネ
ジメントに取り組んでいる自治体はまだ少なく、それに基づいての
庁舎更新は全国でも初めての事例となるので、県有施設利活用方針
の象徴的な施設にしていきたい。N:どんなに市民に開かれた庁舎や、
美しい庁舎が完成しても、庁舎に来ることが目的になってはならな
い。来庁した人が街中に出て行きたくなるような、観光案内として
のソフト機能を重視していきたい。
　以下、個別的な質問と回答を示す。
【庁舎更新の際に床面積を減らせるとした根拠は何か】A:「県有施
設利活用方針」を定めた後に、執務空間の基準を定めたオフィスス
タンダードを設けた。それに基づいて面積の再確認、再分配を行う
と、床面積を減らすことができると判明した。
【庁舎更新を起爆剤として様々な事業を推進する、もしくは庁舎を
複合施設にするという検討はあったか】A: 青森県では県庁以外、
市民利用がある施設で早急に立て替えが必要なものはなかったので
行わなかった。しかし、コンパクトシティを進める上で、今後施設
の集約は検討すべき項目になるだろう。
【業務の IT 化によって必ずしもオフィスが集約している必要性がな
いとも思えるが、実際はどうか】N: 一番の問題は、相談に来た住
民を相談窓口と違う建物に案内せざるを得ない事。業務の上でも、
特に会議室を持たない建物の場合、出向かなければならないこと、
知事等スケジュールを合わせるのが難しい相手にレクチャーをする
際に、職場と違う建物で不用意な時間を過ごさなければならないこ
となど、業務への支障も大きい。
【庁舎開放のために工夫していることはあるか】N: 新庁舎では会議
室を低層部に設けて、土日は一般の方でも使用できるようにする予
定。セキュリティラインを基本設計時に考慮しなければならないた
め、おそらく都道府県庁舎では最初の例になるだろう。
５章　結
５−１.まとめ
　本研究では戦後に新改築された 47 都道府県庁舎を建築構成と都
市的役割という二つの側面から分析を行い、以下のことを明らかに
した。
・現在本庁舎として機能している建物は 1960 年代に建てられたも
のが最も多く、この頃から県民スペースの必要性について語られる
ようになった。
・超高層の庁舎が建設されるようになったのは 1970 年代からで、
それ以降 1990 年代にかけて庁舎の床面積は年々拡大していった。
それに伴って、環境問題への対応や、周辺環境との調和といったこ
とを主眼において設計が行われた。
・1980 年代には庁舎建築それ自体に設計のコンセプトが置かれてい
たが、次第に広場や都市の中における庁舎像というのが追求される
並べたものを図３にまとめる。また、抽出元の一覧を表５に示す。
【広場】広場についての記述は 14 篇を収集した。1950 年代や 1960
年代では広場という表現ではなく庭園計画と表記されていることが
多いがどの年代でも「周辺との調和」や「隣接公園との連続性」に
留意して計画が行われている。1980 年代後半頃には「原風景の再現」
や「植栽や歴史による地域性の表現」など地域の固有性というキー
ワードが語られている。また、1990 年代では「広場を街に開く」
や「オープンスペースの創出」など都市的な視点から広場を捉える
ようになっている。
【エントランス・市民空間】県民スペースの必要性について初めて
言及されたのは 1965 年の岩手県庁で、日常的な利用と言うよりは
小中学生の見学施設としてであった。その後 1980 年代前半頃から
求された奈良県庁舎と旧庁舎との調和を目的としタイル仕上げとし
た神奈川県庁舎は 1960 年代のほぼ同時期であるがそのスタンスは
対象的である。1970 年に建設された静岡県庁舎は隣に戦前庁舎を
有しているが、超高層庁舎として維持管理費の低減を掲げコンク
リートの仕上げとなっている。その後 1980 年代からは再び「旧庁
舎の継承」や「風格と落ち着き」、「心象空間」と言った表現でタイ
ル仕上げが多くなる。一方、1990 年代からはガラスや金属パネル
の使用が進み、「現代生」や「歴史と未来の共生」というような表
現が行われた。また、2000 年に入ってからは茨城県庁舎の「地場
産材料の使用」や、内装材ではあるが栃木県庁舎の地場産の石材の
使用など、地域性の表現が進んでいる。
【全体計画】設計のコンセプトや建物全体に共通するテーマなどを
対象とし、計26篇を収集した。1950年代から1970年代にかけては「モ
ダニズムの排除」や「都市の中のオフィス像の具体化」、「現代建築
と歴史との調和」など、庁舎としての建築像が模索されていた。
1980 年代以降は「省エネルギー」や「地域の環境への適応」、「環
希望の声が多かった。N: 移転することに関して、地元商店街から
は反対する意見が上がった。その理由としては昼間人口が減少する
ことで街が衰退してしまうというものもあるが、多くは現在の出島
の近くという歴史的な敷地には県を司る庁舎がふさわしいというも
のだった。県職員の声としては、新しいオフィスになることを機に、
オフィスレイアウトを工夫し働き方について見直したいという意見
が上がり、大学と協同してワークショップを開催し提言を行ってい
る。
【庁舎の移転について】A: 今回は庁舎を移転することは検討してい
境配慮」、「建築と自然の共生」など環境問題への言及が主流となっ
た。また、1980年代以降「防災機能の強化」や、「高度情報化への挑戦」
や、「高機能建築としての庁舎」など災害時の拠点として庁舎が捉
えられるようになった。また、庁舎のイメージという観点では
1980 年代には「新しい象徴として」や「県の顔として」など建築
自体が主体であったが、1990年代後半では「開かれた庁舎建築」や「都
市の中のボイド」のように建築と都市が一体となることが主題に置
かれるようになった。
３章　都市的役割からみる都道府県庁舎
３−１.都道府県庁舎の立地について
　都道府県庁舎の立地に関して松浦らが行った一連の研究 *2 による
と、府県庁舎を中心とする官庁街は、廃藩置県後、まとまった敷地
を必要としたため城郭周辺に立地する場合が多かった。一方で、宮
城や愛知、熊本など旧陸軍の師団司令部が設置された都市では城郭
周辺ではなく、少し離れた旧武家地や寺社地に立地することが多
かった。しかし、その中でも愛知県や大阪府のように陸軍施設の縮
小に伴って城郭周辺に再び立地した例もある（図４）。
３−２.立地条件の類型化
　先に挙げた松浦らは明治・大正期に官庁街を形成した 39 道府県
庁舎を城郭地区と主要街路、商業地区に着目して立地特性の類型化
を行った。本論文では松浦らの研究による【城郭地区立地型】【主
要街路沿い立地型】【商業地区裏手立地型】【戦災復興移転型】を引
用し、それらに加えて、復興事業以降に移転した事例で、移転後の
敷地が市街地の縁辺部の場合と市街地内の場合で類型化を行った
（表６）。ただし、熊本県庁舎は戦災復興時に移転を行ったが、それ
以降にも移転をしたため、後者の移転事例とした。それぞれの敷地
面積の平均は表７のようになった。【E】と【F】の平均面積はそれ
以外の倍以上であり、庁舎移転の要因は敷地面積の狭隘化によると
ころが大きいと考えられる。移転事例では平均敷地面積は、市街地
立地型の方が大きいという結果が出たが、茨城県庁の 157,110 ㎡が
突出して大きく、それを除いた平均は 77,830 ㎡であり、移転郊外
立地型とほぼ同じであった。
３−３.庁舎移転と跡地活用について
　先の敷地類型化の項で庁舎移転の要因として敷地面積の拡大化が
あることを示したが、その他の要因についての考察を行う。佐々木
信夫による東京都庁舎移転についての論考 *3 では、移転の最大の要
因として東京の多心型都市構造へのシフトを挙げている。また、稲
村らの山形県庁舎の移転と企業立地に関する研究 *4 によると、県庁
舎の郊外移転によって政治党本部や外郭団体、建設関係の事務所な
ど多数の企業が新庁舎周辺に新たに立地することを明らかにしてい
る（図５）。これらより、庁舎移転の要因として都市構造の変革、また、
都市域の拡大が考えられる。一方で移転によるデメリットとしては、
旧庁舎周辺の昼間人口の減少が考えられる。先に挙げたように、都
道府県庁舎は城郭周辺や主要街道沿いに立地したために、自ずと街
の中心に位置することが多い。また、特に地方都市では、何千人規
模で働く県職員のオフィスは自治体内で最大規模となることが多い
ことを考慮すると、その立地が地元商店街や地元経済に与える影響
力は大きいと考えられる。また、郊外への移転の場合、道路の拡張
や公共交通機関の整備等、インフラ整備への費用が必要とされるこ
ともデメリットとして挙げられる。
　表８に戦後に庁舎を移転した都県の一覧とその前後の立地類型
化、旧庁舎保存の有無、跡地の現在の状況を示す。移転先の立地条
件をみると、郊外に移転されたものは 1960 年代、1970 年代が中心で、
1980 年代以降では市街地内での移転が主流となっている。唯一
1980 年代以降で石川県庁は郊外移転しているが、市内中心部と市
内の港湾を結ぶ幹線道路の中間に移転しており、他の郊外移転事例
とは区別する。
　次に旧庁舎の跡地活用についてみると、旧庁舎を保存しているも
のは２事例（山形、茨城）、取り壊し、もしくは一部保存し、別施
設を建設したものは６事例（東京、新潟など）、現在空地や建物を
閉鎖しているものは２事例（秋田、岐阜）であった。また、それぞ
れの機能を見ると、県庁の分庁舎や市役所など行政機能を残してい
るものが２事例（茨城、新潟）、戦前庁舎を活用した資料館やカフェ、
レストランとしているものが２事例（山形、石川）、大規模な会議
場やコンサートホールなど積極的な集客施設としているものが３事
例（東京、福岡、鹿児島）、交通インフラの拠点としているものが
１事例（熊本）であった。庁舎移転のメリットとして都市域の拡大
を挙げたが、1950 年代、1960 年代に郊外移転をした２事例では現
状空地、閉鎖中であり、どちらも市内中心部に立地しながら有効的
な活用がなされておらず、庁舎移転が中心市街地衰退の一因となっ
ているとも考えられる。一方で、跡地に大規模な市民利用施設を建
設しているものは 3 事例あるが、いずれの都県も県政規模が他県よ
り大きく、財政的な余裕があればこその活用方法とも言える。また、
旧庁舎を活用する方法としては、山形県のように建物をそのまま転
用するものや、近年では石川県のように増築をして旧庁舎の価値を
高め、集客性を高める事例もある（図６）。
３−３.景観計画について
　各庁舎の所在自治体の景観計画を参照し、都道府県庁舎と景観計
画の関連性を分析する。47 県庁所在自治体の内、景観計画を策定
している自治体は 40 事例で、その中で、都道府県庁舎が含まれる
範囲を重点地区に指定している自治体は 13 事例であった（表９）。
この 13 事例について、景観計画の規制内容や指定範囲に着目して
類型化を行うと４つに分類することが出来た（表 10）。立地条件と
比較してみると、歴史的景観や自然景観の保全は城郭地区立地が最
も多い一方で、庁舎を新たな景観の中心と捉えている事例もあった。
４章　近年の都道府県庁舎整備
４−１.対象事例と整備概要
　本研究では近年の庁舎整備事例として、現在県庁舎の整備を行っ
ている青森県と長崎県を対象とし、概要をまとめると共に、担当職
員へのヒヤリング調査を行った。以下にそれぞれの整備概要を示す。
【青森県】青森県庁舎は谷口吉郎による基本設計、日建設計による
実施設計を経て 1961 年に竣工した。今回の整備では、老朽化によ
る耐震不足を解消するため、８階建てから６階建てに減築を行い、
軽量化によって最小限の耐震壁増設に留めることで、工事費の削減
に努めている。事業推進の根底には 2007 年に策定された「県有施
設利活用方針」があり、県有施設の床総量をマネジメントし、必要
最低限以上の床面積は保有しないという理念があった。そのため、
庁舎更新の検討時には新庁舎を新築する場合と、耐震改修の費用を
試算し、最終的な減築改修に至った。
【長崎県】長崎県庁舎は日建設計による設計で 1953 年に竣工した。
県庁内では新庁舎建設の検討委員会が 1971 年と 1984 年に設立され
たが、いずれも凍結していた。しかし、九州新幹線の長崎延伸が決
定した 2007 年に再び委員会が設立され、実行に移された。現在の
出島付近の歴史的な敷地から、新長崎駅前の埋立地に移転が行われ、
全国で最も新幹線駅に、また、海に近い庁舎として、諸島への連絡
船との乗り継ぎや、観光情報の発信拠点としてなどソフト面も重視
した整備が行われている。
４−２.ヒヤリング調査
　表 11 にヒヤリング調査の概要をまとめる。また、以下に質問と
それに対する返答を示す。（A: 青森県庁、N: 長崎県庁）
【市民、県職員の反応】A: 市民からの反応は特に上がっていない。
しかし、新築で建替えとなった場合にはおそらく反対意見が上がっ
ていただろう。また、県職員の声としては全庁的に県有施設の利活
用方針への理解があったため、特に新築を求める声は上がらなかっ
た。むしろ、現在冷房機能がないため、それが追加されることへの
ようになった。また、伝統工芸の活用や地場産材の使用など、地域
の固有性を表現するようになった。
・都市的役割という側面では、現在の都道府県庁舎の立地条件を類
型化し、戦後に庁舎を移転した背景には敷地面積の拡大があること
を示した。また、その他の要因として都市域の拡大があり、特に
1960 年代、1970 年代ではその側面が顕著であった。しかし、それ
らの事例では旧庁舎の跡地は空地や閉鎖中であり、庁舎移転が中心
市街地衰退の一因となり得ることを示した。
・また、近年の跡地活用事例では、旧庁舎を従来の博物館的な保存
ではなく、増築部分を付加することで新たな価値を創出し、庁舎移
転による都心の沈滞化を防ぐ手法もある。
５−２.今後の都道府県庁舎整備における展望
　以上の分析結果とヒヤリング調査を踏まえて、以下に今後の都道
府県庁舎整備における展望を述べる。
・1950 年代、1960 年代に建設された庁舎が未だ現役であること、
庁舎の分散化によって業務への支障が常態化していることを考える
と、今後都道府県庁舎の更新事例は増加すると考えられる。また、
年々、庁舎に対する要求性能が向上していることを考慮すると、そ
の建設費も高騰するであろう。然らば、県有施設全体のマネジメン
トの重要性、及び、庁舎更新の際には必ずしも面積拡大だけが選択
肢ではない事を考慮する必要がある。
・地方都市において庁舎の職員規模は有数のものであり、立地が地
域の経済に与える影響は大きく、そのことを考えると街中にあるこ
とが望ましいが、同時に市民利用度が必ずしも高くないことも考慮
すべきである。街中にある都道府県庁舎の意義として職員の執務空
間としてだけでなく、来訪者に対して観光情報を発信することや防
災時の避難施設などソフトとしての機能を充実させることが街に対
して果たすことができる役割であると言える。
第１章　序
１−１.研究の背景と目的
　明治維新後、1871 年の廃藩置県制度に伴って全国に建設された
府県庁舎は、初期の頃は城郭を庁舎として利用した後、県政のシン
ボルとして新築の庁舎が建設されるようになった。その建築形態は
当時の先端技術である西欧様式の模倣であったが、次第に帝冠様式
など日本独自のシンボル性を追求するようになった。また、後にモ
ダニズムが世間を席巻するころには、丹下健三の香川県庁舎を模し
た建築形態が時代の潮流となった。このように都道府県庁舎は時代
の先駆けとなる建築技術、様式を採用しており、すなわち都道府県
庁舎の建築形態は時代の社会背景を反映する鏡のような側面をもっ
ていると言える。
　また、近年庁舎を巡る社会的要求として地方政治の透明性という
名の下に、地域開放が多く謳われるが、市役所や町役場と違い、一
般市民の利用頻度が高くない都道府県庁舎においてはその必要性、
建築的手法が必ずしも同じであるとは一概に言えない。
　そこで、本研究では、戦後に新改築された都道府県庁舎を対象に、
建築構成の変遷や、庁舎が都市に対して果たすことができる役割を
明らかにし、今後の都道府県庁舎整備の展望を示すことを目的とす
る。
１−２.既往研究 *1 と本論文の位置づけ
　都道府県庁舎を横断的に調査した研究としては、石田潤一郎によ
るものが代表的にあるが、戦前のものが中心であり、戦後の庁舎に
ついては概観するに留まっている。また、戦後の庁舎について個別
的に建築計画的観点から分析したもの、建築家に焦点を合わせた意
匠論的観点から分析したもの、官庁街の形成に関するものは多数見
られるが、横断的にかつ建築的側面と都市的側面の両方からアプ
ローチしているものは管見の限りない。論文構成と本研究での言葉
の定義を図１、表１に示す。
２章 .建築構成からみる都道府県庁舎
２−１.分析手法
　各都道府県庁の基礎的な建築情報の収集は石田潤一郎の研究を中
心とし、それを補う形で各庁のホームペ ジや設計事務所ホーム
ページ、建築雑誌などを参照した（表２）。分析方法は、年代ごと
の各庁舎の本庁舎の面積比較（表３）、本庁舎の規模と分庁舎の有
無による類型化（表４、図２） また、設計者の言説を抽出し、空
間ごとに分類しその変化によって設計意図の変遷を分析する。
２−２.建築規模の変遷
　表３、４より各年代の本庁舎の規模、ならびに分庁舎の有無につ
いて考察を行う。また、本研究では戦後に新改築された庁舎を対象
とするため、戦前のものは概観するに留める。
【戦前】戦前に建てられた庁舎を現在も本庁舎としている府県は８
事例であった。本庁舎の床面積はほとんどが 30,000 ㎡以下であり、
いずれの府県も複数棟の分庁舎を抱えている。特に、宮崎県では
10 棟以上の分庁舎に機能が分散し、住民サービスや職員の働き方
という点では決して優れているとは言えない。今後、戦前庁舎の保
存とともに行政機能の集約が求められる。
【1950 年代】1950 年代に建設され現在も本庁舎として機能している
のは８事例である。この時代もまだ面積規模は 30,000 ㎡以下が多く、
いずれも分庁舎を抱えている。一方で、東京都のようにこの時代に本
庁舎を建設しながら、のちに建替えている例もある。また、現在新築
工事中の長崎県庁舎はこの年代に含まれる。
【1960 年代】現在、本庁舎として機能している庁舎はこの年代に建
設されたものが最も多い。分庁舎を有するものの方が多いが、岐阜
県や岩手県のようにこの本庁舎のみで運営している事例もある。し
かし、岐阜県庁は現在老朽化と狭隘化を理由に建替えの検討を行っ
ており、必ずしも現在の要求に応えられているとは言えない。
【1970 年代】この年代は 1960 年代の建設ラッシュの反動からか極
端に建設数が少ない。しかし、いずれの事例も超高層建築であり、
規模はさほど大きくないが、超高層庁舎の先駆けとも言える時代で
ある。
【1980 年代】1980 年代になると超高層庁舎の割合が多くなり、同時
に 60,000 ㎡以上の大規模な庁舎が建設されるようになった。しか
し一方では徳島や福岡など中高層ながら分庁舎を持たない大規模の
庁舎も建設されている。
【1990 年代】この年代は最も大規模な庁舎が建設されている。
75,000 ㎡以上のものが５事例あり、そのほとんどが超高層庁舎で
ある。
【2000 年代】この年代では 1990 年代と対照的に超高層ではあるが
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面積規模はやや縮小するようになる。また、香川県のように旧庁舎
を残しながらデザインを踏襲し、超高層庁舎を隣接させる例もある。
２−３.設計意図の変遷
　建築雑誌、または設計社のホームページから設計者の言説を抽出
し、その設計意図を探る。戦後から現在までの建築雑誌『新建築』『
築文化』『公共建築』から都道府県庁舎の設計 17 事例、設計会社の
ホームページから２事例を抽出し、それぞれ『新建築』から 69 篇、『建
築文化』から 10 篇、『公共建築』から４篇、ホームページから 6 篇
の文章を抽出した。また抽出した文章を指示内容から【広場】 エ
ントラ ス・市民空間】【執務空間】【配置計画】【全体計画】の５
つに分類し、それぞれの趣旨を抜き出す。またそれらを年代ごとに
エントランス空間を大きくとり、「外部空間との連続性」や「広場
の眺望場所」として計画するようになった。「県民の交流場所」と
して言及されるようになったのは 1996 年の千葉県庁舎で、その後、
市民空間を「象徴的な空間」や、「全体の空間構成の骨格」として
捉える言及が多くなる。
【執務空間】庁舎の基本機能でもある執務空間については初期の頃
から環境の側面から言及されている。1950 年代には単純な「南面
採光」という説明であったが、1980 年頃から自然通風の取り入れ
方や二重ガラスなど「環境性能の向上」という説明がされるように
なり、1990 年代からは超高層の吹き抜けを利用した建物全体にお
ける風の流れについての言及がなされている。また、「執務空間の
柔軟性」という言説は初期の頃から一貫してあり、常に業務の変化
や建築の長寿命化を基本として設計が行われていることが分かる。
また、1999 年の群馬県庁舎ではオフィスにおける「コミュニケーショ
ンの活性化」という言説があり、県職員の働き方についての考察が
行われているのも特徴的である。
【配置計画】配置計画については７篇を収集した。1950 年代では「拡
張の余地を残す」という表現であったが、1960 年代、1980 年代前
半では周辺や広場との調和を図るという表現がされている。また、
行政、議会、警察の「機能の独立性」について複数例、同時期に言
及されているのも特徴的である。1990 年代後半や 2000 年代では「都
市軸」や「広場を中心とした配置計画」など、広場が都市的な視点
から捉えられるようになったことと合わせて、配置計画についても
同様のことが言える。
【外装材】コンクリート仕上げを主とし、城壁というイメージが追
ないが、コンパクトシティを進めることや、新規にインフラを整備
することを考慮すると、青森市のような規模の都市で庁舎移転をす
るのはリスクが大きすぎる。N: 現状の敷地では必要面積を確保す
るためには高層建築とならざるを得ず、移転は致し方なかった。敷
地選定については県有地の中で候補を挙げたが、市内では駅前の埋
立地、それ以外では諫早などの市外しかなく、必然的に決まった。
もし、市内の郊外にまとまった県有地があれば郊外へ移転も検討し
ていただろう。
【新庁舎に期待すること】A: 都道府県庁レベルでファシリティマネ
ジメントに取り組んでいる自治体はまだ少なく、それに基づいての
庁舎更新は全国でも初めての事例となるので、県有施設利活用方針
の象徴的な施設にしていきたい。N:どんなに市民に開かれた庁舎や、
美しい庁舎が完成しても、庁舎に来ることが目的になってはならな
い。来庁した人が街中に出て行きたくなるような、観光案内として
のソフト機能を重視していきたい。
　以下、個別的な質問と回答を示す。
【庁舎更新の際に床面積を減らせるとした根拠は何か】A:「県有施
設利活用方針」を定めた後に、執務空間の基準を定めたオフィスス
タンダードを設けた。それに基づいて面積の再確認、再分配を行う
と、床面積を減らすことができると判明した。
【庁舎更新を起爆剤として様々な事業を推進する、もしくは庁舎を
複合施設にするという検討はあったか】A: 青森県では 庁以外、
市民利用がある施設で早急に立て替えが必要なものはなかったので
行わなかった。しかし、コンパクトシティを進める上で、今後施設
の集約は検討すべき項目になるだろう。
【業務の IT 化によって必ずしもオフィスが集約している必要性がな
いとも思えるが、実際はどうか】N: 一番の問題は、相談に来た住
民を相談窓口と違う建物に案内せざるを得ない事。業務の上でも、
特に会議室を持たない建物の場合、出向かなければならないこと、
知事等スケジュールを合わせるのが難しい相手にレクチャーをする
際に、職場と違う建物で不用意な時間を過ごさなければならないこ
となど、業務への支障も大きい。
【庁舎開放のために工夫していることはあるか】N: 新庁舎では会議
室を低層部に設けて、土日は一般の方でも使用できるようにする予
定。セキュリティラインを基本設計時に考慮しなければならないた
め、おそらく都道府県庁舎では最初の例になるだろう。
５章　結
５−１.まとめ
　本研究では戦後に新改築された 47 都道府県庁舎を建築構成と都
市的役割という二つの側面から分析を行い、以下のことを明らかに
した。
・現在本庁舎として機能している建物は 1960 年代に建てられたも
のが最も多く、この頃から県民スペースの必要性について語られる
ようになった。
・超高層の庁舎が建設されるようになったのは 1970 年代からで、
それ以降 1990 年代にかけて庁舎の床面積は年々拡大していった。
それに伴って、環境問題への対応や、周辺環境との調和といったこ
とを主眼において設計が行われた。
・1980 年代には庁舎建築それ自体に設計のコンセプトが置かれてい
たが、次第に広場や都市の中における庁舎像というのが追求される
並べたものを図３にまとめる。また、抽出元の一覧を表５に示す。
【広場】広場についての記述は 14 篇を収集した。1950 年代や 1960
年代では広場という表現ではなく庭園計画と表記されていることが
多いがどの年代でも「周辺との調和」や「隣接公園との連続性」に
留意して計画が行われている。1980 年代後半頃には「原風景の再現」
や「植栽や歴史による地域性の表現」など地域の固有性というキー
ワードが語られている。また、1990 年代では「広場を街に開く」
や「オープンスペースの創出」など都市的な視点から広場を捉える
ようになっている。
【エントランス・市民空間】県民スペースの必要性について初めて
言及されたのは 1965 年の岩手県庁で、日常的な利用と言うよりは
小中学生の見学施設としてであった。その後 1980 年代前半頃から
求された奈良県庁舎と旧庁舎との調和を目的としタイル仕上げとし
た神奈川県庁舎は 1960 年代のほぼ同時期であるがそのスタンスは
対象的である。1970 年に建設された静岡県庁舎は隣に戦前庁舎を
有しているが、超高層庁舎として維持管理費の低減を掲げコンク
リートの仕上げとなっている。その後 1980 年代からは再び「旧庁
舎の継承」や「風格と落ち着き」、「心象空間」と言った表現でタイ
ル仕上げが多くなる。一方、1990 年代からはガラスや金属パネル
の使用が進み、「現代生」や「歴史と未来の共生」というような表
現が行われた。また、2000 年に入ってからは茨城県庁舎の「地場
産材料の使用」や、内装材ではあるが栃木県庁舎の地場産の石材の
使用など、地域性の表現が進んでいる。
【全体計画】設計のコンセプトや建物全体に共通するテーマなどを
対象とし、計26篇を収集した。1950年代から1970年代にかけては「モ
ダニズムの排除」や「都市の中のオフィス像の具体化」、「現代建築
と歴史 の調和」など、庁舎としての建築像が模索されていた。
1980 年代以降は「省エネルギー」や「地域の環境への適応」、「環
希望の声が多かった。N: 移転することに関して、地元商店街から
は反対する意見が上がった。その理由としては昼間人口が減少する
ことで街が衰退してしまうというものもあるが、多くは現在の出島
の近くという歴史的な敷地には県を司る庁舎がふさわしいというも
のだった。県職員の声としては、新しいオフィスになることを機に、
オフィスレイアウトを工夫し働き方について見直したいという意見
が上がり、大学と協同してワークショップを開催し提言を行ってい
る。
【庁舎の移転について】A: 今回は庁舎を移転することは検討してい
境配慮」、「建築と自然の共生」など環境問題への言及が主流となっ
た。また、1980年代以降「防災機能の強化」や、「高度情報化への挑戦」
や、「高機能建築としての庁舎」など災害時の拠点として庁舎が捉
えられるようになった。また、庁舎のイメージという観点では
1980 年代には「新しい象徴として」や「県の顔として」など建築
自体が主体であったが、1990年代後半では「開かれた庁舎建築」や「都
市の中のボイド」のように建築と都市が一体となることが主題に置
かれるようになった。
３章　都市的役割からみる都道府県庁舎
３−１.都道府県庁舎の立地について
　都道府県庁舎の立地に関して松浦らが行った一連の研究 *2 による
と、府県庁舎を中心とする官庁街は、廃藩置県後、まとまった敷地
を必要としたため城郭周辺に立地する場合が多かった。一方で、宮
城や愛知、熊本など旧陸軍の師団司令部が設置された都市では城郭
周辺ではなく、少し離れた旧武家地や寺社地に立 することが多
かった。しかし、その中でも愛知県や大阪府のように陸軍施設の縮
小に伴って城郭周辺に再び立地した例もある（図４）。
３−２.立地条件の類型化
　先に挙げた松浦らは明治・大正期に官庁街を形成した 39 道府県
庁舎を城郭地区と主要街路、商業地区に着目して立地特性の類型化
を行った。本論文では松浦らの研究による【城郭地区立地型】【主
要街路沿い立地型】【商業地区裏手立地型】【戦災復興移転型】を引
用し、それらに加えて、復興事業以降に移転した事例で、移転後の
敷地が市街地の縁辺部の場合と市街地内の場合で類型化を行った
（表６）。ただし、熊本県庁舎は戦災復興時に移転を行ったが、それ
以降にも移転をしたため、後者の移転事例とした。それぞれの敷地
面積の平均は表７のようになった。【E】と F の平均面積はそれ
以外の倍以上であり、庁舎移転の要因は敷地面積の狭隘化によると
ころが大きいと考えられる。移転事例では平均敷地面積は、市街地
立地型の方が大きいという結果が出たが、茨城県庁の 157,110 ㎡が
突出して大きく、それを除いた平均は 77,830 ㎡であり、移転郊外
立地型とほぼ同じであった。
３−３.庁舎移転と跡地活用について
　先の敷地類型化の項で庁舎移転の要因として敷地面積の拡大化が
あることを示したが、その他の要因についての考察を行う。佐々木
信夫による東京都庁舎移転についての論考 *3 では、移転の最大の要
因として東京の多心型都市構造へのシフトを挙げている。また、稲
村らの山形県庁舎の移転と企業立地に関する研究 *4 によると、県庁
舎の郊外移転によって政治党本部や外郭団体、建設関係の事務所な
ど多数の企業が新庁舎周辺に新たに立地することを明らかにしてい
る（図５）。これらより、庁舎移転の要因として都市構造の変革、また、
都市域の拡大が考えられる。一方で移転によるデメリットとしては、
旧庁舎周辺の昼間人口の減少が考えられる。先に挙げたように、都
道府県庁舎は城郭周辺や主要街道沿いに立地したために、自ずと街
の中心に位置することが多い。また、特に地方都市では、何千人規
模で働く県職員のオフィスは自治体内で最大規模となることが多い
ことを考慮すると、その立地が地元商店街や地元経済に与える影響
力は大きいと考えられる。また、郊外への移転の場合、道路の拡張
や公共交通機関の整備等、インフラ整備への費用が必要とされるこ
ともデメリットとして挙げられる。
【A】 【B】 【C】 【D】 【E】 【F】
32,491㎡ 19,512㎡ 41,358㎡ 30,271㎡ 78,195㎡ 91,044㎡
　表８に戦後 庁舎を移転した都県の一覧とその前後 立地類型
化、旧庁舎保存の有無、跡地の現在の状況を示す。移転先の立地条
件をみると、郊外に移転されたものは 1960 年代、1970 年代が中心で、
1980 年代以降では市街地内での移転が主流となっている。唯一
1980 年代以降で石川県庁は郊外移転しているが、市内中心部と市
内の港湾を結ぶ幹線道路の中間に移転しており、他の郊外移転事例
とは区別する。
　次に旧庁舎の跡地活用についてみると、旧庁舎を保存しているも
のは２事例（山形、茨城） 取り壊し、もしくは一部保存し、別施
設を建設したものは６事例（東京、新潟など）、現在空地や建物を
閉鎖しているものは２事例（秋田、岐阜）であった。また、それぞ
れの機能を見ると、県庁の分庁舎や市役所など行政機能を残してい
るものが２事例（茨城、新潟）戦前庁舎を活用した資料館やカフェ、
レストランとしているものが２事例（山形、石川） 大規模な会議
場やコンサートホールなど積極的な集客施設としているものが３事
移転当時（1975 年）
写真引用：国土地理院
移転後（2009 年）
例（東京、福岡、鹿児島）、交通インフラの拠点としているものが
１事例（熊本）であった。庁舎移転のメリットとして都市域の拡大
を挙げたが、1950 年代、1960 年代に郊外移転をした２事例では現
状空地、閉鎖中であり、どちらも市内中心部に立地しながら有効的
な活用がなされておらず、庁舎移転が中心市街地衰退の一因となっ
ているとも考えられる。一方で、跡地に大規模な市民利用施設を建
設しているものは 3 事例あるが、いずれの都県も県政規模が他県よ
り大きく、財政的な余裕があればこその活用方法とも言える。また、
旧庁舎を活用する方法としては、山形県のように建物をそのまま転
用するものや、近年では石川県のように増築をして旧庁舎の価値を
高め、集客性を高める事例もある（図６）。
３−３.景観計画について
　各庁舎の所在自治体の景観計画を参照し、都道府県庁舎と景観計
画の関連性を分析する。47 県庁所在自治体の内、景観計画を策定
している自治体は 40 事例で、その中で、都道府県庁舎が含まれる
範囲を重点地区に指定している自治体は 13 事例であった（表９）。
この 13 事例について、景観計画の規制内容や指定範囲に着目して
類型化を行うと４つに分類することが出来た（表 10）。立地条件と
比較してみると、歴史的景観や自然景観の保全は城郭地区立地が最
も多い一方で、庁舎を新たな景観の中心と捉えている事例もあった。
４章　近年の都道府県庁舎整備
４−１.対象事例と整備概要
　本研究では近年の庁舎整備事例として、現在県庁舎の整備を行っ
ている青森県と長崎県を対象とし、概要をまとめると共に、担当職
員へのヒヤリング調査を行った。以下にそれぞれの整備概要を示す。
【青森県】青森県庁舎は谷口吉郎による基本設計、日建設計による
実施設計を経て 1961 年に竣工した。今回の整備では、老朽化によ
る耐震不足を解消するため、８階建てから６階建てに減築を行い、
軽量化によって最小限の耐震壁増設に留めることで、工事費の削減
に努めている。事業推進の根底には 2007 年に策定された「県有施
設利活用方針」があり、県有施設の床総量をマネジメントし、必要
最低限以上の床面積は保有しないという理念があった。そのため、
庁舎更新の検討時には新庁舎を新築する場合と、耐震改修の費用を
試算し、最終的な減築改修に至った。
【長崎県】長崎県庁舎は日建設計による設計で 1953 年に竣工した。
県庁内では新庁舎建設の検討委員会が 1971 年と 1984 年に設立され
たが、いずれも凍結していた。しかし、九州新幹線の長崎延伸が決
定した 2007 年に再び委員会が設立され、実行に移された。現在の
出島付近の歴史的な敷地から、新長崎駅前の埋立地に移転が行われ、
全国で最も新幹線駅に、また、海に近い庁舎として、諸島への連絡
船との乗り継ぎや、観光情報の発信拠点としてなどソフト面も重視
した整備が行われている。
４−２.ヒヤリング調査
　表 11 にヒヤリング調査の概要をまとめる。また、以下に質問と
それに対する返答を示す。（A: 青森県庁、N: 長崎県庁）
【市民、県職員の反応】A: 市民からの反応は特に上がっていない。
しかし、新築で建替えとなった場合にはおそらく反対意見が上がっ
ていただろう。また、県職員の声としては全庁的に県有施設の利活
用方針への理解があったため、特に新築を求める声は上がらなかっ
た。むしろ、現在冷房機能がないため、それが追加されることへの
ようになった。また、伝統工芸の活用や地場産材の使用など、地域
の固有性を表現するようになった。
・都市的役割という側面では、現在の都道府県庁舎の立地条件を類
型化し、戦後に庁舎を移転した背景には敷地面積の拡大があること
を示した。また、その他の要因として都市域の拡大があり、特に
1960 年代、1970 年代ではその側面が顕著であった。しかし、それ
らの事例では旧庁舎の跡地は空地や閉鎖中であり、庁舎移転が中心
市街地衰退の一因となり得ることを示した。
・また、近年の跡地活用事例では、旧庁舎を従来の博物館的な保存
ではなく、増築部分を付加することで新たな価値を創出し、庁舎移
転による都心の沈滞化を防ぐ手法もある。
５−２.今後の都道府県庁舎整備における展望
　以上の分析結果とヒヤリング調査を踏まえて、以下に今後の都道
府県庁舎整備における展望を述べる。
・1950 年代、1960 年代に建設された庁舎が未だ現役であること、
庁舎の分散化によって業務への支障が常態化していることを考える
と、今後都道府県庁舎の更新事例は増加すると考えられる。また、
年々、庁舎に対する要求性能が向上していることを考慮すると、そ
の建設費も高騰するであろう。然らば、県有施設全体のマネジメン
トの重要性、及び、庁舎更新の際には必ずしも面積拡大だけが選択
肢ではない事を考慮する必要がある。
・地方都市において庁舎の職員規模は有数のものであり、立地が地
域の経済に与える影響は大きく、そのことを考えると街中にあるこ
とが望ましいが、同時に市民利用度が必ずしも高くないことも考慮
すべきである。街中にある都道府県庁舎の意義として職員の執務空
間としてだけでなく、来訪者に対して観光情報を発信することや防
災時の避難施設などソフトとしての機能を充実させることが街に対
して果たすことができる役割であると言える。
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近世城下町型の都市で、廃藩置県後、城郭も
しくはその周辺に軍施設が立地せず官庁街が
形成された場合。
近世城下町以外の都市、もしくは城郭に官
庁街が形成されなかった地区で、主要道路
沿いに立地している場合。
近世城下町以外の都市、もしくは城郭に官庁
街が形成されなかった地区で、主要道路から
商業地区を挟んで裏手に立地している場合。
戦災復興以降に庁舎を移転した事例で、市
街地の縁辺部に立地した場合。
戦後の戦災復興事業で庁舎を移転した事例
戦後に庁舎を移転した事例で、既成の市街
地内に立地した場合。
第１章　序
１−１.研究の背景と目的
　明治維新後、1871 年の廃藩置県制度に伴って全国に建設された
府県庁舎は、初期の頃は城郭を庁舎として利用した後、県政のシン
ボルとして新築の庁舎が建設されるようになった。その建築形態は
当時の先端技術である西欧様式の模倣であったが、次第に帝冠様式
など日本独自のシンボル性を追求するようになった。また、後にモ
ダニズムが世間を席巻するころには、丹下健三の香川県庁舎を模し
た建築形態が時代の潮流となった。このように都道府県庁舎は時代
の先駆けとなる建築技術、様式を採用しており、すなわち都道府県
庁舎の建築形態は時代の社会背景を反映する鏡のような側面をもっ
ていると言える。
　また、近年庁舎を巡る社会的要求として地方政治の透明性という
名の下に、地域開放が多く謳われるが、市役所や町役場と違い、一
般市民の利用頻度が高くない都道府県庁舎においてはその必要性、
建築的手法が必ずしも同じであるとは一概に言えない。
　そこで、本研究では、戦後に新改築された都道府県庁舎を対象に、
建築構成の変遷や、庁舎が都市に対して果たすことができる役割を
明らかにし、今後の都道府県庁舎整備の展望を示すことを目的とす
る。
１−２.既往研究 *1 と本論文の位置づけ
　都道府県庁舎を横断的に調査した研究としては、石田潤一郎によ
るものが代表的にあるが、戦前のものが中心であり、戦後の庁舎に
ついては概観するに留まっている。また、戦後の庁舎について個別
的に建築計画的観点から分析したもの、建築家に焦点を合わせた意
匠論的観点から分析したもの、官庁街の形成に関するものは多数見
られるが、横断的にかつ建築的側面と都市的側面の両方からアプ
ローチしているものは管見の限りない。論文構成と本研究での言葉
の定義を図１、表１に示す。
２章 .建築構成からみる都道府県庁舎
２−１.分析手法
　各都道府県庁の基礎的な建築情報の収集は石田潤一郎の研究を中
心とし、それを補う形で各庁のホームページや設計事務所ホーム
ページ、建築雑誌などを参照した（表２）。分析方法は、年代ごと
の各庁舎の本庁舎の面積比較（表３）、本庁舎の規模と分庁舎の有
無による類型化（表４、図２）、また、設計者の言説を抽出し、空
間ごとに分類しその変化によって設計意図の変遷を分析する。
２−２.建築規模の変遷
　表３、４より各年代の本庁舎の規模、ならびに分庁舎の有無につ
いて考察を行う。また、本研究では戦後に新改築された庁舎を対象
とするため、戦前のものは概観するに留める。
【戦前】戦前に建てられた庁舎を現在も本庁舎としている府県は８
事例であった。本庁舎の床面積はほとんどが 30,000 ㎡以下であり、
いずれの府県も複数棟の分庁舎を抱えている。特に、宮崎県では
10 棟以上の分庁舎に機能が分散し、住民サービスや職員の働き方
という点では決して優れているとは言えない。今後、戦前庁舎の保
存とともに行政機能の集約が求められる。
【1950 年代】1950 年代に建設され現在も本庁舎として機能している
のは８事例である。この時代もまだ面積規模は 30,000 ㎡以下が多く、
いずれも分庁舎を抱えている。一方で、東京都のようにこの時代に本
庁舎を建設しながら、のちに建替えている例もある。また、現在新築
工事中の長崎県庁舎はこの年代に含まれる。
【1960 年代】現在、本庁舎として機能している庁舎はこの年代に建
設されたものが最も多い。分庁舎を有するものの方が多いが、岐阜
県や岩手県のようにこの本庁舎のみで運営している事例もある。し
かし、岐阜県庁は現在老朽化と狭隘化を理由に建替えの検討を行っ
ており、必ずしも現在の要求に応えられているとは言えない。
【1970 年代】この年代は 1960 年代の建設ラッシュの反動からか極
端に建設数が少ない。しかし、いずれの事例も超高層建築であり、
規模はさほど大きくないが、超高層庁舎の先駆けとも言える時代で
ある。
【1980 年代】1980 年代になると超高層庁舎の割合が多くなり、同時
に 60,000 ㎡以上の大規模な庁舎が建設されるようになった。しか
し一方では徳島や福岡など中高層ながら分庁舎を持たない大規模の
庁舎も建設されている。
【1990 年代】この年代は最も大規模な庁舎が建設されている。
75,000 ㎡以上のものが５事例あり、そのほとんどが超高層庁舎で
ある。
【2000 年代】この年代では 1990 年代と対照的に超高層ではあるが
表５ 抽出元一覧図３ 言説趣旨年表
1950 年代
【広場】
【エントランス・
市民空間】
【執務空間】
【配置計画】
【外装材】
【全体計画】
1960 年代 1970 年代 1980 年代 1990 年代 2000 年代
隣接公園との連続性
南面採光の追求
拡張の余地を残す 景観との調和 景観と調和したオープンスペースの確保
機能の独立性と広場による調和
機能の独立性と一体性
都市軸による配置計画
広場を中心とした配置計画
可動間仕切りによる柔軟性
用途の変化に順応する
明快な動線計画と業務内容の変化に対応した柔軟性のある空間
積極的な自然採光の取り入れ
環境性能の向上
建築、設備の柔軟性
コミュニケーションの活性化
熱環境の軽減
既存の樹木に合わせた造園計画
県民スペースの確保の必要性
城壁のイメージを追求
戦前庁舎との調和
維持管理費に軽減
象徴的な心象空間の創出
旧庁舎の継承
風格と落ち着き
歴史と未来の共生
自然素材と工業製品の対比
地場産材の使用と耐久性の向上
ガラスによる現代性
外部空間との連続性
市民機能の集約と広場の眺望場所としての空間
空間の演出
旧庁舎のインテリアを継承
素材や伝統工芸、地元産の建材使用による地域性の演出
モダニズムの排除
都市の中におけるオフィス像の具体化
現代建築と歴史的敷地との調和
超高層庁舎の先駆けとして低コストの追求
地域全体の風致の維持を重視
街との調和
県の顔としての庁舎
新しい象徴として
高度情報化への建築的挑戦
歴史伝統による地域性
自然との共生
既存庁舎との調和
高機能建築としての庁舎
開かれた庁舎建築の志向
建築と自然の共生
旧庁舎の踏襲
県産材や伝統工芸による地域性
地域の環境に適応
防災拠点としての機能強化
経済的な維持管理
建築の長寿命化
環境配慮と快適性、省エネルギー省エネルギー、省電力化
防災機能の強化
都市の中のボイド
文化交流の拠点として
象徴的な空間と位置づける
外部と連続した空間構成の骨格としての県民ホール
広場を街に開く
原風景の再現 オープンスペースと自然の多様性の創出
開放性の向上
原風景の継承と広場と一体的な公園
地域の歴史と植栽を表現県民に親しみのある庭園計画
設計年 記載No 都道府県名 設計年 記載No 都道府県名
1 広島県 1956 建築文化1956.10 11 宮城県 1989 新建築1989
2 東京都 1958 新建築1958.6 12 沖縄県 1990 新建築1990.10
3 奈良県 1965 新建築1965.5 13 東京都 1991 新建築1991.6
4 岩手県 1965 建築文化1965.7 14 千葉県 1996 設計社HP
5 神奈川県 1966 新建築1966.9 15 鹿児島県 1996 新建築1997.3
6 静岡県 1970 新建築1970.8 16 茨城県 1999 新建築1999.8
7 福井県 1981 新建築1982.4 17 群馬県 1999 新建築2013.10
8 山口県 1984 公共建築1985 18 香川県 2000 新建築2000.6
9 新潟県 1985 新建築1985.9 19 栃木県 2007 設計社HP
10 徳島県 1988 建築文化1988.12
面積規模はやや縮小するようになる。また、香川県のように旧庁舎
を残しながらデザインを踏襲し、超高層庁舎を隣接させる例もある。
２−３.設計意図の変遷
　建築雑誌、または設計社のホームページから設計者の言説を抽出
し、その設計意図を探る。戦後から現在までの建築雑誌『新建築』『建
築文化』『公共建築』から都道府県庁舎の設計 17 事例、設計会社の
ホームページから２事例を抽出し、それぞれ『新建築』から 69 篇、『建
築文化』から 10 篇、『公共建築』から４篇、ホームページから 6 篇
の文章を抽出した。また抽出した文章を指示内容から【広場】【エ
ントランス・市民空間】【執務空間】【配置計画】【全体計画】の５
つに分類し、それぞれの趣旨を抜き出す。またそれらを年代ごとに
エントランス空間を大きくとり、「外部空間との連続性」や「広場
の眺望場所」として計画するようになった。「県民の交流場所」と
して言及されるようになったのは 1996 年の千葉県庁舎で、その後、
市民空間を「象徴的な空間」や、「全体の空間構成の骨格」として
捉える言及が多くなる。
【執務空間】庁舎の基本機能でもある執務空間については初期の頃
から環境の側面から言及されている。1950 年代には単純な「南面
採光」という説明であったが、1980 年頃から自然通風の取り入れ
方や二重ガラスなど「環境性能の向上」という説明がされるように
なり、1990 年代からは超高層の吹き抜けを利用した建物全体にお
ける風の流れについての言及がなされている。また、「執務空間の
柔軟性」という言説は初期の頃から一貫してあり、常に業務の変化
や建築の長寿命化を基本として設計が行われていることが分かる。
また、1999 年の群馬県庁舎ではオフィスにおける「コミュニケーショ
ンの活性化」という言説があり、県職員の働き方についての考察が
行われているのも特徴的である。
【配置計画】配置計画については７篇を収集した。1950 年代では「拡
張の余地を残す」という表現であったが、1960 年代、1980 年代前
半では周辺や広場との調和を図るという表現がされている。また、
行政、議会、警察の「機能の独立性」について複数例、同時期に言
及されているのも特徴的である。1990 年代後半や 2000 年代では「都
市軸」や「広場を中心とした配置計画」など、広場が都市的な視点
から捉えられるようになったことと合わせて、配置計画についても
同様のことが言える。
【外装材】コンクリート仕上げを主とし、城壁というイメージが追
ないが、コンパクトシティを進めることや、新規にインフラを整備
することを考慮すると、青森市のような規模の都市で庁舎移転をす
るのはリスクが大きすぎる。N: 現状の敷地では必要面積を確保す
るためには高層建築とならざるを得ず、移転は致し方なかった。敷
地選定については県有地の中で候補を挙げたが、市内では駅前の埋
立地、それ以外では諫早などの市外しかなく、必然的に決まった。
もし、市内の郊外にまとまった県有地があれば郊外へ移転も検討し
ていただろう。
【新庁舎に期待すること】A: 都道府県庁レベルでファシリティマネ
ジメントに取り組んでいる自治体はまだ少なく、それに基づいての
庁舎更新は全国でも初めての事例となるので、県有施設利活用方針
の象徴的な施設にしていきたい。N:どんなに市民に開かれた庁舎や、
美しい庁舎が完成しても、庁舎に来ることが目的になってはならな
い。来庁した人が街中に出て行きたくなるような、観光案内として
のソフト機能を重視していきたい。
　以下、個別的な質問と回答を示す。
【庁舎更新の際に床面積を減らせるとした根拠は何か】A:「県有施
設利活用方針」を定めた後に、執務空間の基準を定めたオフィスス
タンダードを設けた。それに基づいて面積の再確認、再分配を行う
と、床面積を減らすことができると判明した。
【庁舎更新を起爆剤として様々な事業を推進する、もしくは庁舎を
複合施設にするという検討はあったか】A: 青森県では県庁以外、
市民利用がある施設で早急に立て替えが必要なものはなかったので
行わなかった。しかし、コンパクトシティを進める上で、今後施設
の集約は検討すべき項目になるだろう。
【業務の IT 化によって必ずしもオフィスが集約している必要性がな
いとも思えるが、実際はどうか】N: 一番の問題は、相談に来た住
民を相談窓口と違う建物に案内せざるを得ない事。業務の上でも、
特に会議室を持たない建物の場合、出向かなければならないこと、
知事等スケジュールを合わせるのが難しい相手にレクチャーをする
際に、職場と違う建物で不用意な時間を過ごさなければならないこ
となど、業務への支障も大きい。
【庁舎開放のために工夫していることはあるか】N: 新庁舎では会議
室を低層部に設けて、土日は一般の方でも使用できるようにする予
定。セキュリティラインを基本設計時に考慮しなければならないた
め、おそらく都道府県庁舎では最初の例になるだろう。
５章　結
５−１.まとめ
　本研究では戦後に新改築された 47 都道府県庁舎を建築構成と都
市的役割という二つの側面から分析を行い、以下のことを明らかに
した。
・現在本庁舎として機能している建物は 1960 年代に建てられたも
のが最も多く、この頃から県民スペースの必要性について語られる
ようになった。
・超高層の庁舎が建設されるようになったのは 1970 年代からで、
それ以降 1990 年代にかけて庁舎の床面積は年々拡大していった。
それに伴って、環境問題への対応や、周辺環境との調和といったこ
とを主眼において設計が行われた。
・1980 年代には庁舎建築それ自体に設計のコンセプトが置かれてい
たが、次第に広場や都市の中における庁舎像というのが追求される
並べたものを図３にまとめる。また、抽出元の一覧を表５に示す。
【広場】広場についての記述は 14 篇を収集した。1950 年代や 1960
年代では広場という表現ではなく庭園計画と表記されていることが
多いがどの年代でも「周辺との調和」や「隣接公園との連続性」に
留意して計画が行われている。1980 年代後半頃には「原風景の再現」
や「植栽や歴史による地域性の表現」など地域の固有性というキー
ワードが語られている。また、1990 年代では「広場を街に開く」
や「オープンスペースの創出」など都市的な視点から広場を捉える
ようになっている。
【エントランス・市民空間】県民スペースの必要性について初めて
言及されたのは 1965 年の岩手県庁で、日常的な利用と言うよりは
小中学生の見学施設としてであった。その後 1980 年代前半頃から
求された奈良県庁舎と旧庁舎との調和を目的としタイル仕上げとし
た神奈川県庁舎は 1960 年代のほぼ同時期であるがそのスタンスは
対象的である。1970 年に建設された静岡県庁舎は隣に戦前庁舎を
有しているが、超高層庁舎として維持管理費の低減を掲げコンク
リートの仕上げとなっている。その後 1980 年代からは再び「旧庁
舎の継承」や「風格と落ち着き」、「心象空間」と言った表現でタイ
ル仕上げが多くなる。一方、1990 年代からはガラスや金属パネル
の使用が進み、「現代生」や「歴史と未来の共生」というような表
現が行われた。また、2000 年に入ってからは茨城県庁舎の「地場
産材料の使用」や、内装材ではあるが栃木県庁舎の地場産の石材の
使用など、地域性の表現が進んでいる。
【全体計画】設計のコンセプトや建物全体に共通するテーマなどを
対象とし、計26篇を収集した。1950年代から1970年代にかけては「モ
ダニズムの排除」や「都市の中のオフィス像の具体化」、「現代建築
と歴史との調和」など、庁舎としての建築像が模索されていた。
1980 年代以降は「省エネルギー」や「地域の環境への適応」、「環
希望の声が多かった。N: 移転することに関して、地元商店街から
は反対する意見が上がった。その理由としては昼間人口が減少する
ことで街が衰退してしまうというものもあるが、多くは現在の出島
の近くという歴史的な敷地には県を司る庁舎がふさわしいというも
のだった。県職員の声としては、新しいオフィスになることを機に、
オフィスレイアウトを工夫し働き方について見直したいという意見
が上がり、大学と協同してワークショップを開催し提言を行ってい
る。
【庁舎の移転について】A: 今回は庁舎を移転することは検討してい
境配慮」、「建築と自然の共生」など環境問題への言及が主流となっ
た。また、1980年代以降「防災機能の強化」や、「高度情報化への挑戦」
や、「高機能建築としての庁舎」など災害時の拠点として庁舎が捉
えられるようになった。また、庁舎のイメージという観点では
1980 年代には「新しい象徴として」や「県の顔として」など建築
自体が主体であったが、1990年代後半では「開かれた庁舎建築」や「都
市の中のボイド」のように建築と都市が一体となることが主題に置
かれるようになった。
３章　都市的役割からみる都道府県庁舎
３−１.都道府県庁舎の立地について
　都道府県庁舎の立地に関して松浦らが行った一連の研究 *2 による
と、府県庁舎を中心とする官庁街は、廃藩置県後、まとまった敷地
を必要としたため城郭周辺に立地する場合が多かった。一方で、宮
城や愛知、熊本など旧陸軍の師団司令部が設置された都市では城郭
周辺ではなく、少し離れた旧武家地や寺社地に立地することが多
かった。しかし、その中でも愛知県や大阪府のように陸軍施設の縮
小に伴って城郭周辺に再び立地した例もある（図４）。
３−２.立地条件の類型化
　先に挙げた松浦らは明治・大正期に官庁街を形成した 39 道府県
庁舎を城郭地区と主要街路、商業地区に着目して立地特性の類型化
を行った。本論文では松浦らの研究による【城郭地区立地型】【主
要街路沿い立地型】【商業地区裏手立地型】【戦災復興移転型】を引
用し、それらに加えて、復興事業以降に移転した事例で、移転後の
敷地が市街地の縁辺部の場合と市街地内の場合で類型化を行った
（表６）。ただし、熊本県庁舎は戦災復興時に移転を行ったが、それ
以降にも移転をしたため、後者の移転事例とした。それぞれの敷地
面積の平均は表７のようになった。【E】と【F】の平均面積はそれ
以外の倍以上であり、庁舎移転の要因は敷地面積の狭隘化によると
ころが大きいと考えられる。移転事例では平均敷地面積は、市街地
立地型の方が大きいという結果が出たが、茨城県庁の 157,110 ㎡が
突出して大きく、それを除いた平均は 77,830 ㎡であり、移転郊外
立地型とほぼ同じであった。
３−３.庁舎移転と跡地活用について
　先の敷地類型化の項で庁舎移転の要因として敷地面積の拡大化が
あることを示したが、その他の要因についての考察を行う。佐々木
信夫による東京都庁舎移転についての論考 *3 では、移転の最大の要
因として東京の多心型都市構造へのシフトを挙げている。また、稲
村らの山形県庁舎の移転と企業立地に関する研究 *4 によると、県庁
舎の郊外移転によって政治党本部や外郭団体、建設関係の事務所な
ど多数の企業が新庁舎周辺に新たに立地することを明らかにしてい
る（図５）。これらより、庁舎移転の要因として都市構造の変革、また、
都市域の拡大が考えられる。一方で移転によるデメリットとしては、
旧庁舎周辺の昼間人口の減少が考えられる。先に挙げたように、都
道府県庁舎は城郭周辺や主要街道沿いに立地したために、自ずと街
の中心に位置することが多い。また、特に地方都市では、何千人規
模で働く県職員のオフィスは自治体内で最大規模となることが多い
ことを考慮すると、その立地が地元商店街や地元経済に与える影響
力は大きいと考えられる。また、郊外への移転の場合、道路の拡張
や公共交通機関の整備等、インフラ整備への費用が必要とされるこ
ともデメリットとして挙げられる。
　表８に戦後に庁舎を移転した都県の一覧とその前後の立地類型
化、旧庁舎保存の有無、跡地の現在の状況を示す。移転先の立地条
件をみると、郊外に移転されたものは 1960 年代、1970 年代が中心で、
1980 年代以降では市街地内での移転が主流となっている。唯一
1980 年代以降で石川県庁は郊外移転しているが、市内中心部と市
内の港湾を結ぶ幹線道路の中間に移転しており、他の郊外移転事例
とは区別する。
　次に旧庁舎の跡地活用についてみると、旧庁舎を保存しているも
のは２事例（山形、茨城）、取り壊し、もしくは一部保存し、別施
設を建設したものは６事例（東京、新潟など）、現在空地や建物を
閉鎖しているものは２事例（秋田、岐阜）であった。また、それぞ
れの機能を見ると、県庁の分庁舎や市役所など行政機能を残してい
るものが２事例（茨城、新潟）、戦前庁舎を活用した資料館やカフェ、
レストランとしているものが２事例（山形、石川）、大規模な会議
場やコンサートホールなど積極的な集客施設としているものが３事
例（東京、福岡、鹿児島）、交通インフラの拠点としているものが
１事例（熊本）であった。庁舎移転のメリットとして都市域の拡大
を挙げたが、1950 年代、1960 年代に郊外移転をした２事例では現
状空地、閉鎖中であり、どちらも市内中心部に立地しながら有効的
な活用がなされておらず、庁舎移転が中心市街地衰退の一因となっ
ているとも考えられる。一方で、跡地に大規模な市民利用施設を建
設しているものは 3 事例あるが、いずれの都県も県政規模が他県よ
り大きく、財政的な余裕があればこその活用方法とも言える。また、
旧庁舎を活用する方法としては、山形県のように建物をそのまま転
用するものや、近年では石川県のように増築をして旧庁舎の価値を
高め、集客性を高める事例もある（図６）。
３−３.景観計画について
　各庁舎の所在自治体の景観計画を参照し、都道府県庁舎と景観計
画の関連性を分析する。47 県庁所在自治体の内、景観計画を策定
している自治体は 40 事例で、その中で、都道府県庁舎が含まれる
範囲を重点地区に指定している自治体は 13 事例であった（表９）。
この 13 事例について、景観計画の規制内容や指定範囲に着目して
類型化を行うと４つに分類することが出来た（表 10）。立地条件と
比較してみると、歴史的景観や自然景観の保全は城郭地区立地が最
も多い一方で、庁舎を新たな景観の中心と捉えている事例もあった。
４章　近年の都道府県庁舎整備
４−１.対象事例と整備概要
　本研究では近年の庁舎整備事例として、現在県庁舎の整備を行っ
ている青森県と長崎県を対象とし、概要をまとめると共に、担当職
員へのヒヤリング調査を行った。以下にそれぞれの整備概要を示す。
【青森県】青森県庁舎は谷口吉郎による基本設計、日建設計による
実施設計を経て 1961 年に竣工した。今回の整備では、老朽化によ
る耐震不足を解消するため、８階建てから６階建てに減築を行い、
軽量化によって最小限の耐震壁増設に留めることで、工事費の削減
に努めている。事業推進の根底には 2007 年に策定された「県有施
設利活用方針」があり、県有施設の床総量をマネジメントし、必要
最低限以上の床面積は保有しないという理念があった。そのため、
庁舎更新の検討時には新庁舎を新築する場合と、耐震改修の費用を
試算し、最終的な減築改修に至った。
【長崎県】長崎県庁舎は日建設計による設計で 1953 年に竣工した。
県庁内では新庁舎建設の検討委員会が 1971 年と 1984 年に設立され
たが、いずれも凍結していた。しかし、九州新幹線の長崎延伸が決
定した 2007 年に再び委員会が設立され、実行に移された。現在の
出島付近の歴史的な敷地から、新長崎駅前の埋立地に移転が行われ、
全国で最も新幹線駅に、また、海に近い庁舎として、諸島への連絡
船との乗り継ぎや、観光情報の発信拠点としてなどソフト面も重視
した整備が行われている。
４−２.ヒヤリング調査
　表 11 にヒヤリング調査の概要をまとめる。また、以下に質問と
それに対する返答を示す。（A: 青森県庁、N: 長崎県庁）
【市民、県職員の反応】A: 市民からの反応は特に上がっていない。
しかし、新築で建替えとなった場合にはおそらく反対意見が上がっ
ていただろう。また、県職員の声としては全庁的に県有施設の利活
用方針への理解があったため、特に新築を求める声は上がらなかっ
た。むしろ、現在冷房機能がないため、それが追加されることへの
ようになった。また、伝統工芸の活用や地場産材の使用など、地域
の固有性を表現するようになった。
・都市的役割という側面では、現在の都道府県庁舎の立地条件を類
型化し、戦後に庁舎を移転した背景には敷地面積の拡大があること
を示した。また、その他の要因として都市域の拡大があり、特に
1960 年代、1970 年代ではその側面が顕著であった。しかし、それ
らの事例では旧庁舎の跡地は空地や閉鎖中であり、庁舎移転が中心
市街地衰退の一因となり得ることを示した。
・また、近年の跡地活用事例では、旧庁舎を従来の博物館的な保存
ではなく、増築部分を付加することで新たな価値を創出し、庁舎移
転による都心の沈滞化を防ぐ手法もある。
５−２.今後の都道府県庁舎整備における展望
　以上の分析結果とヒヤリング調査を踏まえて、以下に今後の都道
府県庁舎整備における展望を述べる。
・1950 年代、1960 年代に建設された庁舎が未だ現役であること、
庁舎の分散化によって業務への支障が常態化していることを考える
と、今後都道府県庁舎の更新事例は増加すると考えられる。また、
年々、庁舎に対する要求性能が向上していることを考慮すると、そ
の建設費も高騰するであろう。然らば、県有施設全体のマネジメン
トの重要性、及び、庁舎更新の際には必ずしも面積拡大だけが選択
肢ではない事を考慮する必要がある。
・地方都市において庁舎の職員規模は有数のものであり、立地が地
域の経済に与える影響は大きく、そのことを考えると街中にあるこ
とが望ましいが、同時に市民利用度が必ずしも高くないことも考慮
すべきである。街中にある都道府県庁舎の意義として職員の執務空
間としてだけでなく、来訪者に対して観光情報を発信することや防
災時の避難施設などソフトとしての機能を充実させることが街に対
して果たすことができる役割であると言える。
第１章　序
１−１.研究の背景と目的
　明治維新後、1871 年の廃藩置県制度に伴って全国に建設された
府県庁舎は、初期の頃は城郭を庁舎として利用した後、県政のシン
ボルとして新築の庁舎が建設されるようになった。その建築形態は
当時の先端技術である西欧様式の模倣であったが、次第に帝冠様式
など日本独自のシンボル性を追求するようになった。また、後にモ
ダニズムが世間を席巻するころには、丹下健三の香川県庁舎を模し
た建築形態が時代の潮流となった。このように都道府県庁舎は時代
の先駆けとなる建築技術、様式を採用しており、すなわち都道府県
庁舎の建築形態は時代の社会背景を反映する鏡のような側面をもっ
ていると言える。
　また、近年庁舎を巡る社会的要求として地方政治の透明性という
名の下に、地域開放が多く謳われるが、市役所や町役場と違い、一
般市民の利用頻度が高くない都道府県庁舎においてはその必要性、
建築的手法が必ずしも同じであるとは一概に言えない。
　そこで、本研究では、戦後に新改築された都道府県庁舎を対象に、
建築構成の変遷や、庁舎が都市に対して果たすことができる役割を
明らかにし、今後の都道府県庁舎整備の展望を示すことを目的とす
る。
１−２.既往研究 *1 と本論文の位置づけ
　都道府県庁舎を横断的に調査した研究としては、石田潤一郎によ
るものが代表的にあるが、戦前のものが中心であり、戦後の庁舎に
ついては概観するに留まっている。また、戦後の庁舎について個別
的に建築計画的観点から分析したもの、建築家に焦点を合わせた意
匠論的観点から分析したもの、官庁街の形成に関するものは多数見
られるが、横断的にかつ建築的側面と都市的側面の両方からアプ
ローチしているものは管見の限りない。論文構成と本研究での言葉
の定義を図１、表１に示す。
２章 .建築構成からみる都道府県庁舎
２−１.分析手法
　各都道府県庁の基礎的な建築情報の収集は石田潤一郎の研究を中
心とし、それを補う形で各庁のホームペ ジや設計事務所ホーム
ページ、建築雑誌などを参照した（表２）。分析方法は、年代ごと
の各庁舎の本庁舎の面積比較（表３）、本庁舎の規模と分庁舎の有
無による類型化（表４、図２） また、設計者の言説を抽出し、空
間ごとに分類しその変化によって設計意図の変遷を分析する。
２−２.建築規模の変遷
　表３、４より各年代の本庁舎の規模、ならびに分庁舎の有無につ
いて考察を行う。また、本研究では戦後に新改築された庁舎を対象
とするため、戦前のものは概観するに留める。
【戦前】戦前に建てられた庁舎を現在も本庁舎としている府県は８
事例であった。本庁舎の床面積はほとんどが 30,000 ㎡以下であり、
いずれの府県も複数棟の分庁舎を抱えている。特に、宮崎県では
10 棟以上の分庁舎に機能が分散し、住民サービスや職員の働き方
という点では決して優れているとは言えない。今後、戦前庁舎の保
存とともに行政機能の集約が求められる。
【1950 年代】1950 年代に建設され現在も本庁舎として機能している
のは８事例である。この時代もまだ面積規模は 30,000 ㎡以下が多く、
いずれも分庁舎を抱えている。一方で、東京都のようにこの時代に本
庁舎を建設しながら、のちに建替えている例もある。また、現在新築
工事中の長崎県庁舎はこの年代に含まれる。
【1960 年代】現在、本庁舎として機能している庁舎はこの年代に建
設されたものが最も多い。分庁舎を有するものの方が多いが、岐阜
県や岩手県のようにこの本庁舎のみで運営している事例もある。し
かし、岐阜県庁は現在老朽化と狭隘化を理由に建替えの検討を行っ
ており、必ずしも現在の要求に応えられているとは言えない。
【1970 年代】この年代は 1960 年代の建設ラッシュの反動からか極
端に建設数が少ない。しかし、いずれの事例も超高層建築であり、
規模はさほど大きくないが、超高層庁舎の先駆けとも言える時代で
ある。
【1980 年代】1980 年代になると超高層庁舎の割合が多くなり、同時
に 60,000 ㎡以上の大規模な庁舎が建設されるようになった。しか
し一方では徳島や福岡など中高層ながら分庁舎を持たない大規模の
庁舎も建設されている。
【1990 年代】この年代は最も大規模な庁舎が建設されている。
75,000 ㎡以上のものが５事例あり、そのほとんどが超高層庁舎で
ある。
【2000 年代】この年代では 1990 年代と対照的に超高層ではあるが
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図５ 秋田県庁周辺の変化
表６ 立地条件類型化（No. は表２と対応）
表７ 類型化ごとの平均敷地面積
城郭周辺
旧武家屋地等
福井県等多数
東京都
石川県等
宮城県
熊本県
郊外
新都心移
転愛
知
県
近世城下町を基盤とする都市
移
転 郊外
面積規模はやや縮小するようになる。また、香川県のように旧庁舎
を残しながらデザインを踏襲し、超高層庁舎を隣接させる例もある。
２−３.設計意図の変遷
　建築雑誌、または設計社のホームページから設計者の言説を抽出
し、その設計意図を探る。戦後から現在までの建築雑誌『新建築』『
築文化』『公共建築』から都道府県庁舎の設計 17 事例、設計会社の
ホームページから２事例を抽出し、それぞれ『新建築』から 69 篇、『建
築文化』から 10 篇、『公共建築』から４篇、ホームページから 6 篇
の文章を抽出した。また抽出した文章を指示内容から【広場】 エ
ントラ ス・市民空間】【執務空間】【配置計画】【全体計画】の５
つに分類し、それぞれの趣旨を抜き出す。またそれらを年代ごとに
エントランス空間を大きくとり、「外部空間との連続性」や「広場
の眺望場所」として計画するようになった。「県民の交流場所」と
して言及されるようになったのは 1996 年の千葉県庁舎で、その後、
市民空間を「象徴的な空間」や、「全体の空間構成の骨格」として
捉える言及が多くなる。
【執務空間】庁舎の基本機能でもある執務空間については初期の頃
から環境の側面から言及されている。1950 年代には単純な「南面
採光」という説明であったが、1980 年頃から自然通風の取り入れ
方や二重ガラスなど「環境性能の向上」という説明がされるように
なり、1990 年代からは超高層の吹き抜けを利用した建物全体にお
ける風の流れについての言及がなされている。また、「執務空間の
柔軟性」という言説は初期の頃から一貫してあり、常に業務の変化
や建築の長寿命化を基本として設計が行われていることが分かる。
また、1999 年の群馬県庁舎ではオフィスにおける「コミュニケーショ
ンの活性化」という言説があり、県職員の働き方についての考察が
行われているのも特徴的である。
【配置計画】配置計画については７篇を収集した。1950 年代では「拡
張の余地を残す」という表現であったが、1960 年代、1980 年代前
半では周辺や広場との調和を図るという表現がされている。また、
行政、議会、警察の「機能の独立性」について複数例、同時期に言
及されているのも特徴的である。1990 年代後半や 2000 年代では「都
市軸」や「広場を中心とした配置計画」など、広場が都市的な視点
から捉えられるようになったことと合わせて、配置計画についても
同様のことが言える。
【外装材】コンクリート仕上げを主とし、城壁というイメージが追
ないが、コンパクトシティを進めることや、新規にインフラを整備
することを考慮すると、青森市のような規模の都市で庁舎移転をす
るのはリスクが大きすぎる。N: 現状の敷地では必要面積を確保す
るためには高層建築とならざるを得ず、移転は致し方なかった。敷
地選定については県有地の中で候補を挙げたが、市内では駅前の埋
立地、それ以外では諫早などの市外しかなく、必然的に決まった。
もし、市内の郊外にまとまった県有地があれば郊外へ移転も検討し
ていただろう。
【新庁舎に期待すること】A: 都道府県庁レベルでファシリティマネ
ジメントに取り組んでいる自治体はまだ少なく、それに基づいての
庁舎更新は全国でも初めての事例となるので、県有施設利活用方針
の象徴的な施設にしていきたい。N:どんなに市民に開かれた庁舎や、
美しい庁舎が完成しても、庁舎に来ることが目的になってはならな
い。来庁した人が街中に出て行きたくなるような、観光案内として
のソフト機能を重視していきたい。
　以下、個別的な質問と回答を示す。
【庁舎更新の際に床面積を減らせるとした根拠は何か】A:「県有施
設利活用方針」を定めた後に、執務空間の基準を定めたオフィスス
タンダードを設けた。それに基づいて面積の再確認、再分配を行う
と、床面積を減らすことができると判明した。
【庁舎更新を起爆剤として様々な事業を推進する、もしくは庁舎を
複合施設にするという検討はあったか】A: 青森県では 庁以外、
市民利用がある施設で早急に立て替えが必要なものはなかったので
行わなかった。しかし、コンパクトシティを進める上で、今後施設
の集約は検討すべき項目になるだろう。
【業務の IT 化によって必ずしもオフィスが集約している必要性がな
いとも思えるが、実際はどうか】N: 一番の問題は、相談に来た住
民を相談窓口と違う建物に案内せざるを得ない事。業務の上でも、
特に会議室を持たない建物の場合、出向かなければならないこと、
知事等スケジュールを合わせるのが難しい相手にレクチャーをする
際に、職場と違う建物で不用意な時間を過ごさなければならないこ
となど、業務への支障も大きい。
【庁舎開放のために工夫していることはあるか】N: 新庁舎では会議
室を低層部に設けて、土日は一般の方でも使用できるようにする予
定。セキュリティラインを基本設計時に考慮しなければならないた
め、おそらく都道府県庁舎では最初の例になるだろう。
５章　結
５−１.まとめ
　本研究では戦後に新改築された 47 都道府県庁舎を建築構成と都
市的役割という二つの側面から分析を行い、以下のことを明らかに
した。
・現在本庁舎として機能している建物は 1960 年代に建てられたも
のが最も多く、この頃から県民スペースの必要性について語られる
ようになった。
・超高層の庁舎が建設されるようになったのは 1970 年代からで、
それ以降 1990 年代にかけて庁舎の床面積は年々拡大していった。
それに伴って、環境問題への対応や、周辺環境との調和といったこ
とを主眼において設計が行われた。
・1980 年代には庁舎建築それ自体に設計のコンセプトが置かれてい
たが、次第に広場や都市の中における庁舎像というのが追求される
並べたものを図３にまとめる。また、抽出元の一覧を表５に示す。
【広場】広場についての記述は 14 篇を収集した。1950 年代や 1960
年代では広場という表現ではなく庭園計画と表記されていることが
多いがどの年代でも「周辺との調和」や「隣接公園との連続性」に
留意して計画が行われている。1980 年代後半頃には「原風景の再現」
や「植栽や歴史による地域性の表現」など地域の固有性というキー
ワードが語られている。また、1990 年代では「広場を街に開く」
や「オープンスペースの創出」など都市的な視点から広場を捉える
ようになっている。
【エントランス・市民空間】県民スペースの必要性について初めて
言及されたのは 1965 年の岩手県庁で、日常的な利用と言うよりは
小中学生の見学施設としてであった。その後 1980 年代前半頃から
求された奈良県庁舎と旧庁舎との調和を目的としタイル仕上げとし
た神奈川県庁舎は 1960 年代のほぼ同時期であるがそのスタンスは
対象的である。1970 年に建設された静岡県庁舎は隣に戦前庁舎を
有しているが、超高層庁舎として維持管理費の低減を掲げコンク
リートの仕上げとなっている。その後 1980 年代からは再び「旧庁
舎の継承」や「風格と落ち着き」、「心象空間」と言った表現でタイ
ル仕上げが多くなる。一方、1990 年代からはガラスや金属パネル
の使用が進み、「現代生」や「歴史と未来の共生」というような表
現が行われた。また、2000 年に入ってからは茨城県庁舎の「地場
産材料の使用」や、内装材ではあるが栃木県庁舎の地場産の石材の
使用など、地域性の表現が進んでいる。
【全体計画】設計のコンセプトや建物全体に共通するテーマなどを
対象とし、計26篇を収集した。1950年代から1970年代にかけては「モ
ダニズムの排除」や「都市の中のオフィス像の具体化」、「現代建築
と歴史 の調和」など、庁舎としての建築像が模索されていた。
1980 年代以降は「省エネルギー」や「地域の環境への適応」、「環
希望の声が多かった。N: 移転することに関して、地元商店街から
は反対する意見が上がった。その理由としては昼間人口が減少する
ことで街が衰退してしまうというものもあるが、多くは現在の出島
の近くという歴史的な敷地には県を司る庁舎がふさわしいというも
のだった。県職員の声としては、新しいオフィスになることを機に、
オフィスレイアウトを工夫し働き方について見直したいという意見
が上がり、大学と協同してワークショップを開催し提言を行ってい
る。
【庁舎の移転について】A: 今回は庁舎を移転することは検討してい
境配慮」、「建築と自然の共生」など環境問題への言及が主流となっ
た。また、1980年代以降「防災機能の強化」や、「高度情報化への挑戦」
や、「高機能建築としての庁舎」など災害時の拠点として庁舎が捉
えられるようになった。また、庁舎のイメージという観点では
1980 年代には「新しい象徴として」や「県の顔として」など建築
自体が主体であったが、1990年代後半では「開かれた庁舎建築」や「都
市の中のボイド」のように建築と都市が一体となることが主題に置
かれるようになった。
３章　都市的役割からみる都道府県庁舎
３−１.都道府県庁舎の立地について
　都道府県庁舎の立地に関して松浦らが行った一連の研究 *2 による
と、府県庁舎を中心とする官庁街は、廃藩置県後、まとまった敷地
を必要としたため城郭周辺に立地する場合が多かった。一方で、宮
城や愛知、熊本など旧陸軍の師団司令部が設置された都市では城郭
周辺ではなく、少し離れた旧武家地や寺社地に立 することが多
かった。しかし、その中でも愛知県や大阪府のように陸軍施設の縮
小に伴って城郭周辺に再び立地した例もある（図４）。
３−２.立地条件の類型化
　先に挙げた松浦らは明治・大正期に官庁街を形成した 39 道府県
庁舎を城郭地区と主要街路、商業地区に着目して立地特性の類型化
を行った。本論文では松浦らの研究による【城郭地区立地型】【主
要街路沿い立地型】【商業地区裏手立地型】【戦災復興移転型】を引
用し、それらに加えて、復興事業以降に移転した事例で、移転後の
敷地が市街地の縁辺部の場合と市街地内の場合で類型化を行った
（表６）。ただし、熊本県庁舎は戦災復興時に移転を行ったが、それ
以降にも移転をしたため、後者の移転事例とした。それぞれの敷地
面積の平均は表７のようになった。【E】と F の平均面積はそれ
以外の倍以上であり、庁舎移転の要因は敷地面積の狭隘化によると
ころが大きいと考えられる。移転事例では平均敷地面積は、市街地
立地型の方が大きいという結果が出たが、茨城県庁の 157,110 ㎡が
突出して大きく、それを除いた平均は 77,830 ㎡であり、移転郊外
立地型とほぼ同じであった。
３−３.庁舎移転と跡地活用について
　先の敷地類型化の項で庁舎移転の要因として敷地面積の拡大化が
あることを示したが、その他の要因についての考察を行う。佐々木
信夫による東京都庁舎移転についての論考 *3 では、移転の最大の要
因として東京の多心型都市構造へのシフトを挙げている。また、稲
村らの山形県庁舎の移転と企業立地に関する研究 *4 によると、県庁
舎の郊外移転によって政治党本部や外郭団体、建設関係の事務所な
ど多数の企業が新庁舎周辺に新たに立地することを明らかにしてい
る（図５）。これらより、庁舎移転の要因として都市構造の変革、また、
都市域の拡大が考えられる。一方で移転によるデメリットとしては、
旧庁舎周辺の昼間人口の減少が考えられる。先に挙げたように、都
道府県庁舎は城郭周辺や主要街道沿いに立地したために、自ずと街
の中心に位置することが多い。また、特に地方都市では、何千人規
模で働く県職員のオフィスは自治体内で最大規模となることが多い
ことを考慮すると、その立地が地元商店街や地元経済に与える影響
力は大きいと考えられる。また、郊外への移転の場合、道路の拡張
や公共交通機関の整備等、インフラ整備への費用が必要とされるこ
ともデメリットとして挙げられる。
【A】 【B】 【C】 【D】 【E】 【F】
32,491㎡ 19,512㎡ 41,358㎡ 30,271㎡ 78,195㎡ 91,044㎡
　表８に戦後 庁舎を移転した都県の一覧とその前後 立地類型
化、旧庁舎保存の有無、跡地の現在の状況を示す。移転先の立地条
件をみると、郊外に移転されたものは 1960 年代、1970 年代が中心で、
1980 年代以降では市街地内での移転が主流となっている。唯一
1980 年代以降で石川県庁は郊外移転しているが、市内中心部と市
内の港湾を結ぶ幹線道路の中間に移転しており、他の郊外移転事例
とは区別する。
　次に旧庁舎の跡地活用についてみると、旧庁舎を保存しているも
のは２事例（山形、茨城） 取り壊し、もしくは一部保存し、別施
設を建設したものは６事例（東京、新潟など）、現在空地や建物を
閉鎖しているものは２事例（秋田、岐阜）であった。また、それぞ
れの機能を見ると、県庁の分庁舎や市役所など行政機能を残してい
るものが２事例（茨城、新潟）戦前庁舎を活用した資料館やカフェ、
レストランとしているものが２事例（山形、石川） 大規模な会議
場やコンサートホールなど積極的な集客施設としているものが３事
移転当時（1975 年）
写真引用：国土地理院
移転後（2009 年）
例（東京、福岡、鹿児島）、交通インフラの拠点としているものが
１事例（熊本）であった。庁舎移転のメリットとして都市域の拡大
を挙げたが、1950 年代、1960 年代に郊外移転をした２事例では現
状空地、閉鎖中であり、どちらも市内中心部に立地しながら有効的
な活用がなされておらず、庁舎移転が中心市街地衰退の一因となっ
ているとも考えられる。一方で、跡地に大規模な市民利用施設を建
設しているものは 3 事例あるが、いずれの都県も県政規模が他県よ
り大きく、財政的な余裕があればこその活用方法とも言える。また、
旧庁舎を活用する方法としては、山形県のように建物をそのまま転
用するものや、近年では石川県のように増築をして旧庁舎の価値を
高め、集客性を高める事例もある（図６）。
３−３.景観計画について
　各庁舎の所在自治体の景観計画を参照し、都道府県庁舎と景観計
画の関連性を分析する。47 県庁所在自治体の内、景観計画を策定
している自治体は 40 事例で、その中で、都道府県庁舎が含まれる
範囲を重点地区に指定している自治体は 13 事例であった（表９）。
この 13 事例について、景観計画の規制内容や指定範囲に着目して
類型化を行うと４つに分類することが出来た（表 10）。立地条件と
比較してみると、歴史的景観や自然景観の保全は城郭地区立地が最
も多い一方で、庁舎を新たな景観の中心と捉えている事例もあった。
４章　近年の都道府県庁舎整備
４−１.対象事例と整備概要
　本研究では近年の庁舎整備事例として、現在県庁舎の整備を行っ
ている青森県と長崎県を対象とし、概要をまとめると共に、担当職
員へのヒヤリング調査を行った。以下にそれぞれの整備概要を示す。
【青森県】青森県庁舎は谷口吉郎による基本設計、日建設計による
実施設計を経て 1961 年に竣工した。今回の整備では、老朽化によ
る耐震不足を解消するため、８階建てから６階建てに減築を行い、
軽量化によって最小限の耐震壁増設に留めることで、工事費の削減
に努めている。事業推進の根底には 2007 年に策定された「県有施
設利活用方針」があり、県有施設の床総量をマネジメントし、必要
最低限以上の床面積は保有しないという理念があった。そのため、
庁舎更新の検討時には新庁舎を新築する場合と、耐震改修の費用を
試算し、最終的な減築改修に至った。
【長崎県】長崎県庁舎は日建設計による設計で 1953 年に竣工した。
県庁内では新庁舎建設の検討委員会が 1971 年と 1984 年に設立され
たが、いずれも凍結していた。しかし、九州新幹線の長崎延伸が決
定した 2007 年に再び委員会が設立され、実行に移された。現在の
出島付近の歴史的な敷地から、新長崎駅前の埋立地に移転が行われ、
全国で最も新幹線駅に、また、海に近い庁舎として、諸島への連絡
船との乗り継ぎや、観光情報の発信拠点としてなどソフト面も重視
した整備が行われている。
４−２.ヒヤリング調査
　表 11 にヒヤリング調査の概要をまとめる。また、以下に質問と
それに対する返答を示す。（A: 青森県庁、N: 長崎県庁）
【市民、県職員の反応】A: 市民からの反応は特に上がっていない。
しかし、新築で建替えとなった場合にはおそらく反対意見が上がっ
ていただろう。また、県職員の声としては全庁的に県有施設の利活
用方針への理解があったため、特に新築を求める声は上がらなかっ
た。むしろ、現在冷房機能がないため、それが追加されることへの
ようになった。また、伝統工芸の活用や地場産材の使用など、地域
の固有性を表現するようになった。
・都市的役割という側面では、現在の都道府県庁舎の立地条件を類
型化し、戦後に庁舎を移転した背景には敷地面積の拡大があること
を示した。また、その他の要因として都市域の拡大があり、特に
1960 年代、1970 年代ではその側面が顕著であった。しかし、それ
らの事例では旧庁舎の跡地は空地や閉鎖中であり、庁舎移転が中心
市街地衰退の一因となり得ることを示した。
・また、近年の跡地活用事例では、旧庁舎を従来の博物館的な保存
ではなく、増築部分を付加することで新たな価値を創出し、庁舎移
転による都心の沈滞化を防ぐ手法もある。
５−２.今後の都道府県庁舎整備における展望
　以上の分析結果とヒヤリング調査を踏まえて、以下に今後の都道
府県庁舎整備における展望を述べる。
・1950 年代、1960 年代に建設された庁舎が未だ現役であること、
庁舎の分散化によって業務への支障が常態化していることを考える
と、今後都道府県庁舎の更新事例は増加すると考えられる。また、
年々、庁舎に対する要求性能が向上していることを考慮すると、そ
の建設費も高騰するであろう。然らば、県有施設全体のマネジメン
トの重要性、及び、庁舎更新の際には必ずしも面積拡大だけが選択
肢ではない事を考慮する必要がある。
・地方都市において庁舎の職員規模は有数のものであり、立地が地
域の経済に与える影響は大きく、そのことを考えると街中にあるこ
とが望ましいが、同時に市民利用度が必ずしも高くないことも考慮
すべきである。街中にある都道府県庁舎の意義として職員の執務空
間としてだけでなく、来訪者に対して観光情報を発信することや防
災時の避難施設などソフトとしての機能を充実させることが街に対
して果たすことができる役割であると言える。
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近世城下町型の都市で、廃藩置県後、城郭も
しくはその周辺に軍施設が立地せず官庁街が
形成された場合。
近世城下町以外の都市、もしくは城郭に官
庁街が形成されなかった地区で、主要道路
沿いに立地している場合。
近世城下町以外の都市、もしくは城郭に官庁
街が形成されなかった地区で、主要道路から
商業地区を挟んで裏手に立地している場合。
戦災復興以降に庁舎を移転した事例で、市
街地の縁辺部に立地した場合。
戦後の戦災復興事業で庁舎を移転した事例
戦後に庁舎を移転した事例で、既成の市街
地内に立地した場合。
第１章　序
１−１.研究の背景と目的
　明治維新後、1871 年の廃藩置県制度に伴って全国に建設された
府県庁舎は、初期の頃は城郭を庁舎として利用した後、県政のシン
ボルとして新築の庁舎が建設されるようになった。その建築形態は
当時の先端技術である西欧様式の模倣であったが、次第に帝冠様式
など日本独自のシンボル性を追求するようになった。また、後にモ
ダニズムが世間を席巻するころには、丹下健三の香川県庁舎を模し
た建築形態が時代の潮流となった。このように都道府県庁舎は時代
の先駆けとなる建築技術、様式を採用しており、すなわち都道府県
庁舎の建築形態は時代の社会背景を反映する鏡のような側面をもっ
ていると言える。
　また、近年庁舎を巡る社会的要求として地方政治の透明性という
名の下に、地域開放が多く謳われるが、市役所や町役場と違い、一
般市民の利用頻度が高くない都道府県庁舎においてはその必要性、
建築的手法が必ずしも同じであるとは一概に言えない。
　そこで、本研究では、戦後に新改築された都道府県庁舎を対象に、
建築構成の変遷や、庁舎が都市に対して果たすことができる役割を
明らかにし、今後の都道府県庁舎整備の展望を示すことを目的とす
る。
１−２.既往研究 *1 と本論文の位置づけ
　都道府県庁舎を横断的に調査した研究としては、石田潤一郎によ
るものが代表的にあるが、戦前のものが中心であり、戦後の庁舎に
ついては概観するに留まっている。また、戦後の庁舎について個別
的に建築計画的観点から分析したもの、建築家に焦点を合わせた意
匠論的観点から分析したもの、官庁街の形成に関するものは多数見
られるが、横断的にかつ建築的側面と都市的側面の両方からアプ
ローチしているものは管見の限りない。論文構成と本研究での言葉
の定義を図１、表１に示す。
２章 .建築構成からみる都道府県庁舎
２−１.分析手法
　各都道府県庁の基礎的な建築情報の収集は石田潤一郎の研究を中
心とし、それを補う形で各庁のホームページや設計事務所ホーム
ページ、建築雑誌などを参照した（表２）。分析方法は、年代ごと
の各庁舎の本庁舎の面積比較（表３）、本庁舎の規模と分庁舎の有
無による類型化（表４、図２）、また、設計者の言説を抽出し、空
間ごとに分類しその変化によって設計意図の変遷を分析する。
２−２.建築規模の変遷
　表３、４より各年代の本庁舎の規模、ならびに分庁舎の有無につ
いて考察を行う。また、本研究では戦後に新改築された庁舎を対象
とするため、戦前のものは概観するに留める。
【戦前】戦前に建てられた庁舎を現在も本庁舎としている府県は８
事例であった。本庁舎の床面積はほとんどが 30,000 ㎡以下であり、
いずれの府県も複数棟の分庁舎を抱えている。特に、宮崎県では
10 棟以上の分庁舎に機能が分散し、住民サービスや職員の働き方
という点では決して優れているとは言えない。今後、戦前庁舎の保
存とともに行政機能の集約が求められる。
【1950 年代】1950 年代に建設され現在も本庁舎として機能している
のは８事例である。この時代もまだ面積規模は 30,000 ㎡以下が多く、
いずれも分庁舎を抱えている。一方で、東京都のようにこの時代に本
庁舎を建設しながら、のちに建替えている例もある。また、現在新築
工事中の長崎県庁舎はこの年代に含まれる。
【1960 年代】現在、本庁舎として機能している庁舎はこの年代に建
設されたものが最も多い。分庁舎を有するものの方が多いが、岐阜
県や岩手県のようにこの本庁舎のみで運営している事例もある。し
かし、岐阜県庁は現在老朽化と狭隘化を理由に建替えの検討を行っ
ており、必ずしも現在の要求に応えられているとは言えない。
【1970 年代】この年代は 1960 年代の建設ラッシュの反動からか極
端に建設数が少ない。しかし、いずれの事例も超高層建築であり、
規模はさほど大きくないが、超高層庁舎の先駆けとも言える時代で
ある。
【1980 年代】1980 年代になると超高層庁舎の割合が多くなり、同時
に 60,000 ㎡以上の大規模な庁舎が建設されるようになった。しか
し一方では徳島や福岡など中高層ながら分庁舎を持たない大規模の
庁舎も建設されている。
【1990 年代】この年代は最も大規模な庁舎が建設されている。
75,000 ㎡以上のものが５事例あり、そのほとんどが超高層庁舎で
ある。
【2000 年代】この年代では 1990 年代と対照的に超高層ではあるが
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面積規模はやや縮小するようになる。また、香川県のように旧庁舎
を残しながらデザインを踏襲し、超高層庁舎を隣接させる例もある。
２−３.設計意図の変遷
　建築雑誌、または設計社のホームページから設計者の言説を抽出
し、その設計意図を探る。戦後から現在までの建築雑誌『新建築』『建
築文化』『公共建築』から都道府県庁舎の設計 17 事例、設計会社の
ホームページから２事例を抽出し、それぞれ『新建築』から 69 篇、『建
築文化』から 10 篇、『公共建築』から４篇、ホームページから 6 篇
の文章を抽出した。また抽出した文章を指示内容から【広場】【エ
ントランス・市民空間】【執務空間】【配置計画】【全体計画】の５
つに分類し、それぞれの趣旨を抜き出す。またそれらを年代ごとに
エントランス空間を大きくとり、「外部空間との連続性」や「広場
の眺望場所」として計画するようになった。「県民の交流場所」と
して言及されるようになったのは 1996 年の千葉県庁舎で、その後、
市民空間を「象徴的な空間」や、「全体の空間構成の骨格」として
捉える言及が多くなる。
【執務空間】庁舎の基本機能でもある執務空間については初期の頃
から環境の側面から言及されている。1950 年代には単純な「南面
採光」という説明であったが、1980 年頃から自然通風の取り入れ
方や二重ガラスなど「環境性能の向上」という説明がされるように
なり、1990 年代からは超高層の吹き抜けを利用した建物全体にお
ける風の流れについての言及がなされている。また、「執務空間の
柔軟性」という言説は初期の頃から一貫してあり、常に業務の変化
や建築の長寿命化を基本として設計が行われていることが分かる。
また、1999 年の群馬県庁舎ではオフィスにおける「コミュニケーショ
ンの活性化」という言説があり、県職員の働き方についての考察が
行われているのも特徴的である。
【配置計画】配置計画については７篇を収集した。1950 年代では「拡
張の余地を残す」という表現であったが、1960 年代、1980 年代前
半では周辺や広場との調和を図るという表現がされている。また、
行政、議会、警察の「機能の独立性」について複数例、同時期に言
及されているのも特徴的である。1990 年代後半や 2000 年代では「都
市軸」や「広場を中心とした配置計画」など、広場が都市的な視点
から捉えられるようになったことと合わせて、配置計画についても
同様のことが言える。
【外装材】コンクリート仕上げを主とし、城壁というイメージが追
ないが、コンパクトシティを進めることや、新規にインフラを整備
することを考慮すると、青森市のような規模の都市で庁舎移転をす
るのはリスクが大きすぎる。N: 現状の敷地では必要面積を確保す
るためには高層建築とならざるを得ず、移転は致し方なかった。敷
地選定については県有地の中で候補を挙げたが、市内では駅前の埋
立地、それ以外では諫早などの市外しかなく、必然的に決まった。
もし、市内の郊外にまとまった県有地があれば郊外へ移転も検討し
ていただろう。
【新庁舎に期待すること】A: 都道府県庁レベルでファシリティマネ
ジメントに取り組んでいる自治体はまだ少なく、それに基づいての
庁舎更新は全国でも初めての事例となるので、県有施設利活用方針
の象徴的な施設にしていきたい。N:どんなに市民に開かれた庁舎や、
美しい庁舎が完成しても、庁舎に来ることが目的になってはならな
い。来庁した人が街中に出て行きたくなるような、観光案内として
のソフト機能を重視していきたい。
　以下、個別的な質問と回答を示す。
【庁舎更新の際に床面積を減らせるとした根拠は何か】A:「県有施
設利活用方針」を定めた後に、執務空間の基準を定めたオフィスス
タンダードを設けた。それに基づいて面積の再確認、再分配を行う
と、床面積を減らすことができると判明した。
【庁舎更新を起爆剤として様々な事業を推進する、もしくは庁舎を
複合施設にするという検討はあったか】A: 青森県では県庁以外、
市民利用がある施設で早急に立て替えが必要なものはなかったので
行わなかった。しかし、コンパクトシティを進める上で、今後施設
の集約は検討すべき項目になるだろう。
【業務の IT 化によって必ずしもオフィスが集約している必要性がな
いとも思えるが、実際はどうか】N: 一番の問題は、相談に来た住
民を相談窓口と違う建物に案内せざるを得ない事。業務の上でも、
特に会議室を持たない建物の場合、出向かなければならないこと、
知事等スケジュールを合わせるのが難しい相手にレクチャーをする
際に、職場と違う建物で不用意な時間を過ごさなければならないこ
となど、業務への支障も大きい。
【庁舎開放のために工夫していることはあるか】N: 新庁舎では会議
室を低層部に設けて、土日は一般の方でも使用できるようにする予
定。セキュリティラインを基本設計時に考慮しなければならないた
め、おそらく都道府県庁舎では最初の例になるだろう。
５章　結
５−１.まとめ
　本研究では戦後に新改築された 47 都道府県庁舎を建築構成と都
市的役割という二つの側面から分析を行い、以下のことを明らかに
した。
・現在本庁舎として機能している建物は 1960 年代に建てられたも
のが最も多く、この頃から県民スペースの必要性について語られる
ようになった。
・超高層の庁舎が建設されるようになったのは 1970 年代からで、
それ以降 1990 年代にかけて庁舎の床面積は年々拡大していった。
それに伴って、環境問題への対応や、周辺環境との調和といったこ
とを主眼において設計が行われた。
・1980 年代には庁舎建築それ自体に設計のコンセプトが置かれてい
たが、次第に広場や都市の中における庁舎像というのが追求される
移転前 移転後
5 秋田県 1959 A E 取り壊し 空地（かつては産業会館）
6 山形県 1975 C E 保存 郷土館、資料館として使用
8 茨城県 1999 A F 保存 三の丸庁舎として使用
13 東京都 1991 A F 取り壊し 東京国際フォーラム
15 新潟県 1985 C F 取り壊し 新潟市庁舎
17 石川県 2002 A E 一部保存 レストランや会議場として使用
21 岐阜県 1966 C E 一部保存 閉鎖中（2013年まで総合庁舎として使用）
40 福岡県 1981 C F 取り壊し アクロス福岡
43 熊本県 1967 C F 取り壊し 交通センター
46 鹿児島県 1996 A F 一部保存 かごしま県民交流センター
現在の用途旧庁舎の状態
立地条件
No. 都道府県名 移転年
並べたものを図３にまとめる。また、抽出元の一覧を表５に示す。
【広場】広場についての記述は 14 篇を収集した。1950 年代や 1960
年代では広場という表現ではなく庭園計画と表記されていることが
多いがどの年代でも「周辺との調和」や「隣接公園との連続性」に
留意して計画が行われている。1980 年代後半頃には「原風景の再現」
や「植栽や歴史による地域性の表現」など地域の固有性というキー
ワードが語られている。また、1990 年代では「広場を街に開く」
や「オープンスペースの創出」など都市的な視点から広場を捉える
ようになっている。
【エントランス・市民空間】県民スペースの必要性について初めて
言及されたのは 1965 年の岩手県庁で、日常的な利用と言うよりは
小中学生の見学施設としてであった。その後 1980 年代前半頃から
求された奈良県庁舎と旧庁舎との調和を目的としタイル仕上げとし
た神奈川県庁舎は 1960 年代のほぼ同時期であるがそのスタンスは
対象的である。1970 年に建設された静岡県庁舎は隣に戦前庁舎を
有しているが、超高層庁舎として維持管理費の低減を掲げコンク
リートの仕上げとなっている。その後 1980 年代からは再び「旧庁
舎の継承」や「風格と落ち着き」、「心象空間」と言った表現でタイ
ル仕上げが多くなる。一方、1990 年代からはガラスや金属パネル
の使用が進み、「現代生」や「歴史と未来の共生」というような表
現が行われた。また、2000 年に入ってからは茨城県庁舎の「地場
産材料の使用」や、内装材ではあるが栃木県庁舎の地場産の石材の
使用など、地域性の表現が進んでいる。
【全体計画】設計のコンセプトや建物全体に共通するテーマなどを
対象とし、計26篇を収集した。1950年代から1970年代にかけては「モ
ダニズムの排除」や「都市の中のオフィス像の具体化」、「現代建築
と歴史との調和」など、庁舎としての建築像が模索されていた。
1980 年代以降は「省エネルギー」や「地域の環境への適応」、「環
希望の声が多かった。N: 移転することに関して、地元商店街から
は反対する意見が上がった。その理由としては昼間人口が減少する
ことで街が衰退してしまうというものもあるが、多くは現在の出島
の近くという歴史的な敷地には県を司る庁舎がふさわしいというも
のだった。県職員の声としては、新しいオフィスになることを機に、
オフィスレイアウトを工夫し働き方について見直したいという意見
が上がり、大学と協同してワークショップを開催し提言を行ってい
る。
【庁舎の移転について】A: 今回は庁舎を移転することは検討してい
境配慮」、「建築と自然の共生」など環境問題への言及が主流となっ
た。また、1980年代以降「防災機能の強化」や、「高度情報化への挑戦」
や、「高機能建築としての庁舎」など災害時の拠点として庁舎が捉
えられるようになった。また、庁舎のイメージという観点では
1980 年代には「新しい象徴として」や「県の顔として」など建築
自体が主体であったが、1990年代後半では「開かれた庁舎建築」や「都
市の中のボイド」のように建築と都市が一体となることが主題に置
かれるようになった。
３章　都市的役割からみる都道府県庁舎
３−１.都道府県庁舎の立地について
　都道府県庁舎の立地に関して松浦らが行った一連の研究 *2 による
と、府県庁舎を中心とする官庁街は、廃藩置県後、まとまった敷地
を必要としたため城郭周辺に立地する場合が多かった。一方で、宮
城や愛知、熊本など旧陸軍の師団司令部が設置された都市では城郭
周辺ではなく、少し離れた旧武家地や寺社地に立地することが多
かった。しかし、その中でも愛知県や大阪府のように陸軍施設の縮
小に伴って城郭周辺に再び立地した例もある（図４）。
３−２.立地条件の類型化
　先に挙げた松浦らは明治・大正期に官庁街を形成した 39 道府県
庁舎を城郭地区と主要街路、商業地区に着目して立地特性の類型化
を行った。本論文では松浦らの研究による【城郭地区立地型】【主
要街路沿い立地型】【商業地区裏手立地型】【戦災復興移転型】を引
用し、それらに加えて、復興事業以降に移転した事例で、移転後の
敷地が市街地の縁辺部の場合と市街地内の場合で類型化を行った
（表６）。ただし、熊本県庁舎は戦災復興時に移転を行ったが、それ
以降にも移転をしたため、後者の移転事例とした。それぞれの敷地
面積の平均は表７のようになった。【E】と【F】の平均面積はそれ
以外の倍以上であり、庁舎移転の要因は敷地面積の狭隘化によると
ころが大きいと考えられる。移転事例では平均敷地面積は、市街地
立地型の方が大きいという結果が出たが、茨城県庁の 157,110 ㎡が
突出して大きく、それを除いた平均は 77,830 ㎡であり、移転郊外
立地型とほぼ同じであった。
３−３.庁舎移転と跡地活用について
　先の敷地類型化の項で庁舎移転の要因として敷地面積の拡大化が
あることを示したが、その他の要因についての考察を行う。佐々木
信夫による東京都庁舎移転についての論考 *3 では、移転の最大の要
因として東京の多心型都市構造へのシフトを挙げている。また、稲
村らの山形県庁舎の移転と企業立地に関する研究 *4 によると、県庁
舎の郊外移転によって政治党本部や外郭団体、建設関係の事務所な
ど多数の企業が新庁舎周辺に新たに立地することを明らかにしてい
る（図５）。これらより、庁舎移転の要因として都市構造の変革、また、
都市域の拡大が考えられる。一方で移転によるデメリットとしては、
旧庁舎周辺の昼間人口の減少が考えられる。先に挙げたように、都
道府県庁舎は城郭周辺や主要街道沿いに立地したために、自ずと街
の中心に位置することが多い。また、特に地方都市では、何千人規
模で働く県職員のオフィスは自治体内で最大規模となることが多い
ことを考慮すると、その立地が地元商店街や地元経済に与える影響
力は大きいと考えられる。また、郊外への移転の場合、道路の拡張
や公共交通機関の整備等、インフラ整備への費用が必要とされるこ
ともデメリットとして挙げられる。
　表８に戦後に庁舎を移転した都県の一覧とその前後の立地類型
化、旧庁舎保存の有無、跡地の現在の状況を示す。移転先の立地条
件をみると、郊外に移転されたものは 1960 年代、1970 年代が中心で、
1980 年代以降では市街地内での移転が主流となっている。唯一
1980 年代以降で石川県庁は郊外移転しているが、市内中心部と市
内の港湾を結ぶ幹線道路の中間に移転しており、他の郊外移転事例
とは区別する。
　次に旧庁舎の跡地活用についてみると、旧庁舎を保存しているも
のは２事例（山形、茨城）、取り壊し、もしくは一部保存し、別施
設を建設したものは６事例（東京、新潟など）、現在空地や建物を
閉鎖しているものは２事例（秋田、岐阜）であった。また、それぞ
れの機能を見ると、県庁の分庁舎や市役所など行政機能を残してい
るものが２事例（茨城、新潟）、戦前庁舎を活用した資料館やカフェ、
レストランとしているものが２事例（山形、石川）、大規模な会議
場やコンサートホールなど積極的な集客施設としているものが３事
写真引用：左 GoogleMap
中 エミリオ・アンバース HP 
右 山下設計HP
例（東京、福岡、鹿児島）、交通インフラの拠点としているものが
１事例（熊本）であった。庁舎移転のメリットとして都市域の拡大
を挙げたが、1950 年代、1960 年代に郊外移転をした２事例では現
状空地、閉鎖中であり、どちらも市内中心部に立地しながら有効的
な活用がなされておらず、庁舎移転が中心市街地衰退の一因となっ
ているとも考えられる。一方で、跡地に大規模な市民利用施設を建
設しているものは 3 事例あるが、いずれの都県も県政規模が他県よ
り大きく、財政的な余裕があればこその活用方法とも言える。また、
旧庁舎を活用する方法としては、山形県のように建物をそのまま転
用するものや、近年では石川県のように増築をして旧庁舎の価値を
高め、集客性を高める事例もある（図６）。
３−３.景観計画について
　各庁舎の所在自治体の景観計画を参照し、都道府県庁舎と景観計
画の関連性を分析する。47 県庁所在自治体の内、景観計画を策定
している自治体は 40 事例で、その中で、都道府県庁舎が含まれる
範囲を重点地区に指定している自治体は 13 事例であった（表９）。
この 13 事例について、景観計画の規制内容や指定範囲に着目して
類型化を行うと４つに分類することが出来た（表 10）。立地条件と
比較してみると、歴史的景観や自然景観の保全は城郭地区立地が最
も多い一方で、庁舎を新たな景観の中心と捉えている事例もあった。
４章　近年の都道府県庁舎整備
４−１.対象事例と整備概要
　本研究では近年の庁舎整備事例として、現在県庁舎の整備を行っ
ている青森県と長崎県を対象とし、概要をまとめると共に、担当職
員へのヒヤリング調査を行った。以下にそれぞれの整備概要を示す。
【青森県】青森県庁舎は谷口吉郎による基本設計、日建設計による
実施設計を経て 1961 年に竣工した。今回の整備では、老朽化によ
る耐震不足を解消するため、８階建てから６階建てに減築を行い、
軽量化によって最小限の耐震壁増設に留めることで、工事費の削減
に努めている。事業推進の根底には 2007 年に策定された「県有施
設利活用方針」があり、県有施設の床総量をマネジメントし、必要
最低限以上の床面積は保有しないという理念があった。そのため、
庁舎更新の検討時には新庁舎を新築する場合と、耐震改修の費用を
試算し、最終的な減築改修に至った。
【長崎県】長崎県庁舎は日建設計による設計で 1953 年に竣工した。
県庁内では新庁舎建設の検討委員会が 1971 年と 1984 年に設立され
たが、いずれも凍結していた。しかし、九州新幹線の長崎延伸が決
定した 2007 年に再び委員会が設立され、実行に移された。現在の
出島付近の歴史的な敷地から、新長崎駅前の埋立地に移転が行われ、
全国で最も新幹線駅に、また、海に近い庁舎として、諸島への連絡
船との乗り継ぎや、観光情報の発信拠点としてなどソフト面も重視
した整備が行われている。
４−２.ヒヤリング調査
　表 11 にヒヤリング調査の概要をまとめる。また、以下に質問と
それに対する返答を示す。（A: 青森県庁、N: 長崎県庁）
【市民、県職員の反応】A: 市民からの反応は特に上がっていない。
しかし、新築で建替えとなった場合にはおそらく反対意見が上がっ
ていただろう。また、県職員の声としては全庁的に県有施設の利活
用方針への理解があったため、特に新築を求める声は上がらなかっ
た。むしろ、現在冷房機能がないため、それが追加されることへの
表８ 移転事例一覧
表９ 重点地区指定事例一覧（施策の分類は表 10 の分類に従う）
表 10 景観条例類型化
ようになった。また、伝統工芸の活用や地場産材の使用など、地域
の固有性を表現するようになった。
・都市的役割という側面では、現在の都道府県庁舎の立地条件を類
型化し、戦後に庁舎を移転した背景には敷地面積の拡大があること
を示した。また、その他の要因として都市域の拡大があり、特に
1960 年代、1970 年代ではその側面が顕著であった。しかし、それ
らの事例では旧庁舎の跡地は空地や閉鎖中であり、庁舎移転が中心
市街地衰退の一因となり得ることを示した。
・また、近年の跡地活用事例では、旧庁舎を従来の博物館的な保存
ではなく、増築部分を付加することで新たな価値を創出し、庁舎移
転による都心の沈滞化を防ぐ手法もある。
５−２.今後の都道府県庁舎整備における展望
　以上の分析結果とヒヤリング調査を踏まえて、以下に今後の都道
府県庁舎整備における展望を述べる。
・1950 年代、1960 年代に建設された庁舎が未だ現役であること、
庁舎の分散化によって業務への支障が常態化していることを考える
と、今後都道府県庁舎の更新事例は増加すると考えられる。また、
年々、庁舎に対する要求性能が向上していることを考慮すると、そ
の建設費も高騰するであろう。然らば、県有施設全体のマネジメン
トの重要性、及び、庁舎更新の際には必ずしも面積拡大だけが選択
肢ではない事を考慮する必要がある。
・地方都市において庁舎の職員規模は有数のものであり、立地が地
域の経済に与える影響は大きく、そのことを考えると街中にあるこ
とが望ましいが、同時に市民利用度が必ずしも高くないことも考慮
すべきである。街中にある都道府県庁舎の意義として職員の執務空
間としてだけでなく、来訪者に対して観光情報を発信することや防
災時の避難施設などソフトとしての機能を充実させることが街に対
して果たすことができる役割であると言える。
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No. 都道府県名 重点地区名 施策の分類 立地条件
4 宮城県 景観重点区域都心ビジネスゾーン Ⅲ
8 茨城県 県庁周辺地区 Ⅳ
13 東京都 新宿駅周辺地区超高層エリア Ⅲ
14 神奈川県 日本大通り特定地区　 Ⅰ
22 静岡県 駿府公園周辺地区 Ⅰ
26 京都府 旧市街地型美観地区 Ⅰ
29 奈良県 大宮通景観形成重点地区 Ⅰ
31 鳥取県 久松山山系景観形成重点区域 Ⅱ
33 岡山県 後楽園背景保全地区 Ⅱ
39 高知県 景観形成重点地区 Ⅰ
41 佐賀県 城内景観形成地区 Ⅰ
43 熊本県 水前寺周辺地区 Ⅱ
44 大分県 城址周辺地区 Ⅰ
第１章　序
１−１.研究の背景と目的
　明治維新後、1871 年の廃藩置県制度に伴って全国に建設された
府県庁舎は、初期の頃は城郭を庁舎として利用した後、県政のシン
ボルとして新築の庁舎が建設されるようになった。その建築形態は
当時の先端技術である西欧様式の模倣であったが、次第に帝冠様式
など日本独自のシンボル性を追求するようになった。また、後にモ
ダニズムが世間を席巻するころには、丹下健三の香川県庁舎を模し
た建築形態が時代の潮流となった。このように都道府県庁舎は時代
の先駆けとなる建築技術、様式を採用しており、すなわち都道府県
庁舎の建築形態は時代の社会背景を反映する鏡のような側面をもっ
ていると言える。
　また、近年庁舎を巡る社会的要求として地方政治の透明性という
名の下に、地域開放が多く謳われるが、市役所や町役場と違い、一
般市民の利用頻度が高くない都道府県庁舎においてはその必要性、
建築的手法が必ずしも同じであるとは一概に言えない。
　そこで、本研究では、戦後に新改築された都道府県庁舎を対象に、
建築構成の変遷や、庁舎が都市に対して果たすことができる役割を
明らかにし、今後の都道府県庁舎整備の展望を示すことを目的とす
る。
１−２.既往研究 *1 と本論文の位置づけ
　都道府県庁舎を横断的に調査した研究としては、石田潤一郎によ
るものが代表的にあるが、戦前のものが中心であり、戦後の庁舎に
ついては概観するに留まっている。また、戦後の庁舎について個別
的に建築計画的観点から分析したもの、建築家に焦点を合わせた意
匠論的観点から分析したもの、官庁街の形成に関するものは多数見
られるが、横断的にかつ建築的側面と都市的側面の両方からアプ
ローチしているものは管見の限りない。論文構成と本研究での言葉
の定義を図１、表１に示す。
２章 .建築構成からみる都道府県庁舎
２−１.分析手法
　各都道府県庁の基礎的な建築情報の収集は石田潤一郎の研究を中
心とし、それを補う形で各庁のホームページや設計事務所ホーム
ページ、建築雑誌などを参照した（表２）。分析方法は、年代ごと
の各庁舎の本庁舎の面積比較（表３）、本庁舎の規模と分庁舎の有
無による類型化（表４、図２）、また、設計者の言説を抽出し、空
間ごとに分類しその変化によって設計意図の変遷を分析する。
２−２.建築規模の変遷
　表３、４より各年代の本庁舎の規模、ならびに分庁舎の有無につ
いて考察を行う。また、本研究では戦後に新改築された庁舎を対象
とするため、戦前のものは概観するに留める。
【戦前】戦前に建てられた庁舎を現在も本庁舎としている府県は８
事例であった。本庁舎の床面積はほとんどが 30,000 ㎡以下であり、
いずれの府県も複数棟の分庁舎を抱えている。特に、宮崎県では
10 棟以上の分庁舎に機能が分散し、住民サービスや職員の働き方
という点では決して優れているとは言えない。今後、戦前庁舎の保
存とともに行政機能の集約が求められる。
【1950 年代】1950 年代に建設され現在も本庁舎として機能している
のは８事例である。この時代もまだ面積規模は 30,000 ㎡以下が多く、
いずれも分庁舎を抱えている。一方で、東京都のようにこの時代に本
庁舎を建設しながら、のちに建替えている例もある。また、現在新築
工事中の長崎県庁舎はこの年代に含まれる。
【1960 年代】現在、本庁舎として機能している庁舎はこの年代に建
設されたものが最も多い。分庁舎を有するものの方が多いが、岐阜
県や岩手県のようにこの本庁舎のみで運営している事例もある。し
かし、岐阜県庁は現在老朽化と狭隘化を理由に建替えの検討を行っ
ており、必ずしも現在の要求に応えられているとは言えない。
【1970 年代】この年代は 1960 年代の建設ラッシュの反動からか極
端に建設数が少ない。しかし、いずれの事例も超高層建築であり、
規模はさほど大きくないが、超高層庁舎の先駆けとも言える時代で
ある。
【1980 年代】1980 年代になると超高層庁舎の割合が多くなり、同時
に 60,000 ㎡以上の大規模な庁舎が建設されるようになった。しか
し一方では徳島や福岡など中高層ながら分庁舎を持たない大規模の
庁舎も建設されている。
【1990 年代】この年代は最も大規模な庁舎が建設されている。
75,000 ㎡以上のものが５事例あり、そのほとんどが超高層庁舎で
ある。
【2000 年代】この年代では 1990 年代と対照的に超高層ではあるが
歴史景観の保全
自然景観の保全
城郭やお堀、歴史的建造物の景観の保存を目
的としている事例。
商業核やビジネス核として賑わいのある景観
の創出を目的としている事例。
地域の新たな業務拠点として新しい時代を先導
する個性豊かな景観の形成を目的とする事例。
庭園からの眺望や山の稜線の景観を保全を目
的としている事例。
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面積規模はやや縮小するようになる。また、香川県のように旧庁舎
を残しながらデザインを踏襲し、超高層庁舎を隣接させる例もある。
２−３.設計意図の変遷
　建築雑誌、または設計社のホームページから設計者の言説を抽出
し、その設計意図を探る。戦後から現在までの建築雑誌『新建築』『建
築文化』『公共建築』から都道府県庁舎の設計 17 事例、設計会社の
ホームページから２事例を抽出し、それぞれ『新建築』から 69 篇、『建
築文化』から 10 篇、『公共建築』から４篇、ホームページから 6 篇
の文章を抽出した。また抽出した文章を指示内容から【広場】【エ
ントランス・市民空間】【執務空間】【配置計画】【全体計画】の５
つに分類し、それぞれの趣旨を抜き出す。またそれらを年代ごとに
エントランス空間を大きくとり、「外部空間との連続性」や「広場
の眺望場所」として計画するようになった。「県民の交流場所」と
して言及されるようになったのは 1996 年の千葉県庁舎で、その後、
市民空間を「象徴的な空間」や、「全体の空間構成の骨格」として
捉える言及が多くなる。
【執務空間】庁舎の基本機能でもある執務空間については初期の頃
から環境の側面から言及されている。1950 年代には単純な「南面
採光」という説明であったが、1980 年頃から自然通風の取り入れ
方や二重ガラスなど「環境性能の向上」という説明がされるように
なり、1990 年代からは超高層の吹き抜けを利用した建物全体にお
ける風の流れについての言及がなされている。また、「執務空間の
柔軟性」という言説は初期の頃から一貫してあり、常に業務の変化
や建築の長寿命化を基本として設計が行われていることが分かる。
また、1999 年の群馬県庁舎ではオフィスにおける「コミュニケーショ
ンの活性化」という言説があり、県職員の働き方についての考察が
行われているのも特徴的である。
【配置計画】配置計画については７篇を収集した。1950 年代では「拡
張の余地を残す」という表現であったが、1960 年代、1980 年代前
半では周辺や広場との調和を図るという表現がされている。また、
行政、議会、警察の「機能の独立性」について複数例、同時期に言
及されているのも特徴的である。1990 年代後半や 2000 年代では「都
市軸」や「広場を中心とした配置計画」など、広場が都市的な視点
から捉えられるようになったことと合わせて、配置計画についても
同様のことが言える。
【外装材】コンクリート仕上げを主とし、城壁というイメージが追
ないが、コンパクトシティを進めることや、新規にインフラを整備
することを考慮すると、青森市のような規模の都市で庁舎移転をす
るのはリスクが大きすぎる。N: 現状の敷地では必要面積を確保す
るためには高層建築とならざるを得ず、移転は致し方なかった。敷
地選定については県有地の中で候補を挙げたが、市内では駅前の埋
立地、それ以外では諫早などの市外しかなく、必然的に決まった。
もし、市内の郊外にまとまった県有地があれば郊外へ移転も検討し
ていただろう。
【新庁舎に期待すること】A: 都道府県庁レベルでファシリティマネ
ジメントに取り組んでいる自治体はまだ少なく、それに基づいての
庁舎更新は全国でも初めての事例となるので、県有施設利活用方針
の象徴的な施設にしていきたい。N:どんなに市民に開かれた庁舎や、
美しい庁舎が完成しても、庁舎に来ることが目的になってはならな
い。来庁した人が街中に出て行きたくなるような、観光案内として
のソフト機能を重視していきたい。
　以下、個別的な質問と回答を示す。
【庁舎更新の際に床面積を減らせるとした根拠は何か】A:「県有施
設利活用方針」を定めた後に、執務空間の基準を定めたオフィスス
タンダードを設けた。それに基づいて面積の再確認、再分配を行う
と、床面積を減らすことができると判明した。
【庁舎更新を起爆剤として様々な事業を推進する、もしくは庁舎を
複合施設にするという検討はあったか】A: 青森県では県庁以外、
市民利用がある施設で早急に立て替えが必要なものはなかったので
行わなかった。しかし、コンパクトシティを進める上で、今後施設
の集約は検討すべき項目になるだろう。
【業務の IT 化によって必ずしもオフィスが集約している必要性がな
いとも思えるが、実際はどうか】N: 一番の問題は、相談に来た住
民を相談窓口と違う建物に案内せざるを得ない事。業務の上でも、
特に会議室を持たない建物の場合、出向かなければならないこと、
知事等スケジュールを合わせるのが難しい相手にレクチャーをする
際に、職場と違う建物で不用意な時間を過ごさなければならないこ
となど、業務への支障も大きい。
【庁舎開放のために工夫していることはあるか】N: 新庁舎では会議
室を低層部に設けて、土日は一般の方でも使用できるようにする予
定。セキュリティラインを基本設計時に考慮しなければならないた
め、おそらく都道府県庁舎では最初の例になるだろう。
５章　結
５−１.まとめ
　本研究では戦後に新改築された 47 都道府県庁舎を建築構成と都
市的役割という二つの側面から分析を行い、以下のことを明らかに
した。
・現在本庁舎として機能している建物は 1960 年代に建てられたも
のが最も多く、この頃から県民スペースの必要性について語られる
ようになった。
・超高層の庁舎が建設されるようになったのは 1970 年代からで、
それ以降 1990 年代にかけて庁舎の床面積は年々拡大していった。
それに伴って、環境問題への対応や、周辺環境との調和といったこ
とを主眼において設計が行われた。
・1980 年代には庁舎建築それ自体に設計のコンセプトが置かれてい
たが、次第に広場や都市の中における庁舎像というのが追求される
移転前 移転後
5 秋田県 1959 A E 取り壊し 空地（かつては産業会館）
6 山形県 1975 C E 保存 郷土館、資料館として使用
8 茨城県 1999 A F 保存 三の丸庁舎として使用
13 東京都 1991 A F 取り壊し 東京国際フォーラム
15 新潟県 1985 C F 取り壊し 新潟市庁舎
17 石川県 2002 A E 一部保存 レストランや会議場として使用
21 岐阜県 1966 C E 一部保存 閉鎖中（2013年まで総合庁舎として使用）
40 福岡県 1981 C F 取り壊し アクロス福岡
43 熊本県 1967 C F 取り壊し 交通センター
46 鹿児島県 1996 A F 一部保存 かごしま県民交流センター
現在の用途旧庁舎の状態
立地条件
No. 都道府県名 移転年
並べたものを図３にまとめる。また、抽出元の一覧を表５に示す。
【広場】広場についての記述は 14 篇を収集した。1950 年代や 1960
年代では広場という表現ではなく庭園計画と表記されていることが
多いがどの年代でも「周辺との調和」や「隣接公園との連続性」に
留意して計画が行われている。1980 年代後半頃には「原風景の再現」
や「植栽や歴史による地域性の表現」など地域の固有性というキー
ワードが語られている。また、1990 年代では「広場を街に開く」
や「オープンスペースの創出」など都市的な視点から広場を捉える
ようになっている。
【エントランス・市民空間】県民スペースの必要性について初めて
言及されたのは 1965 年の岩手県庁で、日常的な利用と言うよりは
小中学生の見学施設としてであった。その後 1980 年代前半頃から
求された奈良県庁舎と旧庁舎との調和を目的としタイル仕上げとし
た神奈川県庁舎は 1960 年代のほぼ同時期であるがそのスタンスは
対象的である。1970 年に建設された静岡県庁舎は隣に戦前庁舎を
有しているが、超高層庁舎として維持管理費の低減を掲げコンク
リートの仕上げとなっている。その後 1980 年代からは再び「旧庁
舎の継承」や「風格と落ち着き」、「心象空間」と言った表現でタイ
ル仕上げが多くなる。一方、1990 年代からはガラスや金属パネル
の使用が進み、「現代生」や「歴史と未来の共生」というような表
現が行われた。また、2000 年に入ってからは茨城県庁舎の「地場
産材料の使用」や、内装材ではあるが栃木県庁舎の地場産の石材の
使用など、地域性の表現が進んでいる。
【全体計画】設計のコンセプトや建物全体に共通するテーマなどを
対象とし、計26篇を収集した。1950年代から1970年代にかけては「モ
ダニズムの排除」や「都市の中のオフィス像の具体化」、「現代建築
と歴史との調和」など、庁舎としての建築像が模索されていた。
1980 年代以降は「省エネルギー」や「地域の環境への適応」、「環
希望の声が多かった。N: 移転することに関して、地元商店街から
は反対する意見が上がった。その理由としては昼間人口が減少する
ことで街が衰退してしまうというものもあるが、多くは現在の出島
の近くという歴史的な敷地には県を司る庁舎がふさわしいというも
のだった。県職員の声としては、新しいオフィスになることを機に、
オフィスレイアウトを工夫し働き方について見直したいという意見
が上がり、大学と協同してワークショップを開催し提言を行ってい
る。
【庁舎の移転について】A: 今回は庁舎を移転することは検討してい
境配慮」、「建築と自然の共生」など環境問題への言及が主流となっ
た。また、1980年代以降「防災機能の強化」や、「高度情報化への挑戦」
や、「高機能建築としての庁舎」など災害時の拠点として庁舎が捉
えられるようになった。また、庁舎のイメージという観点では
1980 年代には「新しい象徴として」や「県の顔として」など建築
自体が主体であったが、1990年代後半では「開かれた庁舎建築」や「都
市の中のボイド」のように建築と都市が一体となることが主題に置
かれるようになった。
３章　都市的役割からみる都道府県庁舎
３−１.都道府県庁舎の立地について
　都道府県庁舎の立地に関して松浦らが行った一連の研究 *2 による
と、府県庁舎を中心とする官庁街は、廃藩置県後、まとまった敷地
を必要としたため城郭周辺に立地する場合が多かった。一方で、宮
城や愛知、熊本など旧陸軍の師団司令部が設置された都市では城郭
周辺ではなく、少し離れた旧武家地や寺社地に立地することが多
かった。しかし、その中でも愛知県や大阪府のように陸軍施設の縮
小に伴って城郭周辺に再び立地した例もある（図４）。
３−２.立地条件の類型化
　先に挙げた松浦らは明治・大正期に官庁街を形成した 39 道府県
庁舎を城郭地区と主要街路、商業地区に着目して立地特性の類型化
を行った。本論文では松浦らの研究による【城郭地区立地型】【主
要街路沿い立地型】【商業地区裏手立地型】【戦災復興移転型】を引
用し、それらに加えて、復興事業以降に移転した事例で、移転後の
敷地が市街地の縁辺部の場合と市街地内の場合で類型化を行った
（表６）。ただし、熊本県庁舎は戦災復興時に移転を行ったが、それ
以降にも移転をしたため、後者の移転事例とした。それぞれの敷地
面積の平均は表７のようになった。【E】と【F】の平均面積はそれ
以外の倍以上であり、庁舎移転の要因は敷地面積の狭隘化によると
ころが大きいと考えられる。移転事例では平均敷地面積は、市街地
立地型の方が大きいという結果が出たが、茨城県庁の 157,110 ㎡が
突出して大きく、それを除いた平均は 77,830 ㎡であり、移転郊外
立地型とほぼ同じであった。
３−３.庁舎移転と跡地活用について
　先の敷地類型化の項で庁舎移転の要因として敷地面積の拡大化が
あることを示したが、その他の要因についての考察を行う。佐々木
信夫による東京都庁舎移転についての論考 *3 では、移転の最大の要
因として東京の多心型都市構造へのシフトを挙げている。また、稲
村らの山形県庁舎の移転と企業立地に関する研究 *4 によると、県庁
舎の郊外移転によって政治党本部や外郭団体、建設関係の事務所な
ど多数の企業が新庁舎周辺に新たに立地することを明らかにしてい
る（図５）。これらより、庁舎移転の要因として都市構造の変革、また、
都市域の拡大が考えられる。一方で移転によるデメリットとしては、
旧庁舎周辺の昼間人口の減少が考えられる。先に挙げたように、都
道府県庁舎は城郭周辺や主要街道沿いに立地したために、自ずと街
の中心に位置することが多い。また、特に地方都市では、何千人規
模で働く県職員のオフィスは自治体内で最大規模となることが多い
ことを考慮すると、その立地が地元商店街や地元経済に与える影響
力は大きいと考えられる。また、郊外への移転の場合、道路の拡張
や公共交通機関の整備等、インフラ整備への費用が必要とされるこ
ともデメリットとして挙げられる。
　表８に戦後に庁舎を移転した都県の一覧とその前後の立地類型
化、旧庁舎保存の有無、跡地の現在の状況を示す。移転先の立地条
件をみると、郊外に移転されたものは 1960 年代、1970 年代が中心で、
1980 年代以降では市街地内での移転が主流となっている。唯一
1980 年代以降で石川県庁は郊外移転しているが、市内中心部と市
内の港湾を結ぶ幹線道路の中間に移転しており、他の郊外移転事例
とは区別する。
　次に旧庁舎の跡地活用についてみると、旧庁舎を保存しているも
のは２事例（山形、茨城）、取り壊し、もしくは一部保存し、別施
設を建設したものは６事例（東京、新潟など）、現在空地や建物を
閉鎖しているものは２事例（秋田、岐阜）であった。また、それぞ
れの機能を見ると、県庁の分庁舎や市役所など行政機能を残してい
るものが２事例（茨城、新潟）、戦前庁舎を活用した資料館やカフェ、
レストランとしているものが２事例（山形、石川）、大規模な会議
場やコンサートホールなど積極的な集客施設としているものが３事
写真引用：左 GoogleMap
中 エミリオ・アンバース HP 
右 山下設計HP
例（東京、福岡、鹿児島）、交通インフラの拠点としているものが
１事例（熊本）であった。庁舎移転のメリットとして都市域の拡大
を挙げたが、1950 年代、1960 年代に郊外移転をした２事例では現
状空地、閉鎖中であり、どちらも市内中心部に立地しながら有効的
な活用がなされておらず、庁舎移転が中心市街地衰退の一因となっ
ているとも考えられる。一方で、跡地に大規模な市民利用施設を建
設しているものは 3 事例あるが、いずれの都県も県政規模が他県よ
り大きく、財政的な余裕があればこその活用方法とも言える。また、
旧庁舎を活用する方法としては、山形県のように建物をそのまま転
用するものや、近年では石川県のように増築をして旧庁舎の価値を
高め、集客性を高める事例もある（図６）。
３−３.景観計画について
　各庁舎の所在自治体の景観計画を参照し、都道府県庁舎と景観計
画の関連性を分析する。47 県庁所在自治体の内、景観計画を策定
している自治体は 40 事例で、その中で、都道府県庁舎が含まれる
範囲を重点地区に指定している自治体は 13 事例であった（表９）。
この 13 事例について、景観計画の規制内容や指定範囲に着目して
類型化を行うと４つに分類することが出来た（表 10）。立地条件と
比較してみると、歴史的景観や自然景観の保全は城郭地区立地が最
も多い一方で、庁舎を新たな景観の中心と捉えている事例もあった。
４章　近年の都道府県庁舎整備
４−１.対象事例と整備概要
　本研究では近年の庁舎整備事例として、現在県庁舎の整備を行っ
ている青森県と長崎県を対象とし、概要をまとめると共に、担当職
員へのヒヤリング調査を行った。以下にそれぞれの整備概要を示す。
【青森県】青森県庁舎は谷口吉郎による基本設計、日建設計による
実施設計を経て 1961 年に竣工した。今回の整備では、老朽化によ
る耐震不足を解消するため、８階建てから６階建てに減築を行い、
軽量化によって最小限の耐震壁増設に留めることで、工事費の削減
に努めている。事業推進の根底には 2007 年に策定された「県有施
設利活用方針」があり、県有施設の床総量をマネジメントし、必要
最低限以上の床面積は保有しないという理念があった。そのため、
庁舎更新の検討時には新庁舎を新築する場合と、耐震改修の費用を
試算し、最終的な減築改修に至った。
【長崎県】長崎県庁舎は日建設計による設計で 1953 年に竣工した。
県庁内では新庁舎建設の検討委員会が 1971 年と 1984 年に設立され
たが、いずれも凍結していた。しかし、九州新幹線の長崎延伸が決
定した 2007 年に再び委員会が設立され、実行に移された。現在の
出島付近の歴史的な敷地から、新長崎駅前の埋立地に移転が行われ、
全国で最も新幹線駅に、また、海に近い庁舎として、諸島への連絡
船との乗り継ぎや、観光情報の発信拠点としてなどソフト面も重視
した整備が行われている。
４−２.ヒヤリング調査
　表 11 にヒヤリング調査の概要をまとめる。また、以下に質問と
それに対する返答を示す。（A: 青森県庁、N: 長崎県庁）
【市民、県職員の反応】A: 市民からの反応は特に上がっていない。
しかし、新築で建替えとなった場合にはおそらく反対意見が上がっ
ていただろう。また、県職員の声としては全庁的に県有施設の利活
用方針への理解があったため、特に新築を求める声は上がらなかっ
た。むしろ、現在冷房機能がないため、それが追加されることへの
表８ 移転事例一覧
表９ 重点地区指定事例一覧（施策の分類は表 10 の分類に従う）
表 10 景観条例類型化
ようになった。また、伝統工芸の活用や地場産材の使用など、地域
の固有性を表現するようになった。
・都市的役割という側面では、現在の都道府県庁舎の立地条件を類
型化し、戦後に庁舎を移転した背景には敷地面積の拡大があること
を示した。また、その他の要因として都市域の拡大があり、特に
1960 年代、1970 年代ではその側面が顕著であった。しかし、それ
らの事例では旧庁舎の跡地は空地や閉鎖中であり、庁舎移転が中心
市街地衰退の一因となり得ることを示した。
・また、近年の跡地活用事例では、旧庁舎を従来の博物館的な保存
ではなく、増築部分を付加することで新たな価値を創出し、庁舎移
転による都心の沈滞化を防ぐ手法もある。
５−２.今後の都道府県庁舎整備における展望
　以上の分析結果とヒヤリング調査を踏まえて、以下に今後の都道
府県庁舎整備における展望を述べる。
・1950 年代、1960 年代に建設された庁舎が未だ現役であること、
庁舎の分散化によって業務への支障が常態化していることを考える
と、今後都道府県庁舎の更新事例は増加すると考えられる。また、
年々、庁舎に対する要求性能が向上していることを考慮すると、そ
の建設費も高騰するであろう。然らば、県有施設全体のマネジメン
トの重要性、及び、庁舎更新の際には必ずしも面積拡大だけが選択
肢ではない事を考慮する必要がある。
・地方都市において庁舎の職員規模は有数のものであり、立地が地
域の経済に与える影響は大きく、そのことを考えると街中にあるこ
とが望ましいが、同時に市民利用度が必ずしも高くないことも考慮
すべきである。街中にある都道府県庁舎の意義として職員の執務空
間としてだけでなく、来訪者に対して観光情報を発信することや防
災時の避難施設などソフトとしての機能を充実させることが街に対
して果たすことができる役割であると言える。
C
F
F
B
A
C
C
A
A
A
A
F
A
No. 都道府県名 重点地区名 施策の分類 立地条件
4 宮城県 景観重点区域都心ビジネスゾーン Ⅲ
8 茨城県 県庁周辺地区 Ⅳ
13 東京都 新宿駅周辺地区超高層エリア Ⅲ
14 神奈川県 日本大通り特定地区　 Ⅰ
22 静岡県 駿府公園周辺地区 Ⅰ
26 京都府 旧市街地型美観地区 Ⅰ
29 奈良県 大宮通景観形成重点地区 Ⅰ
31 鳥取県 久松山山系景観形成重点区域 Ⅱ
33 岡山県 後楽園背景保全地区 Ⅱ
39 高知県 景観形成重点地区 Ⅰ
41 佐賀県 城内景観形成地区 Ⅰ
43 熊本県 水前寺周辺地区 Ⅱ
44 大分県 城址周辺地区 Ⅰ
第１章　序
１−１.研究の背景と目的
　明治維新後、1871 年の廃藩置県制度に伴って全国に建設された
府県庁舎は、初期の頃は城郭を庁舎として利用した後、県政のシン
ボルとして新築の庁舎が建設されるようになった。その建築形態は
当時の先端技術である西欧様式の模倣であったが、次第に帝冠様式
など日本独自のシンボル性を追求するようになった。また、後にモ
ダニズムが世間を席巻するころには、丹下健三の香川県庁舎を模し
た建築形態が時代の潮流となった。このように都道府県庁舎は時代
の先駆けとなる建築技術、様式を採用しており、すなわち都道府県
庁舎の建築形態は時代の社会背景を反映する鏡のような側面をもっ
ていると言える。
　また、近年庁舎を巡る社会的要求として地方政治の透明性という
名の下に、地域開放が多く謳われるが、市役所や町役場と違い、一
般市民の利用頻度が高くない都道府県庁舎においてはその必要性、
建築的手法が必ずしも同じであるとは一概に言えない。
　そこで、本研究では、戦後に新改築された都道府県庁舎を対象に、
建築構成の変遷や、庁舎が都市に対して果たすことができる役割を
明らかにし、今後の都道府県庁舎整備の展望を示すことを目的とす
る。
１−２.既往研究 *1 と本論文の位置づけ
　都道府県庁舎を横断的に調査した研究としては、石田潤一郎によ
るものが代表的にあるが、戦前のものが中心であり、戦後の庁舎に
ついては概観するに留まっている。また、戦後の庁舎について個別
的に建築計画的観点から分析したもの、建築家に焦点を合わせた意
匠論的観点から分析したもの、官庁街の形成に関するものは多数見
られるが、横断的にかつ建築的側面と都市的側面の両方からアプ
ローチしているものは管見の限りない。論文構成と本研究での言葉
の定義を図１、表１に示す。
２章 .建築構成からみる都道府県庁舎
２−１.分析手法
　各都道府県庁の基礎的な建築情報の収集は石田潤一郎の研究を中
心とし、それを補う形で各庁のホームペ ジや設計事務所ホーム
ページ、建築雑誌などを参照した（表２）。分析方法は、年代ごと
の各庁舎の本庁舎の面積比較（表３）、本庁舎の規模と分庁舎の有
無による類型化（表４、図２） また、設計者の言説を抽出し、空
間ごとに分類しその変化によって設計意図の変遷を分析する。
２−２.建築規模の変遷
　表３、４より各年代の本庁舎の規模、ならびに分庁舎の有無につ
いて考察を行う。また、本研究では戦後に新改築された庁舎を対象
とするため、戦前のものは概観するに留める。
【戦前】戦前に建てられた庁舎を現在も本庁舎としている府県は８
事例であった。本庁舎の床面積はほとんどが 30,000 ㎡以下であり、
いずれの府県も複数棟の分庁舎を抱えている。特に、宮崎県では
10 棟以上の分庁舎に機能が分散し、住民サービスや職員の働き方
という点では決して優れているとは言えない。今後、戦前庁舎の保
存とともに行政機能の集約が求められる。
【1950 年代】1950 年代に建設され現在も本庁舎として機能している
のは８事例である。この時代もまだ面積規模は 30,000 ㎡以下が多く、
いずれも分庁舎を抱えている。一方で、東京都のようにこの時代に本
庁舎を建設しながら、のちに建替えている例もある。また、現在新築
工事中の長崎県庁舎はこの年代に含まれる。
【1960 年代】現在、本庁舎として機能している庁舎はこの年代に建
設されたものが最も多い。分庁舎を有するものの方が多いが、岐阜
県や岩手県のようにこの本庁舎のみで運営している事例もある。し
かし、岐阜県庁は現在老朽化と狭隘化を理由に建替えの検討を行っ
ており、必ずしも現在の要求に応えられているとは言えない。
【1970 年代】この年代は 1960 年代の建設ラッシュの反動からか極
端に建設数が少ない。しかし、いずれの事例も超高層建築であり、
規模はさほど大きくないが、超高層庁舎の先駆けとも言える時代で
ある。
【1980 年代】1980 年代になると超高層庁舎の割合が多くなり、同時
に 60,000 ㎡以上の大規模な庁舎が建設されるようになった。しか
し一方では徳島や福岡など中高層ながら分庁舎を持たない大規模の
庁舎も建設されている。
【1990 年代】この年代は最も大規模な庁舎が建設されている。
75,000 ㎡以上のものが５事例あり、そのほとんどが超高層庁舎で
ある。
【2000 年代】この年代では 1990 年代と対照的に超高層ではあるが
・減築に至るまでの経緯について
・県職員、市民の反応はどうか
・床面積を削減するために何を行ったか
・庁舎移転の可能性はあるか
・長崎県のように庁舎更新を起爆剤として
様々な事業を推進するという検討はあった
か
・今まで県有施設では 30 年近くで立て替え
が行われてきたが、その理由はなにか
・プロポーザルで最優秀賞の評価ポイントは
なにか
・地元企業、県産材の使用について具体的な
計画はあるか
・庁舎更新の時期を決定した要因はなにか
・地元商店街からは移転に反対意見が挙って
いるが、その具体的な理由はなにか
・庁舎を郊外に移転する可能性はあったか
表 11 ヒヤリング概要
質問項目（一部抜粋）
ヒヤリング調査概要
2014 年 12 月９日
於　青森県庁　
青森県総務部行政経営管理課
於　長崎県庁　
長崎県総務部県庁舎建設課建設班
2014 年 12 月 14 日
青森県庁 長崎県庁
面積規模はやや縮小するようになる。また、香川県のように旧庁舎
を残しながらデザインを踏襲し、超高層庁舎を隣接させる例もある。
２−３.設計意図の変遷
　建築雑誌、または設計社のホームページから設計者の言説を抽出
し、その設計意図を探る。戦後から現在までの建築雑誌『新建築』『
築文化』『公共建築』から都道府県庁舎の設計 17 事例、設計会社の
ホームページから２事例を抽出し、それぞれ『新建築』から 69 篇、『建
築文化』から 10 篇、『公共建築』から４篇、ホームページから 6 篇
の文章を抽出した。また抽出した文章を指示内容から【広場】 エ
ントラ ス・市民空間】【執務空間】【配置計画】【全体計画】の５
つに分類し、それぞれの趣旨を抜き出す。またそれらを年代ごとに
エントランス空間を大きくとり、「外部空間との連続性」や「広場
の眺望場所」として計画するようになった。「県民の交流場所」と
して言及されるようになったのは 1996 年の千葉県庁舎で、その後、
市民空間を「象徴的な空間」や、「全体の空間構成の骨格」として
捉える言及が多くなる。
【執務空間】庁舎の基本機能でもある執務空間については初期の頃
から環境の側面から言及されている。1950 年代には単純な「南面
採光」という説明であったが、1980 年頃から自然通風の取り入れ
方や二重ガラスなど「環境性能の向上」という説明がされるように
なり、1990 年代からは超高層の吹き抜けを利用した建物全体にお
ける風の流れについての言及がなされている。また、「執務空間の
柔軟性」という言説は初期の頃から一貫してあり、常に業務の変化
や建築の長寿命化を基本として設計が行われていることが分かる。
また、1999 年の群馬県庁舎ではオフィスにおける「コミュニケーショ
ンの活性化」という言説があり、県職員の働き方についての考察が
行われているのも特徴的である。
【配置計画】配置計画については７篇を収集した。1950 年代では「拡
張の余地を残す」という表現であったが、1960 年代、1980 年代前
半では周辺や広場との調和を図るという表現がされている。また、
行政、議会、警察の「機能の独立性」について複数例、同時期に言
及されているのも特徴的である。1990 年代後半や 2000 年代では「都
市軸」や「広場を中心とした配置計画」など、広場が都市的な視点
から捉えられるようになったことと合わせて、配置計画についても
同様のことが言える。
【外装材】コンクリート仕上げを主とし、城壁というイメージが追
ないが、コンパクトシティを進めることや、新規にインフラを整備
することを考慮すると、青森市のような規模の都市で庁舎移転をす
るのはリスクが大きすぎる。N: 現状の敷地では必要面積を確保す
るためには高層建築とならざるを得ず、移転は致し方なかった。敷
地選定については県有地の中で候補を挙げたが、市内では駅前の埋
立地、それ以外では諫早などの市外しかなく、必然的に決まった。
もし、市内の郊外にまとまった県有地があれば郊外へ移転も検討し
ていただろう。
【新庁舎に期待すること】A: 都道府県庁レベルでファシリティマネ
ジメントに取り組んでいる自治体はまだ少なく、それに基づいての
庁舎更新は全国でも初めての事例となるので、県有施設利活用方針
の象徴的な施設にしていきたい。N:どんなに市民に開かれた庁舎や、
美しい庁舎が完成しても、庁舎に来ることが目的になってはならな
い。来庁した人が街中に出て行きたくなるような、観光案内として
のソフト機能を重視していきたい。
　以下、個別的な質問と回答を示す。
【庁舎更新の際に床面積を減らせるとした根拠は何か】A:「県有施
設利活用方針」を定めた後に、執務空間の基準を定めたオフィスス
タンダードを設けた。それに基づいて面積の再確認、再分配を行う
と、床面積を減らすことができると判明した。
【庁舎更新を起爆剤として様々な事業を推進する、もしくは庁舎を
複合施設にするという検討はあったか】A: 青森県では 庁以外、
市民利用がある施設で早急に立て替えが必要なものはなかったので
行わなかった。しかし、コンパクトシティを進める上で、今後施設
の集約は検討すべき項目になるだろう。
【業務の IT 化によって必ずしもオフィスが集約している必要性がな
いとも思えるが、実際はどうか】N: 一番の問題は、相談に来た住
民を相談窓口と違う建物に案内せざるを得ない事。業務の上でも、
特に会議室を持たない建物の場合、出向かなければならないこと、
知事等スケジュールを合わせるのが難しい相手にレクチャーをする
際に、職場と違う建物で不用意な時間を過ごさなければならないこ
となど、業務への支障も大きい。
【庁舎開放のために工夫していることはあるか】N: 新庁舎では会議
室を低層部に設けて、土日は一般の方でも使用できるようにする予
定。セキュリティラインを基本設計時に考慮しなければならないた
め、おそらく都道府県庁舎では最初の例になるだろう。
５章　結
５−１.まとめ
　本研究では戦後に新改築された 47 都道府県庁舎を建築構成と都
市的役割という二つの側面から分析を行い、以下のことを明らかに
した。
・現在本庁舎として機能している建物は 1960 年代に建てられたも
のが最も多く、この頃から県民スペースの必要性について語られる
ようになった。
・超高層の庁舎が建設されるようになったのは 1970 年代からで、
それ以降 1990 年代にかけて庁舎の床面積は年々拡大していった。
それに伴って、環境問題への対応や、周辺環境との調和といったこ
とを主眼において設計が行われた。
・1980 年代には庁舎建築それ自体に設計のコンセプトが置かれてい
たが、次第に広場や都市の中における庁舎像というのが追求される
並べたものを図３にまとめる。また、抽出元の一覧を表５に示す。
【広場】広場についての記述は 14 篇を収集した。1950 年代や 1960
年代では広場という表現ではなく庭園計画と表記されていることが
多いがどの年代でも「周辺との調和」や「隣接公園との連続性」に
留意して計画が行われている。1980 年代後半頃には「原風景の再現」
や「植栽や歴史による地域性の表現」など地域の固有性というキー
ワードが語られている。また、1990 年代では「広場を街に開く」
や「オープンスペースの創出」など都市的な視点から広場を捉える
ようになっている。
【エントランス・市民空間】県民スペースの必要性について初めて
言及されたのは 1965 年の岩手県庁で、日常的な利用と言うよりは
小中学生の見学施設としてであった。その後 1980 年代前半頃から
求された奈良県庁舎と旧庁舎との調和を目的としタイル仕上げとし
た神奈川県庁舎は 1960 年代のほぼ同時期であるがそのスタンスは
対象的である。1970 年に建設された静岡県庁舎は隣に戦前庁舎を
有しているが、超高層庁舎として維持管理費の低減を掲げコンク
リートの仕上げとなっている。その後 1980 年代からは再び「旧庁
舎の継承」や「風格と落ち着き」、「心象空間」と言った表現でタイ
ル仕上げが多くなる。一方、1990 年代からはガラスや金属パネル
の使用が進み、「現代生」や「歴史と未来の共生」というような表
現が行われた。また、2000 年に入ってからは茨城県庁舎の「地場
産材料の使用」や、内装材ではあるが栃木県庁舎の地場産の石材の
使用など、地域性の表現が進んでいる。
【全体計画】設計のコンセプトや建物全体に共通するテーマなどを
対象とし、計26篇を収集した。1950年代から1970年代にかけては「モ
ダニズムの排除」や「都市の中のオフィス像の具体化」、「現代建築
と歴史 の調和」など、庁舎としての建築像が模索されていた。
1980 年代以降は「省エネルギー」や「地域の環境への適応」、「環
希望の声が多かった。N: 移転することに関して、地元商店街から
は反対する意見が上がった。その理由としては昼間人口が減少する
ことで街が衰退してしまうというものもあるが、多くは現在の出島
の近くという歴史的な敷地には県を司る庁舎がふさわしいというも
のだった。県職員の声としては、新しいオフィスになることを機に、
オフィスレイアウトを工夫し働き方について見直したいという意見
が上がり、大学と協同してワークショップを開催し提言を行ってい
る。
【庁舎の移転について】A: 今回は庁舎を移転することは検討してい
境配慮」、「建築と自然の共生」など環境問題への言及が主流となっ
た。また、1980年代以降「防災機能の強化」や、「高度情報化への挑戦」
や、「高機能建築としての庁舎」など災害時の拠点として庁舎が捉
えられるようになった。また、庁舎のイメージという観点では
1980 年代には「新しい象徴として」や「県の顔として」など建築
自体が主体であったが、1990年代後半では「開かれた庁舎建築」や「都
市の中のボイド」のように建築と都市が一体となることが主題に置
かれるようになった。
３章　都市的役割からみる都道府県庁舎
３−１.都道府県庁舎の立地について
　都道府県庁舎の立地に関して松浦らが行った一連の研究 *2 による
と、府県庁舎を中心とする官庁街は、廃藩置県後、まとまった敷地
を必要としたため城郭周辺に立地する場合が多かった。一方で、宮
城や愛知、熊本など旧陸軍の師団司令部が設置された都市では城郭
周辺ではなく、少し離れた旧武家地や寺社地に立 することが多
かった。しかし、その中でも愛知県や大阪府のように陸軍施設の縮
小に伴って城郭周辺に再び立地した例もある（図４）。
３−２.立地条件の類型化
　先に挙げた松浦らは明治・大正期に官庁街を形成した 39 道府県
庁舎を城郭地区と主要街路、商業地区に着目して立地特性の類型化
を行った。本論文では松浦らの研究による【城郭地区立地型】【主
要街路沿い立地型】【商業地区裏手立地型】【戦災復興移転型】を引
用し、それらに加えて、復興事業以降に移転した事例で、移転後の
敷地が市街地の縁辺部の場合と市街地内の場合で類型化を行った
（表６）。ただし、熊本県庁舎は戦災復興時に移転を行ったが、それ
以降にも移転をしたため、後者の移転事例とした。それぞれの敷地
面積の平均は表７のようになった。【E】と F の平均面積はそれ
以外の倍以上であり、庁舎移転の要因は敷地面積の狭隘化によると
ころが大きいと考えられる。移転事例では平均敷地面積は、市街地
立地型の方が大きいという結果が出たが、茨城県庁の 157,110 ㎡が
突出して大きく、それを除いた平均は 77,830 ㎡であり、移転郊外
立地型とほぼ同じであった。
３−３.庁舎移転と跡地活用について
　先の敷地類型化の項で庁舎移転の要因として敷地面積の拡大化が
あることを示したが、その他の要因についての考察を行う。佐々木
信夫による東京都庁舎移転についての論考 *3 では、移転の最大の要
因として東京の多心型都市構造へのシフトを挙げている。また、稲
村らの山形県庁舎の移転と企業立地に関する研究 *4 によると、県庁
舎の郊外移転によって政治党本部や外郭団体、建設関係の事務所な
ど多数の企業が新庁舎周辺に新たに立地することを明らかにしてい
る（図５）。これらより、庁舎移転の要因として都市構造の変革、また、
都市域の拡大が考えられる。一方で移転によるデメリットとしては、
旧庁舎周辺の昼間人口の減少が考えられる。先に挙げたように、都
道府県庁舎は城郭周辺や主要街道沿いに立地したために、自ずと街
の中心に位置することが多い。また、特に地方都市では、何千人規
模で働く県職員のオフィスは自治体内で最大規模となることが多い
ことを考慮すると、その立地が地元商店街や地元経済に与える影響
力は大きいと考えられる。また、郊外への移転の場合、道路の拡張
や公共交通機関の整備等、インフラ整備への費用が必要とされるこ
ともデメリットとして挙げられる。
　表８に戦後 庁舎を移転した都県の一覧とその前後 立地類型
化、旧庁舎保存の有無、跡地の現在の状況を示す。移転先の立地条
件をみると、郊外に移転されたものは 1960 年代、1970 年代が中心で、
1980 年代以降では市街地内での移転が主流となっている。唯一
1980 年代以降で石川県庁は郊外移転しているが、市内中心部と市
内の港湾を結ぶ幹線道路の中間に移転しており、他の郊外移転事例
とは区別する。
　次に旧庁舎の跡地活用についてみると、旧庁舎を保存しているも
のは２事例（山形、茨城） 取り壊し、もしくは一部保存し、別施
設を建設したものは６事例（東京、新潟など）、現在空地や建物を
閉鎖しているものは２事例（秋田、岐阜）であった。また、それぞ
れの機能を見ると、県庁の分庁舎や市役所など行政機能を残してい
るものが２事例（茨城、新潟）戦前庁舎を活用した資料館やカフェ、
レストランとしているものが２事例（山形、石川） 大規模な会議
場やコンサートホールなど積極的な集客施設としているものが３事
例（東京、福岡、鹿児島）、交通インフラの拠点としているものが
１事例（熊本）であった。庁舎移転のメリットとして都市域の拡大
を挙げたが、1950 年代、1960 年代に郊外移転をした２事例では現
状空地、閉鎖中であり、どちらも市内中心部に立地しながら有効的
な活用がなされておらず、庁舎移転が中心市街地衰退の一因となっ
ているとも考えられる。一方で、跡地に大規模な市民利用施設を建
設しているものは 3 事例あるが、いずれの都県も県政規模が他県よ
り大きく、財政的な余裕があればこその活用方法とも言える。また、
旧庁舎を活用する方法としては、山形県のように建物をそのまま転
用するものや、近年では石川県のように増築をして旧庁舎の価値を
高め、集客性を高める事例もある（図６）。
３−３.景観計画について
　各庁舎の所在自治体の景観計画を参照し、都道府県庁舎と景観計
画の関連性を分析する。47 県庁所在自治体の内、景観計画を策定
している自治体は 40 事例で、その中で、都道府県庁舎が含まれる
範囲を重点地区に指定している自治体は 13 事例であった（表９）。
この 13 事例について、景観計画の規制内容や指定範囲に着目して
類型化を行うと４つに分類することが出来た（表 10）。立地条件と
比較してみると、歴史的景観や自然景観の保全は城郭地区立地が最
も多い一方で、庁舎を新たな景観の中心と捉えている事例もあった。
４章　近年の都道府県庁舎整備
４−１.対象事例と整備概要
　本研究では近年の庁舎整備事例として、現在県庁舎の整備を行っ
ている青森県と長崎県を対象とし、概要をまとめると共に、担当職
員へのヒヤリング調査を行った。以下にそれぞれの整備概要を示す。
【青森県】青森県庁舎は谷口吉郎による基本設計、日建設計による
実施設計を経て 1961 年に竣工した。今回の整備では、老朽化によ
る耐震不足を解消するため、８階建てから６階建てに減築を行い、
軽量化によって最小限の耐震壁増設に留めることで、工事費の削減
に努めている。事業推進の根底には 2007 年に策定された「県有施
設利活用方針」があり、県有施設の床総量をマネジメントし、必要
最低限以上の床面積は保有しないという理念があった。そのため、
庁舎更新の検討時には新庁舎を新築する場合と、耐震改修の費用を
試算し、最終的な減築改修に至った。
【長崎県】長崎県庁舎は日建設計による設計で 1953 年に竣工した。
県庁内では新庁舎建設の検討委員会が 1971 年と 1984 年に設立され
たが、いずれも凍結していた。しかし、九州新幹線の長崎延伸が決
定した 2007 年に再び委員会が設立され、実行に移された。現在の
出島付近の歴史的な敷地から、新長崎駅前の埋立地に移転が行われ、
全国で最も新幹線駅に、また、海に近い庁舎として、諸島への連絡
船との乗り継ぎや、観光情報の発信拠点としてなどソフト面も重視
した整備が行われている。
４−２.ヒヤリング調査
　表 11 にヒヤリング調査の概要をまとめる。また、以下に質問と
それに対する返答を示す。（A: 青森県庁、N: 長崎県庁）
【市民、県職員の反応】A: 市民からの反応は特に上がっていない。
しかし、新築で建替えとなった場合にはおそらく反対意見が上がっ
ていただろう。また、県職員の声としては全庁的に県有施設の利活
用方針への理解があったため、特に新築を求める声は上がらなかっ
た。むしろ、現在冷房機能がないため、それが追加されることへの
注
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ようになった。また、伝統工芸の活用や地場産材の使用など、地域
の固有性を表現するようになった。
・都市的役割という側面では、現在の都道府県庁舎の立地条件を類
型化し、戦後に庁舎を移転した背景には敷地面積の拡大があること
を示した。また、その他の要因として都市域の拡大があり、特に
1960 年代、1970 年代ではその側面が顕著であった。しかし、それ
らの事例では旧庁舎の跡地は空地や閉鎖中であり、庁舎移転が中心
市街地衰退の一因となり得ることを示した。
・また、近年の跡地活用事例では、旧庁舎を従来の博物館的な保存
ではなく、増築部分を付加することで新たな価値を創出し、庁舎移
転による都心の沈滞化を防ぐ手法もある。
５−２.今後の都道府県庁舎整備における展望
　以上の分析結果とヒヤリング調査を踏まえて、以下に今後の都道
府県庁舎整備における展望を述べる。
・1950 年代、1960 年代に建設された庁舎が未だ現役であること、
庁舎の分散化によって業務への支障が常態化していることを考える
と、今後都道府県庁舎の更新事例は増加すると考えられる。また、
年々、庁舎に対する要求性能が向上していることを考慮すると、そ
の建設費も高騰するであろう。然らば、県有施設全体のマネジメン
トの重要性、及び、庁舎更新の際には必ずしも面積拡大だけが選択
肢ではない事を考慮する必要がある。
・地方都市において庁舎の職員規模は有数のものであり、立地が地
域の経済に与える影響は大きく、そのことを考えると街中にあるこ
とが望ましいが、同時に市民利用度が必ずしも高くないことも考慮
すべきである。街中にある都道府県庁舎の意義として職員の執務空
間としてだけでなく、来訪者に対して観光情報を発信することや防
災時の避難施設などソフトとしての機能を充実させることが街に対
して果たすことができる役割であると言える。
